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第第 1155 講講  判判例例にに見見るる知知的的財財産産権権のの紛紛争争  

  第第 11 話話  知知的的財財産産関関係係のの紛紛争争情情況況  

どのような知的財産権について紛
争がおきていますか 

○1図１は 1998 年 1 月から 2002 年年 4 月までに判例時報に掲載された知的財産関係の判
例の内、参考になると思える事件の件数を示します。特許事件 65件、実用新案事件 11
件、意匠事件 5 件、商標事件 70 件、著作権事件 178 件、不正競争事件 88 件でした。
図 1は図 2との比較により重要な紛争の傾向を考察してください。 
○2図２は元トヨタ自動車㈱知的財産部部長青山高美氏が調査された知的財産関係の紛争
発生件数です。氏は「わが国では工業所有権関係の紛争は話合いで解決するように努力
しているから裁判所において判決が下りるまで争う事件は少ない」と言われていました
が、その見解は実用新案と意匠については正しいようですが、特許と商標は激しく争い、
上告されるケースが多くあります。意匠の判決例が非常に少ないのは属否が分かりやす
からでしょう。旧法の実用新案の紛争も意匠と同様な理由で少ないのでしょう。青山氏
の調査では実用新案と意匠の紛争発生件数がかなり多く有りますが、判例時報への掲載
は少ないようです。その理由は、紛争の焦点が分かり易く、和解もし易く、又は判決の
注目度が低いからと考えられます。 
○3特許(実用新案、意匠を含む)関係の判例は添付の「特許、実用新案、意匠に関する判例
集」に収録しましたが、不正競争とセットで争われるケースがよくあります。「第 15ｅ
講 不正競争に関する判例」及び「第 15ｆ講 営業秘密に関する判例」も参照してくだ
さい。 
○4職務発明をめぐる紛争は「第 15ｂ講 職務発明に関する判例集」及び「第 15ｃ講 職
務発明、変貌する判例集」も参照してください。 
○5商標は海外ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾒｰｶｰを原告とする偽物事件が目立ちますので、最後まで争われるよう
です。並行輸入事件は不正競争事件とセットになって争われるケースが数多くみられま
す。商標は著作権とも関係します。第 15ｄ講「商標に関する判例」、第 15ｇ講「著作権
に関する判例」、第 15ｅ講「不正競争に関する判例」をセットで参照してください。 
⑥著作権の関係は著作者人格権と著作隣接権に係る事件が目立ちます。映画の著作物に関
する紛争も深刻です。職務著作物に関する紛争や著名な音楽家や漫画家から提起される
紛争も目立ちます。第 15ｇ講「著作権に関する判例集」を参照してください。 
⑦不正競争関係は、営業秘密に関係する事件と、特許権叉は意匠権が存在しない場合にお
ける競業者間の紛争が目立ちます。また会社をスピンアウトした元役員、元従業員と古
巣の会社との紛争も多く、厳しい紛争になっています。商標や意匠に関係する紛争や特
許権侵害事件における原告－被告間の権利侵害警告等の発表、発言も不正競争事件に発
展するようです。 詳細は判決若しくは判例時報等で精査してください 



細川 学著             Strategy Management Consulting, Inc. All Rights Reserved 
 

 2

   
出典：判例時報より作製 

 
出典：元トヨタ自動車㈱部長青山高美氏 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図15.1.1 1998年から2002年4月までの判決件数
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図15.1.2　知的財産関係の紛争発生件数
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第第 22 話話  特特許許、、実実用用新新案案、、意意匠匠にに関関すするる最最近近のの主主なな判判例例  
＜判例時報№1753～1926 号に掲載分＞職務発明関係は別項も参照 

判決の注目点 事件番号 判決の概要 出典 

特許の非独占実施
契約における裁定
による紛争解決が
定められていた場
合は裁定によると
された事例 

特許実施料請求事件、東
京地裁平17(ﾜ)14441号､
平 17.10.21 民 47 部判
決、却下、(控訴) 

原告特許権者太陽インキと被告タムラは非独占特許
実施契約を締結し、➀紛争解決は裁定による、➁無効
審判の請求を容認するとのﾗｲｾﾝｽ契約を締結した。原
告は実施料の過小報告と被告の特許無効審判を理由
として契約を解除し、本件訴を提起した。判決は、
➀➁ともﾗｲｾﾝｽ契約で定められている事項であると
し、本件請求を却下した。 

判例時報 
No．1926
平 18.6.11

玄関ドア製造方法
に関する特許権に
ついて、仮処分後
に特許無効審決が
確定した事件にお
いて、仮処分の執
行に過失があった
とされた事例 

①損害賠償請求控訴事
件、大阪高裁平 16(ﾈ)648
号、平 16.10.15 民 8 部
中間判決、一審大阪地裁
平 15( ﾜ )6256 号、平
16.1.20 判決 
②損害賠償請求控訴事
件、大阪高裁平 16(ﾈ)648
号、平 17.3.29 民 8部判
決、一部容認、一部棄却
(上告) 

特許権者近畿車輛は大阪地裁の仮処分決定を受けて
日本ﾌﾈﾝに対し製造差止等の仮処分を執行した。日本
ﾌﾈﾝは当該特許の無効審判を請求し、審決取消訴訟を
経て特許権無効が確定した。本件訴訟は日本ﾌﾈﾝが当
該仮処分によって受けた損害賠償請求事件であり、判
決は、①事件において特許権者近畿車輛の無効理由の
調査に過失があったと認定し、②事件では近畿車輛に
対し仮処分の執行により与えた営業上の損害に対し
損害賠償金 693万円余の支払いを命じた。仮処分に対
する警報 

判例時報 
No．1912
平 18.2.1 

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ特許におい
て、明細書のｻﾎﾟｰﾄ
要件が不十分とさ
れた事例 

特許取消決定取消請求
事件、知財高裁平 17(行
ｹ)10042 号、平 17.11.11
特別部判決、棄却確定()

原告日本合成化学は「偏光ﾌｲﾙﾑの製造方法」の特許出
願が登録後異議申立を受け、登録取消となり、その取
消請求をした。本件はﾊﾟﾗﾒｰﾀ特許であり、明細書には
それを支える実施例が 2件記載されていた。判決はｸﾚ
ｰﾑを支える実施例(ｻﾎﾟｰﾄ要件)が不十分として、特許庁
の取消決定を支持した。 

判例時報 
No．1911
平 18.1.21

病理標本作成ﾄﾚｲ
に関する実用新案
権の侵害物につい
て、無償配布物に
ついては実案法 29
条但書きを適用す
るとした事例 

実用新案権侵害差止等
請求事件、大阪地裁平
15(ﾜ)4726号､平17.2.10
民 26 部判決、一部容認、
一部棄却、(確定) 

被告は原告の病理標本作成ﾄﾚｲに関する実案権を侵害
するﾄﾚｲを 15,430 作成し、有償譲渡 240 個、無償譲
渡 8704 個、在庫残 6,486 個であった。判決は、販売
できなかった分、無償譲渡の分、在庫残の分の各 1個
当りの損害賠償率は判示し、無償譲渡分は実案法 29
条但書の「原告が販売できない事情」に当る、と判示
した。同上柱書き分は 393.75 円、但書き分は 25円、
仕入れ価格分は 4円 

判例時報 
No．1909
平 18.1.1 

ｱﾐﾉ酸医薬製剤と
その方法特許につ
いて、原告の先使
用も公然実施も認
められなかった事
例 

特許権侵害差止請求権
等不存在確認請求事件、
東京地裁平 15(ﾜ)19324
号､平 17.2.10 民 46 
部判決、一部容認、一部
棄却(確定) 

被告味の素はｱﾐﾉ酸医薬製剤の特許権者、原告は特許
権侵害警告を受けた日本製薬で、請求権不存在を訴え
た事件である。判決は、被告の第 1特許権は有効、原
告の先使用権は否認、出願前の公然実施も否認し、被
告の侵害差止請求権を認めた。但し第 2特許は積極的
な温度管理手段が必須として非侵害と認定。 

判例時報 
No．1906
平 17.12.1
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ﾊﾟｿｺﾝに関する特
許発明において、
「一太郎」は方法
特許に抵触し、そ
のｿﾌﾄの販売は間
接侵害と認めた上
で、公知例により
無効とされた事例 

特許権侵害差止請求控
訴事件、知的財産高裁平
17( ﾈ )10040 号 、 平
13.9.30 特別部判決、取
消・請求棄却(確定) 
一 審 東 京 地 裁 平
16(ﾜ)16732号､平17.2.1
判決 

一審原告松下電器はﾊﾟｿｺﾝに関する特許権者、一審被
告はｼﾞｬｽﾄｼｽﾃﾑ社、ｲ号は「一太郎」、 
一審は松下勝訴、その控訴審である本件判決は、「一
太郎」ｸﾚｰﾑの構成要件を充足し、その販売は間接侵害
であると認めた上で、本件特許発明には無効理由があ
り、差止請求を否認した。時期遅れの証拠提出の主張
は一審の迅速裁判にあるとし、否認した。 

判例時報 
No．1904
平
17.11.11 

時計用の水晶振動
子の製造過程用い
られるｱｰｽ用外部
端子は 100％確実
な電気的な接続で
なくともよいとし
て特許侵害を容認
した事例 

不当利得返還請求事件、
東京地裁平 15(ﾜ)3552
号､平 17.4.8 民 47 部判
決、一部容認、一部棄却、
(控訴) 

原告特許権者明電社、被告ｼﾁｽﾞﾝ他、水晶振動子を時
計保持器内に樹脂ﾓｰﾙﾄﾞする際、水晶振動子を電気的
にｼｰﾙﾄﾞするｱｰｽ用端子を設けたことが本発明の要部
であり、判決は、①ｱｰｽは 100％確実に電気的な接続
を要しなく、ｼｰﾙﾄﾞ効果で足りる、②特許法 29条の 2
は「微差」の範囲まで、③販売品にｱｰｽしないものが
あるからとして実施料相当額を売上高の 2％(請求
10％)とする、と判示した。 

判例時報 
No．1903
平 17.11.1

ﾗｯﾌﾟﾌｲﾙﾑの摘み具
の意匠がｾﾛﾊﾝﾗｯﾌﾟ
の収納箱一部を切
り開いた形状とは
非類似とされた事
例 

債務不存在確認請求事
件 、 東 京 地 裁 平
16( ﾜ )17501 号 ､ 平
16.10.29 民 29 部判決、
容認、(確定) 

被告はｾﾛﾊﾝﾗｯﾌﾟの収納箱一部を切り開いた形状の摘
み具の意匠権者、原告呉羽化学は同社のｸﾚﾗｯﾌﾟ収納箱
は意匠権非侵害、債務不存在の確認の請求をした。判
決は、被告意匠には横長矩形部がなく、意匠法 2条 1
項の物品が相違するとし、原告請求を容認した。 

判例時報 
No．1902
平
17.10.21 

生体分子の探索方
法に関する特許権
者は専用実施権者
を設定登録した場
合でも、特許権侵
害訴訟の提起を合
法とした事例 

特許権侵害差止請求事
件、最高裁平 16(受)997
号、平 17.6.17 ニ小法定
判決、上告棄却、一審東
京地裁平 13(ﾜ)21278 号
平 15.2.6 判決、二審東
京高裁平(ﾈ)1223 号、平
16.2.27 判決 

最高裁事件被告は生体分子の探索方法に関する特許
権者で、一審の特許権侵害差止請求事件の原告、被告
住商ｴﾚは本件特許に関するソフトＣＤの輸入者、特許
権者坂井昭子は薬医分子研に本件特許の専用実施権
を設定登録した。特許権者に侵害差止請求権が存在す
るかの事件において、最高裁は、特許権者に差止請求
権があると判示した。 

判例時報 
No．1900
平 17.10.1

現行特許法 101 条
2号(間接侵害)につ
いて「その発明に
よる課題の解決に
不可欠なもの」に
ついて厳格に解釈
した事例 

特許権侵害差止請求事
件 、 東 京 地 裁 平
14(ﾜ)6035号､平16.4.23
民 46 部判決、棄却、(確
定) 

原告はプリント基板メッキ用冶具本特許とその分割
特許を有していた。被告は分割特許の出願時以前に同
様な冶具を業として実施状態にあった。本件特許発明
の構成要件は上位概念で記載されていた。判決は、先
使用を認定、クレームの上位概念を実施例相当に解釈
し、法 101条 2号の「その発明による課題の解決に不
可欠なもの」に該当しないとして、特許権侵害を否認
した。 

判例時報 
No．1892
平 17.7.11

回路のｼｭﾐﾚｰｼｮﾝ方
法の発明が、法 1
条の「自然法則」
も、法 29条柱書き
の「産業上の利用

審決取消請求事件、東京
高裁平 16(行ｹ)188 号､平
16.12.21 知財 1 部部判
決、棄却、(確定) 

出願人は「連立方程式解法」を特許出願し、後に「回
路のｼｭﾐﾚｰｼｮﾝ方法」に補正した。特許庁は、審査・審
判を通じ、本願発明は法 1 条の「自然法則」も、法
29 条柱書きの「産業上の利用性」のも該当しないと
し、特許しなかった。その審決取消訴訟において、判

判例時報 
No．1891
平 17.7.1 
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性」のも該当しな
いとして拒絶審決
が確定した事例 

決は、当該非線形方程式は一般のそれと何ら変らず、
回路の物理的、技術的性質への考察を含むものではな
いとし、請求を否認した。 

特許発明品である
ｲﾝｸジェットｶｰﾄﾘｯ
ｼﾞに使用済み品に
ｲﾝｸを装填して販
売した行為につい
て、消尽説が容認
された事例 

特許権侵害差止請求事
件 、 東 京 地 裁 平
16(ﾜ)8557号､平16.12.8
民 46 部判決、棄却、(控
訴) 

権利者、原告ｷｬﾉﾝのｲﾝｸジェットｶｰﾄﾘｯｼはｲﾝｸが無くな
るとｲﾝｸを詰め替えて再使用できる。そのﾘｻｲｸﾙ品が特
許権侵害であるとして差止を請求した事件において、
判決は、製造方法の特許でも正規に販売したｶｰﾄﾘｯｼﾞ
は権利が消尽している、海外でｲﾝｸの充填をしたﾘｻｲｸﾙ
品の日本での販売も同様に消尽しているとし、原告の
請求を否認した。 
なお知財高裁は一転原告の請求を容認した。 

判例時報 
No．1889
平 17.6.11

出願公告制度(旧
法)の基の公告後の
補正が特許請求の
範囲を縮減するも
のであるが、変更
であるとし、請求
が却下された事例 

損害賠償等請求事件、東
京地裁平13(ﾜ)12933号､
平16.5.14民46部判決、
棄却、(控訴) 

原告はコニカミノルタ、被告は同業者のシグマ、交換
レンズに関する特許権侵害等の事件である。旧法によ
る出願公告後に異議申立を受け、明細書の記載事項を
特許請求の範囲に付加し、特許権が成立した。判決は、
特許請求の範囲に新たな事項を追加することは形式
的には「縮減」であるが、その内容が特許出願のとき
に当業者が想到できないものは「変更」であるとし、
請求を否認した。 

判例時報 
No．1884
平 17.4.21

ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ関する特
許出願について、
開発を依頼した原
告が被告に開示し
た技術は、本件発
明と同一ではな
く、重要部分に共
通点はないとし、
原告の請求が棄却
された事例 

特許を受ける権利確認
請求事件、東京地裁平
15( ﾜ )14025 号 、 平
16.10.29 民 29 部判決、
棄却(確定) 

木製ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ工事業者である原告が地震対策の問題
点により受注に失敗し、被告に開発を依頼し、問題が
解消して受注に成功した。被告がその技術を特許出願
したので、原告は自分の発明であるとの確認訴訟を提
起した。判決は、特許出願という事実に対して、原告
が示した技術が①特許発明と同一であるか、②発明の
要部は同一でない限り、特許出願人が本件発明をした
とするのが相当であるとし、原告開示の技術は①同一
ではなく②公知技術であるとし、請求を棄却した。 
 

判例時報 
No．1882
平 17.4.1 

ネックレス止め具
に関する祖父、子、
孫 3 代分割特許に
関する係争事件に
おいて、子特許に
ついてはＰ-in-P ク
レームとし、孫特
許は子特許の明細
書の記載が参酌さ
れた事例 

特許権に基づく侵害差
止等請求事件、東京地裁
平 15( ﾜ )9215 号 ､ 平
16.4.23 民 46 部判決、
棄却、(控訴) 

原告ﾌﾟﾗﾈｯﾄ社は祖父特許権と、その分割子特許権と、
その又分割の孫特許権を有し、被告並木は同業者であ
る。原告 Pは子特許権に基づく市外差止等の訴提起し
たが、クレーム中の方法を限定的に解釈し、原告が敗
訴した。本件は孫特許に基づく訴を提起した事件であ
る。判決は、孫特許のクレームをそのまま解釈するの
ではなく、分割前の子特許の実施例の記載をもとに、
孫特許のクレームを限定解釈し、侵害差止を否認し
た。 

判例時報 
No．1877
平 17.2.11

原告のパソコンソ
フトの特許権侵害
がないと認定した
上で、被告が反訴

特許権侵害差止請求権
不存在確認等請求事件、
特許権侵害行為差止反
訴請求事件、東京地裁平

松下電器は特許権者で本訴被告(反訴原告)、J社は本訴
原告(反訴被告)、松下は J社と、J社のパソコンソフト
をインストールしたパソコンメーカに対して特許権
侵害の警告をした。J 社は、特許侵害はないとして差

判例時報 
No.1876 
平 17.2.1 
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を請求している場
合には「不存在確
認の請求はできな
い」とし、営業誹
謗行為は認めなか
った事例 

15(ﾜ)18830 号(本訴)・
24798 号 ( 反 訴 ) 、平
16.8.31、民 47部判決、
1 部却下、1 部棄却､(確
定) 

止請求権の不存在の確認と、不正競争防止法 2条 1項
14号の営業誹謗行為の差止等の請求をした。判決は、
特許権侵害はない、反訴があるので不存在確認の訴え
は却下する、営業誹謗行為には該当しない、と判示し
た。 
 

わが国の特許出願
の拒絶査定が確定
したが、米国特許
は成立した。その
米国特許を用いた
属地主義の主張が
否定された事例 

営業誹謗行為等差止請
求事件、東京地裁平
14( ﾜ )1943 号 、 平
15.10.16、民 46部判決、
1 部容認、1 部却下、1
部棄却､(確定) 

被告ﾏﾘﾝﾊﾞｲｵ㈱は珊瑚砂を用いた健康食品等を製造販
売する会社であり、その発明の特許出願はわが国で拒
絶査定が確定(東京高裁)したが、米国特許は成立した。
原告ｺｰﾗﾙ co.は同業者である。原告の米国におけるｺｰ
ﾗﾙ(珊瑚砂)を用いた健康食品が米国特許を侵害するか
否かが争われた。判決は、被告は日本に本社と主たる
営業活動の場があるとし、日本での国際裁判管轄権に
より、非侵害と営業誹謗行為を認め、不競法 2条 1項
14号に該当するとし、誹謗行為等の差止を命じた。 

判例時報 
No.1874 
平 17.1.11

下水管ﾏﾝﾎｰﾙを作
成するｵｰﾊﾞｰﾚｲ工
法に関する特許発
明が単なる方法の
発明とし、公的研
究団体の教育等の
行為は特許法 101
条の「みなし侵害」
等が否認された事
例 

特許権侵害等差止請求
事 件 、 東 京 地 裁 平
16( ﾜ )9208 号 、 平
16.8.17、民 47部判決、
棄却､(控訴) 

公的研究団体である MR2 工法協会の同工法が原告の
特許発明を侵害するとして侵害差止、損害賠償の支払
い等を請求した事件において、判決は、本件特許は単
なる方法の発明であり、被告協会は同工法の実施者で
はなく特許法 101 条 3項、4項に該当しない、同協会
加盟会社に対する MR2 工法を知らせる行為は特許権
侵害の教唆・幇助に当たらなく損害賠償や謝罪広告を
要しないと判示し、原告の請求を全面的に否認した。
門前払い判決 
 

判例時報 
No.1873 
平 17.1.1 

実用新案登録請求
の範囲において収
縮率の数値限定は
あるが、その測定
方法が記載されて
いない事件におい
て、明細書の記載
が参酌された事例 

製造販売差止等請求事
件 、 東 京 地 裁 平
15(ﾜ)6742号、平16.3.5、
民 47 部判決、棄却､(控
訴) 

包装ラベル付き細口瓶に関する実用新案権について、
請求範囲に「縦方向の 100℃における収縮率が 45％
以上」との記載がある。その測定方法に種々があり、
原告主張の加熱時間と過熱方法によれば被告製品の
収縮率は 45％以上となり、被告主張の方法は 45％以
下であった。判決は、測定温度を 100℃とし、加熱時
間を明細書記載の 2 分とし、収縮率は 45％未満と認
定し、原告の請求を棄却した。ｱﾝﾁﾊﾟﾃﾝﾄの判例である 
。 

判例時報 
No.1871 
平
16.12.11 

ﾊﾞｲｵ特許について
一審は特許発明の
技術的範囲を実施
例相当に解釈した
が、上告審ではﾀﾞﾐ
ｰ原子を拡大解釈
して侵害よ容認し
たﾌﾟﾛﾊﾟﾃﾝﾄの事例 

特許権侵害差止請求控
訴事件、東京高裁平
15( ﾈ )1223 号 、 平
16.2.27 民 6部判決、取
消・容認(上告)、一審東
京地裁平 13( ﾜ )21278
号、平 15.2.6 判決 

ﾊﾞｲｵ特許権者は他人に専用実施権を許諾している。そ
の特許権者が○1 特許権侵害者に対し差止を請求でき
るか、○2 差止可能としたときは特許発明の技術的範囲
が実施例相当であるか、が争われた。一審は両者を否
認した。二審の判決は、専用実施権を許諾した場合で
も差止請求は可能と判示し、特許発明の技術的範囲は
実施例限定されない、として差止請求を容認した。ﾌﾟ
ﾛﾊﾟﾃﾝﾄの判例である。 
 

判例時報 
No.1870 
平 16.12.1
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特許権無効の審決
を受けた者が訂正
審判を請求するに
際し、訂正審判に
同意をしない通常
実施権者の抹消登
録が否認された事
例 

通常実施権抹消登録請
求事件、東京地裁平
15( ﾜ ))26297 号 、 平
16.4.28 民 29 判決、棄
却(控訴) 

原告は雨水タンクに関する特許権者、被告はその通常
実施権者である。原告は当該特許権について特許無効
に審決を受け訂正審判を請求したが、被告は特許法
127条による同意を拒否した。そこで原告は通常実施
権の登録抹消請求の本件訴を提起した。判決は、契約
上の協力義務、信義則違反又は権利の乱用に当たらな
いとして、請求を棄却した。(特許法 127 条は通常実
施権者の利益を守る) 

判例時報 
No.1866 
平
16.10.21 

出願前の発売によ
る明らかな無効理
由のある実用新案
権に基づく訴訟自
体は不法行為では
ないが、取引先に
対する拡布行為は
不競法上の不正競
争行為に該当する
とされた事例 

損害賠償等請求事件、東
京地裁平 15(ﾜ)8180 号、
平 16.3.31、民 29 部判
決、一部容認、一部棄却､
(確定) 

児童鞄メーカのキタダは実案出願前に当該鞄を発売
した。キタダは後発メーカ「盛光」に損害賠償等を請
求する訴を提起し、盛光の取引先に実用新案権侵害の
旨の文書を拡布した。判決は、出願前の発売の事実は
会社が当然知りうる明らかな無効理由であるが、差止
訴訟の提起自体は著しく相当性を欠くとはいえない、
但し取引先に対する侵害警告文書の拡布行為は不競
法 2条 1項 14 号に所定の不正競争行為に該当する、
と判示した。 

判例時報 
No.1860 
平 16.8.21

元技術部長坂本氏
は請われて個人名
義の実用新案登録
出願を持参し育良
精機に入社し、同
考案商品化を事業
化した事件におい
て、同登録実用新
案の対価と職務発
明の対価が容認さ
れた事例 

契約代金等請求事件、水
戸 地 裁 土 浦 支 部 平
8(ﾜ)202 号、平 15.4.10
判決、一部容認、一部棄
却(控訴) 

元技術部長坂本氏が「油圧作動カッター」の実案出願
をもって育良精機に入社し、同考案と氏のノウハウを
用いて商品化した。同社は他に職務発明対象の特許 1
件、実案 2件、意匠 6件を取得した。坂本氏が持参し
た実案について、契約書も対価の記載も無く、職務発
明の対価の約束もなかった。坂本氏はそれらの対価と
して約 5億円を請求した。判決は無名契約であっても
知的財産権に対する対価に支払いは当然であるとし
て、持参実案の譲渡対価と職務発明の対価の支払いを
命じた。 
 

判例時報 
No.1857 
平 16.7.21

一審の判決が支持
され、同登録実用
新案の対価と職務
発明の対価が容認
された事例 

契約代金等請求控訴事
件、東京高裁平 16.9.29
号知財 2部判決、1部変
更、一部控訴棄却(確定)
一審水戸地裁土浦支部
平 8( ﾜ )202 号 、 平
15.4.10 判決、前行事件

二審判決 
被告等は連帯して 1708 万円と金利を支払え 
育奈精機は 689,249 円と金利を支払え 
広沢製作所は 1,117,898 円と金利を支払え 
参考、一審判決 
被告等は連帯して 1708 万円と金利を支払え 
育奈精機は 689,249 円と金利を支払え 
広沢製作所は 1,117,898 円と金利を支払え 
一審判決がほぼ支持された。 

判例時報 
No.1887 
平 17.5.21

味の素の元研究所
長が職務発明の対
価として、113 億
円の対価の内金 20
億円を請求した事

特許権持分移転登録手
続等請求事件、東京地裁
平 14(ﾜ)20521 号、平
16.2.24、民 47部判決、
一部容認、一部棄却､(控

人口甘味料ｱｽﾊﾟﾙﾁｰﾑの特許発明者が職務発明の対価
の内金 20 億円を請求した事件において、判決は、特
許法 35 条には属地主義が認めず、海外メーカからの
ライセンス収入を味の素の排他的独占権による収入
79.7 億円とし、会社の寄与度を 95％、共同発明者の

判例時報 
No.1853 
平 16.6.11
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件で、1.9 億円が容
認された事例 

訴) 寄与度を 50％とし、既払いの 1000 万円を差引いた
1.9 億円の支払いを命じた。厚生年金による原告の利
益は考慮されなかった。 

要部がノズル部分
にある液体充填機
について、要部の
寄与度を 20％とし
て損害賠償を認定
した事例 

特許権侵害差止等請求
事 件 、 東 京 地 裁 平
14( ﾜ )3237 号 、 平
15.12.26、民 29部判決、
一部容認、一部棄却､(控
訴) 

原告は、被告の液体充填機の売上高 111億円余、その
利益 33 億円余を損害額として請求した。判決は、利
益の算定は限界利益を指すとし、発明の要部がノズル
にあると認定し、その限界利益の 20％である 4417 万
円余を原告の損害額として支払いを命じた。また弁護
士費用は相当の因果関係にある損害として 400 万円
の支払いを命じた。 

判例時報 
No.1851 
平 16.5.21

内実施のみの実用
新案権の職務発明
の対価について、
他へ実施させた場
合の実施料相当額
を対価と判示した
(東京方式)事例 

実用新案権報酬金請求
事 件 、 東 京 地 裁 平
13( ﾜ )20929 号 、 平
15.11.26、民 29部判決、
一部容認、一部棄却､(確
定) 

他からのライセンス収入等がない内実施の場合にお
ける職務発明に対する対価の算定方式には東京方式
と大阪方式がある。元従業員伊奈潔は環境予測システ
ムの全体の売上高も基に対価(4298 万円余)の請求を
した。判決は、本件考案の売上増への寄与分を算定し、
それを他に実施許諾した場合の実施料相当額(120 万
円)を職務発明の対価として支払いを命じた。 

判例時報 
No.1846 
平 16.4.1 

数値限定のあるク
レームにおいてそ
の数値の測定方法
か開示されていな
い場合の特許権侵
害を否認した事例 

特許権侵害差止請求事
件 、 東 京 地 裁 平
14( ﾜ )42512 号 、 平
15.6.17、民 47部判決、
棄却､(控訴) 

マルチトール含蜜結晶とその製造方法の特許発明に
おいて、クレーム中に含蜜結晶粉末に数値限定があっ
たがその測定方法の記載がなかった。その測定方法に
2方式があり、測定方式により異なる結果が得られた。
特許明細書において測定方法が特定されていないと
して特許権侵害を否認した。 

判例時報 
No.1838 
平 16.7.21

筋組織状こんにゃ
くの製造方法と装
置の特許発明が要
部均等と判示され
た事例 

特許権侵害差止等請求
事 件 、 大 阪 地 裁 平
12( ﾜ )6322 号 、 平
14.4.16、民 21部判決、
一部容認、一部棄却､(控
訴) 

筋組織状こんにゃくの製造方法と装置の特許発明に
おいて、原告発明は数値限定された多孔ノズルである
のに対し、被告は多孔連通孔を使用している。その違
いは本質部分でなく、同様な筋組織状こんにゃくが製
造できるとし、均等と判示した。ボールスプライン軸
受事件最高裁判決に準拠した。 

判例時報 
No.1838 
平 16.1.11

エアーマッサージ
機の特許権侵害事
件において元イ号
について文言侵害
を容認し、改良イ
号については均等
として差止、廃棄、
損害賠償を容認し
た事例 

特許権侵害差止等請求
事 件 、 東 京 地 裁 平
13( ﾜ )3485 号 、 平
15.3.26、民 29部判決、
一部容認、一部棄却､(控
訴) 

エアーマッサージ機5件の特許権を所有する原告が被
告の元イ号(初期製品)と紛争中の改良イ号について差
止、廃棄、損害賠償等の請求事件において、判決は、
元イ号は文言侵害である、改良イ号はボールスプライ
ン判決に徴して均等であると判示し、無効理由を否認
した。発明の寄与度を 95％とし、原告の被った損害
額 15 億円余の損害賠償を命じた。後発コピーメーカ
に厳しい判決である。 

判例時報 
No.1837 
平 16.1.1 

日立金属事件判決
において、職務発
明の対価はﾗｲｾﾝｽ
収入等の排他独占
権の利益から必要

「窒素磁石」に係る発明
の対価請求事件、東京地
裁平 14(ﾜ)16635 号、平
15.8.29 民 47 部判決、
一部容認、一部棄却(控

日立金属の元従業員で「窒素磁石」の発明者(原告)が
受取った職務発明の対価 103.7 万円を不服として不
足額 8,974.9 万円の支払いを請求した事件である。原
告の要求は排他独占権による会社の収入(約 2 億円)か
ら特許取得諸経費を除外した額を相当の対価と主張

判例時報 
No.1835 
平
15.12.11 
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経費を控除した額
を基に算定する、
と判示された事例 

訴) し、会社はｷｬｯｼｭﾌﾛｰを主張した。判決は、会社側に会
社の寄与度を 90％とし、差引不足額 1,232.5 万円の
支払いを命じた。 

物の発明において
例えそれが新規物
質としても問う業
者が容易に実施で
きる記載がなけれ
ばならないとされ
た事例 

特許取消決定取消請求
事件、東京高裁平 12(行
ケ)120 号、平 14.2.7、
民 6部判決、棄却(確定)

ｱﾙｶﾘ畜電池用物質の発明が付与後異議制度により特
許取消決定を受け、権利者が取消決定取消の訴訟を提
起した。異議申立人は三洋電機他であるが、訴訟事件
の被告は特許庁長官。判決は、本件発明と公知例の製
造工程が極めて類似していることに着目し、例え新規
物質の物の発明であっても特許法 36 条 4 項所定の当
業者が容易に実施できる記載が必要であると判示し、
特許庁の決定を支持。 

判例時報 
No.1828 
平
15.10.11 

新規物質の生産法
穂の推定(104 条)
にといて、被告の
抗弁した生産方法
が事実に相違した
場合における生産
方法の訂正が否認
された事例 

各損害賠償請求控訴事
件 、 東 京 高 裁 平
12(ﾈ)2645 号、平.10.11、
民 6 部判決、一部取消､
(上告)、一審東京地裁平
2(ﾜ)5678 号ほか、平 12．
3.27 判決 

新規物質特許における損害賠償等請求事件において。
被告らが抗弁した被告製造方法が相違し、とそれを立
証する製造日誌が改ざんされていた。その事実が 11
年間隠されて訴訟が遅延した。その後被告らは製造方
法を訂正した。判決は遅れた抗弁としてその訂正を認
めず、意図的な訴訟遅延を認定し、合計 15 億円余の
惨害賠償を言い渡した。 

判例時報 
No.1823 
平 15.8.21

無洗米特許につい
て競業者の製品が
権利範囲の属する
が公知例により無
効とし、ユーザに
対する告知行為は
不競法違反とされ
た事例 

特許権侵害差止等請求
権不存在確認等請求、特
許権侵害差止等反訴請
求事件、東京地裁平
9( ﾜ )24064 号 ･ 同
11( ﾜ )19166 号 平
14.12.212、民 46 部判
決、本訴一部容認、一部
棄却、一部却下、反訴：
一部棄却､一部却下(控
訴) 

無洗米関する同業者が特許権者に対し特許侵害不存
在の確認を求める訴を提起し、権利者が反訴を継起し
た事件において、同業者は権利の属否を争わず、進歩
性による特許権無効の確認の請求とユーザに対する
営業妨害差止を請求した。判決は、同特許は 29 条 2
項により無効であるから権利行使は権利の乱用に当
たる、権利者の中小ユーザに対する特許侵害である旨
の布行為は不競法 2条 1項 14 号に該当する不正行為
と判示した。 

判例時報 
No.1824 
平 15.9.1 

冷凍塩味茹枝豆の
特許権侵害差止事
件において無効事
由があるとして権
利の乱用とされた
事例 

特許権侵害差止等請求
事 件 、 東 京 地 裁 平
14( ﾜ )6241 号 、 平
15.6.26、民 29部判決、
棄却､(確定) 

薄皮に加え中心部まで塩味を浸透させるとする冷凍
塩味茹枝豆特許権について、塩味の浸透は公知の茹で
かたのブランチング条件を変えるだけで達成できる
と認定し、無効事由の存在により同特許権の行使は権
利の乱用に当たる判示した。 

判例時報 
No.1825 
平 15.9.11

経済・技術の両面
で従属関係にある
会社が行った特許
出願の発明者の補
正と職務発明の対
価を容認した事例 

売買代金等請求事件、大
阪地裁平 11( ﾜ )12699
号、平 14.5.23、民 21
判決、一部容認、一部棄
却(控訴＜和解＞) 

下請け関係で親会社の技術により有用元素の回収を
行っている子会社が自社の特許担当者を発明者とす
る特許出願した。その特許出願について判決は、発明
者掲載権により親会社真正発明者名の補正を容認し、
従業者ではない真正発明者に対する法の類推解釈に
より職務発明の対価の支払いを容認した。 
 

判例時報 
No.1825 
平 15.9.11
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ｵﾘﾝﾊﾟｽ事件最高裁
判決において、職
務発明対価の不足
額の請求権と時効
不成立が認めたら
れた事例 

損害賠償請求事件、最高
裁平 13(受)1256 号、
平.15.4.22、最高裁小法
廷判決、上告棄却､一審
東京地裁平7(ﾜ)3841号、
平 11．4.16 判決、二審
東京高裁平 11(ﾈ)3208
号、平 13.５,22 判決 

ｵﾘﾝﾊﾟｽの元従業員は職務発明について同社の規定に
より受取った対価 21 万円を不服として 2 億円の対価
を請求した事件であり、1 審、2 審とも不足対価の支
払いをめいじた。会社側が控訴した最高裁において、
判決は、会社側に対し不足額 228.9 万円の支払いを命
じ、時効成立も否認した。但し包括ｸﾛｽﾗｲｾﾝｽに於ける
本件発明の実施状況や公知例の存在も勘案され不足
額は 228.9 万円と判示。 

判例時報 
No.1822 
平 15.8.11
参考： 
No.1690 
(１審) 
No.1753 
(2 審) 

改善多項制下の特
許権の無効審判中
の訂正審判は、請
求項毎に成立の要
否を審決しなけれ
ばならないとされ
た事例 

審決取消請求事件、東京
高裁平 12(行ケ)170 号、
平 14.10.31、民 18部判
決、容認(確定) 

動力伝達用チエンの改善多項制下の特許発明につい
て無効審判の請求をうけた権利者が訂正審判を請求
した。原審はその訂正を一体として認め、無効審判を
不成立とした。その審決取消訴訟に於いて判決は、各
請求項の無効理由を個別に認定すると共に、訂正審判
については各訂正請求項についてその成否を判断し
なければならないと判示。 

判例時報 
No.1821 
平 15.8.1 

無効審判不成立審
決後に訂正審判が
確定した場合にお
いて、同日出願を
理由とする無効審
判の審決取消が否
認された事例 

審決取消請求事件、東京
高裁平 11(行ケ)376 号、
平 14.11.14、民 18部判
決、棄却(上告受理申立)

「建築物の骨組構築方法」の特許権に関する無効審判
請求が不成立となった事件において、権利者が訂正審
判を請求し確定した。無効審判請求人が本件訂正後の
特許は同日出願の発明と同一であることを理由とす
る審決取消訴訟を提起した。判決は、訂正審判は「限
定的縮減」でありかつ同日出願との関係も「独立特許
要件」を充足していると判示。 

判例時報 
No.1811 
平 15.4.21

日亜の元従業員中
村氏が訴えた職務
発明の対価の支払
いを求めた裁判に
おいて、原告の請
求通り 200 億円の
支払いを命じた事
例 

特許権持分確認等請求
事 件 、 東 京 地 裁 平
13( ﾜ )17772 号 、 平
14.9.19、民 46部中間判
決、平 16.1.30 民 46 部
判決、一部容認、一部棄
却(控訴) 

青色発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞの特許発明について、元主任研究者
中村修二博士は特許第 2628404 号の職務発明の対価
200億円を請求する裁判において、判決は、被告会社
の本件特許権による利益を 1208 億円と認定し、その
半分の６０４億円が相当の対価である。但し原告の請
求は 200億円であるから、職務発明の対価として 200
億円の支払いを命じた。 

判例時報 
中間判決 
No.1802 
平 15.1.21
本判決 
No.1852 
平 16.6.1 

日亜の元従業員中
村氏が訴えた特許
権の共有持分の移
転登録請求が中間
判決により職務発
明であるとして否
認された事例 

特許権持分確認等請求
事 件 、 東 京 地 裁 平
13( ﾜ )17772 号 、 平
14.9.19、民 46部中間判
決 

青色発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞの特許発明について元主任研究者中
村氏は社命に反する「自由発明」であるとして、○1 共
有部分の移転登録を求める、○2 付帯的に職務発明の対
価 200億円を求める裁判において、裁判所は押印欠落
の鉛筆書き譲渡証書を有効と認め○1 を否認する中間
判決をした。○2 は○1 が確定後となるが、相当の対価は
強行規定であるから裁判所により確定すると中間判
示した。 

判例時報 
No.1802 
平 15.1.21

複数の請求項に係
る特許出願におい
て、拒絶査定不服
審判における審決
が特定請求項のみ

審決取消請求事件、東京
高裁平 12(行ケ)385 号、
平 14.1.31、民 46 部判
決、棄却(上告) 

特許法49条(拒絶査定)では 29条等の規定に違反する
特許出願は拒絶査定すると定められている。本件は 3
つの請求項からなる 3発明の特許出願である。拒絶査
定不服審判の請求における審決は１に発明の不特許
事由により他の2つの請求項を判断することなく審決

判例時報 
No.1804 
平 15.2.11
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の不特許理由で審
決することが容認
された事例 

の妥当性が争われ、判決は多項制を容認した昭和 61
年改正法の元でも一発明一出願の原則は継続してい
るとし、審決を支持した。 

乳房切除者用ﾌﾞﾗ
ｼﾞｬｰに関する冒認
特許について特許
権移転登録手続請
求が否認された事
例 

特許権移転登録手続請
求事件、東京地裁平
13( ﾜ )13678 号 、 平
14.7.17、民 29部判決、
棄却､(控訴) 

前裁判で本件ﾌﾞﾗｼﾞｬｰに関する特許出願が冒認である
ことが確定していた。その後平成 13 年最高裁判決は
冒認特許権について真正権利者に権利の持分を容認
した。原告はこの最高裁判例に依拠して特許権の移転
登録を請求した。判決は、原告は冒認出願の存在を知
った後も特許出願をしなかったので、現行特許法では
移転登録はできないと判示した。 

判例時報 
No.1799 
平 14.12 
.21 

熱交換機用ﾊﾟｲﾌﾟ
の実用新案権が公
知例により当然無
効の理由があり、
かつ先使用権が認
められた事例 

実用新案権侵害差止等
請求控訴事件、東京高裁
平 13( ﾈ )1870 号 、 平

14.3.27、民 13 部判決、控

訴棄却､(確定)､１審東京地

裁平 11( ﾜ )15003 号、平

13.2.27 判決 

本件ﾊﾟｲﾌﾟの要部は冷媒の漏洩を防止する差込穴の形
状であり、明確な公知例が存在した。非控訴人は先使
用の事実を証明するために特定製造番号熱交換器を
搭載した自動車を公証人の立会いで取り外して差込
穴の形状を公証した。判決は、公知例と先使用の事実
を容認し、控訴を棄却した。 

判例時報 
No.1799 
平 14.12 
.21 

特許法79条所定の
先使用権につい
て、概略図のみで
は不可とされた事
例 

特許権侵害差止請求事
件 、 東 京 地 裁 平
12( ﾜ )18173 号 、 平
14.6.24、民 29部判決、
一部容認、一部棄却､(確
定) 

6 本ﾛｰﾙｶﾚﾝﾀﾞｰについて、被告は原告の特許出願前に顧
客の打診により概略図を作成した。判決は、概略図の
みで、その製造に必要な強度計算や確認仕様書を作成
した形跡がないので法所定の「特許出願の際・・発明
の実施である事業の準備をしている」とは認められな
い、として先使用権を否認した。 

判例時報 
No.1798 
平 14.12 
.11 

ｾﾗﾐｯｸ被覆ﾌﾞﾚｰﾄﾞ
の被覆層の厚みに
要部のある特許発
明において、使用
による磨耗は法
101 条に該当しな
いとされた事例 

特許権侵害差止請求事
件、東京地裁平 13(ﾜ)１
６５０号、平 14.5.15、
民 29 部判決、棄却､(控
訴) 

本件特許は被覆層の厚みが最高 0.25mm との数値限
定があり、被告製品は 0.525～0.313mm である。原
告は被告製品の使用による磨耗により 0.25mm 以内
にはいることがあり得るとして法 101 条のみなし侵
害を主張した。判決は、使用者はﾌﾞﾚｰﾄﾞを生産する行
為がないとして請求を否認した。 

判例時報 
No.1794 
平 14.11.1

特許請求の範囲の
数値限定を無視し
かつ公知例の数値
領域を拡大解釈し
たとして拒絶査定
審決が取消された
事例 

審決取消請求事件、東京
高裁平 10(行ケ)７９号、平
13.6.26、民 6部判決、容認、

(確定) 

酸素、窒素とｱﾙｺﾞﾝを含む混合物の発明において、特
許請求の範囲にはｱﾙｺﾞﾝ濃度 0.6~75 容積％との限定
がある特許出願について、判決は、審決におけるｱﾙｺﾞ
ﾝ濃度の範囲は広く使用されうると片付けた点及び公
知例との対比を一致点、相違点について進歩性の検討
を怠ったとし、特許庁の審決を取消した。 

判例時報 
No.1790 
平 14.9.21

先後関係にある実
用新案権につい
て、利用関係を認
め、差止と損害賠
償を認めた事例 

損害賠償請求控訴事件、
東京高裁平 12(ネ)３０１９

号、平 13.5.24、民 6 部判

決、一部変更、一部控訴棄

却､(上告)一審新潟地裁平

9(ﾜ)23 号、平 12.4.25 判決

同業者で先後願関係にある実用新案権について、１審
は利用関係にあることを認めたうえで差止と損害賠
償の請求を認めなかった。控訴審では利用関係を争わ
なかった。判決は、後登録考案は後登録考案の技術的
範囲に属し、登録の有無とは関係なく権利侵害であ
り、差止と損害賠償請求を容認した。 

判例時報 
No.1789 
平 
14.9.11 
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実験動物(ﾇｰﾄﾞﾏｳｽ)
に関する特許発明
において、ﾇｰﾄﾞﾏｳｽ
の皮下で変体した
組織塊は属さない
とされた事例 

特許権侵害差止請求事
件東京地裁平 11(ﾜ)15238

号、平 13.12.20、民 46 部

判決、棄却､(控訴) 

本件特許発明における「ヒト臓器から得られた腫瘍組
織塊」とはなにかが争われた事件で、判決は、当該腫
瘍組織塊とはヒト臓器から採取された腫瘍組織塊で
あると認定し、ヒトの腫瘍組織塊をﾇｰﾄﾞﾏｳｽの皮下で
変体させたのもは特許権侵害とはならないと判示し
た。 

判例時報 
No.1787 
平 
14.８.21 

原告の所有する６
件の特許権につい
て設定されていた
専用実施権の解除
を求める訴訟にお
いて裁判管轄地の
移送が否認された
事例 

移送申立事件、大阪地裁
平11(ﾓ)859号、平11.9.21、

民 21 部決定、却下(抗告＜

抗告棄却＞) 

平成 10.1.1 施行の改正民訴法第 6 条において特許事
件等の裁判管轄権は東京と大阪になった。原告・被告
間の契約書には 3年不実施契約解約条項があり、原告
から解約を求める訴訟が大阪地裁に提起された。被告
(申立て人)は裁判管轄地を広島地裁に移行する申立を
行なった。本訴の決定は民訴法第 6条の主旨を明確に
した上で、申立を却下した。 

判例時報 
No.1785 
平 14.8.1 

付与後の特許異議
申立により取消し
された共有の特許
権に対する取消訴
訟は共有者全員で
なくても有効とさ
れた事例 

特許取消決定取消請求
事件、最高裁平 13(行
ﾋ)104、平 14.3.25、二小
法廷判決、破棄差戻 
一審東京高裁平 12( 行

ケ)470 号、平 13.3.12、判

決 

平成6年改正特許法により付与後の特許異議制度の適
用を受けた共有特許権につき異議申立を受け特許の
取消決定を受けた事件であり、共有者の一人が取消決
定を不服として東京高裁に訴を提起したところ同裁
判所は共有者全員による訴でないと理由で特許庁の
決定を支持した。最高裁は降りかかる火の粉を払うと
ういう面から単独で取消決定の取消訴訟が提起でき
ると判示した。 

判例時報 
No.1784 
平 14.7.21

物の発明のｸﾚｰﾑに
その物の製造方法
が記載されている
場合はその技術的
範囲は当該方法に
依拠されるとされ
た事例 

特許権に基づく製造販
売禁止等請求事件、東京
地裁平 1２(ﾜ)27714 号、平

14.1.28 民 29 部判決、棄却

(控訴) 

本件特許発明は金属製装身具ﾈｯｸﾚｽの発明であり、そ
の特許請求の範囲には製造方法が記載されていた。本
件訴訟では技術的範囲の解釈にその製造方法が依拠
されるか、「Ｏﾘﾝｸﾞ状」の記載の均等の範囲はどこま
でかについて争われ、物の発明であっても特許請求の
範囲における製造方法の記載はそれに準拠される、被
告の弾性体は「Ｏﾘﾝｸﾞ状」の均等物とはいえないと判
示した。 

判例時報 
No.1784 
平 14.7.21

特許製品の国内消
尽が認められる範
囲であるとされた
事例 

損害賠償請求控訴事件
東京高裁平 13(ネ)959 号、
平 13/11/29、控訴棄却、
確定 

購入した医薬品の有効成分を抽出して同一薬効の医
薬品を製造した場合、生産する権利にはもともと消尽
はありえないが、薬効成分に生成も変更もしない場合
には消尽となると判示した。 
 

判例時報 
No.1779 
平 14.6.1 

対象製品が先願明
細書の記載と同一
の場合における均
等論第４条件の適
用が容認された事
例 

実用新案権侵害差止及
び損害賠償請求控訴事
件東京高裁平 13(ネ)2630

号、平 13/11/2８、一部取

消、請求棄却､付帯控訴棄

却、確定 

三脚脚立の先願明細書の記載内容と実質的に同一の
場合は実案登録の要件を失っている。その場合均等論
第４要件(ﾎﾞｰﾙｽｸﾘｭｳ事件最高裁判決、出願時の推考容
易性)によるイ号物件が本件実案の技術的範囲に属す
るとするのは相当でない。 

判例時報 
No.177８
平 14.5.21

取消判決の拘束力
の及ぶ範囲は第２

審決取消請求事件、東京
高裁平 13(行ケ)26７号、平

段ボールに関する特許発明の第1次審決の取消が確定
し、その後再度特許無効とする第２次審決があった。

判例時報 
No.1777 
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次審決に及ばない
とされた事例 

13/5/24、民 6 部判決、棄

却(確定) 
原告は第1次審決の取消判決に拘束されると主張した
が、第 2次訴訟では特許無効を容認した。 

平 14.5.11

方法特許の工程の
一部が被告以外で
あっても道具理論
により特許権侵害
を容認された事例 

特許権侵害差止請求事
件東京地裁平 12(ﾜ)20503

号、平 13/９/20、民 46 部

判決、一部請求棄却､控訴 

本件特許は 6つの工程からなる時計文字盤等の『電着
画像の成形方法』である。被告は一工程を省略した文
字盤を、業者を道具として作らせて全工程を完成させ
た。この行為(国内に限る)は自己の実施と同一視でき
ると判決 

判例時報 
No.1764 
平 14.1.1 

遺伝子組換え技術
に関する発明の明
細書に実施可能な
記載がないとされ
た事例 

審決取消請求事件、東京
高裁平 10(行ケ)28 号、平

13/5/17、民 6 部判決、棄

却(確定) 

同技術に関する方法発明について、拒絶査定不服審判
も明細書に当業者が実施可能な記載が無いとして特
許法 36 条 3 項により拒絶査定が維持され、東京高裁
も審決を容認。 

判例時報 
No.1775 
平 14.4.21

損害計算のための
鑑定の採用､ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ会社の連帯賠償
責任、利益に定義
が示された事例 

特許権侵害差止請求事
件東京地裁平 9(ﾜ)5741 号、
平 13/２/8、民 46部判決、

一部容認、一部棄却､(控訴

＜控訴棄却＞) 

ﾓﾃﾞﾙｶﾞﾝに関する特許権侵害事件について、技術的範
囲に属するとした上で、法 105条 2による専門家の鑑
定により被告の利益額を認定し、製造、販売の姉妹会
社の連帯責任を容認し、利益を直接製造利益と認定し
た。 

判例時報 
No.1773 
平 14.4.1 

原告所有の特許発
明｢形状選択転化
法｣が明確に無効
事由があり、原告
の請求が権利の乱
用とされた事例 

特許権侵害差止請求事
件東京地裁昭 60(ﾜ)4297

号、平13.3.29民46部判決、

棄却(確定) 

本件特許発明は石油の脱ロウ方法であり、被告方法は
その技術的範囲に属するか(論点１)か、公知文献の存
在により無効理由があるか(論点２)について争われ
た。判決は論点１に踏み込むことなく本件特許発明に
は無効理由(特許法２９条１項３号に違反して特許さ
れた)があるとして原告の請求を棄却した。ｷﾙﾋﾞｰ事件
最高裁判示(判例時報 1710)を踏襲 

判例時報 
No.1765 
平 14.1.11

配電盤装置に関す
る特許発明と被告
装置が均等であり
技術的範囲に属す
るとされ損害賠償
が容認された事例 

特許権侵害差止等請求
事 件 、 東 京 地 裁 平

12(ﾜ)3157 号、平 13.5.2２

民 46部判決、一部容認、一

部棄却(確定) 

均等論に関する最高裁判決｢ﾎﾞｰﾙｽﾌﾟﾗｲﾝ事件｣の判示
が適用され、本件特許発明と被告製品の相違点である
整線切欠き貫通穴とｱｰｽ線接続圧着端子は本質部分で
なく、置換しても同一効果であり、置換が当業者に容
易で、出願時に容易に推考できなく、出願手続中の特
段事情もないとし、均等と判示した。なお賠償額は被
告の利益額を認定した。 

判例時報 
No.1761 
平 13.12.1

行政不服審査法第
45 条の処分を知っ
た日には PC の接
続不良も考慮する
とされた事例 

行不法による異議申立
却下決定取消請求事件、
東京高裁平 13(行ｳ)87、88
号、平 13/12/10、民 29 部

判決、却下(控訴) 

予納金積立不測を理由とする登録料却下の決定にお
ける行不法 45 条の｢処分があったことを知った日｣と
は PCのﾊﾞｰｼﾞｮﾝ不整合の理由も抗弁できる。ただし一
旦消滅した登録を回復する手段がないので申立を却
下 

判例時報 
No.1777 
平 14.5.11

原告の窒化ｶﾞﾘｳﾑ
系化合物半導体発
光素子の特許発明
の技術的範囲がﾀﾞ
ﾌﾞﾙﾍﾃﾛ構造に限る
とされた事例 

特許権侵害差止等請求
事 件 、 東 京 地 裁 平

11(ﾜ)28963 号、平 13.5.15

民 46 部判決、棄却(控訴) 

青色 LED に関する特許権保有者日亜科学が社住友商
事の輸入行為に対する特許権侵害訴訟を提起した事
件である。判決は本件特許発明の要旨を○1 ｎ型Gａ系
化合物層を有すること○2 前記層とp型Gａ系化合物層
の間に設けﾀﾞﾌﾞﾙﾍﾃﾛ構造にあると認定し、原告の請求
を棄却した。 
 

判例時報 
No.1760 
平
13.11.21 



細川 学著             Strategy Management Consulting, Inc. All Rights Reserved 
 

 14

特許無効審判と同
審判請求を受けて
請求した訂正審判
が特許庁で容認さ
れたが、審決取消
訴訟において公知
例により審決が取
消された事例 

審決取消請求事件、東京
高裁平 11(行ケ)246 号、平
13.5.23、民 13 部判決、容

認(確定) 

「ｺｰﾃﾝｸﾞ装置」と称する特許発明の特許権者である被
告が原告の特許無効審判の請求を受けて訂正審判を
請求した。特許庁はその訂正を認容し、特許無効審判
は不成立の審決を行った。本判決はﾜｰｸ形状に関す訂
正審判の訂正は認容したが、本件発明は公知例(引用例
1,3)から当業者が容易に推考できたとして、審決を取
消した。 

判例時報 
No.1756 
平
13.10.11 

本件特許発明が公
知例により無効事
由があるとして権
利の乱用を認容
し、かつ当該権利
者の禁反言が追及
された事例 

特許権侵害差止請求権
不存在確認請求事件、東
京地裁平 1２(ﾜ)8204 号、平

13.3.30 民 29 部判決、認容

(確定) 

本件訴訟の被告が特許発明「連続壁体の造成方法」の
権利者であり、原告は特許無効の審判を請求した。同
審判事件中に被告はｸﾚｰﾑの構成要件を限定する答弁
を行い無効審判不成立の審決があった。そこで原告は
本件差止請求権不存在の訴訟を提起した。本件判決
は、○1 本件特許発明は公知例により無効事由がある○2

無効審判中に提出した答弁書の取消は効力がない○3

禁反言の法理が適用されると判示した。 

判例時報 
No.1753 
平 13.9.11

換気口用ﾌｨﾙﾀに関
する意匠につい
て、意匠非類似、
不競法 2 条 1 項 3
号の形態模倣も否
定された事例 

損害賠償請求事件、東京
地裁平 14(ﾜ)26828 号、
平 15.10.31 民 47 部判
決、棄却(控訴) 
注：意匠の類否には混同
説と創作説がある。 

換気口用ﾌｨﾙﾀの形態が登録意匠に類似するか、被告商
品の販売行為が不競法2条1項3号の形態模倣の該当
するか等が争われた事件において、判決は、需要者が
被告商品を登録意匠権者の商品と混同することがな
いとして非類似と認定し、不競法 2条 1項 3号の形態
模倣に該当しないと判示した。 

判例時報 
No.1849 
平 16.5.1 

ﾗｯｸ用ｶﾊﾞｰの意匠
について当然求め
られる機能上必要
な形状を本件登録
意匠と認めず、類
似性が否定された
事例 

意匠権物製造・販売差止
等請求事件、東京地裁昭
11(ﾜ)13242 号、平 13.8.30

民 46 部判決、棄却(確定) 

略 L 字型と略 T字型のﾗｯｸｶﾊﾞｰに関する 2件の登録意
匠権を有する原告が製造販売等の禁止を求めた裁判
である。本件判決は要部観察手法を採用し、本件登録
意匠における略 L又は T字形状、屋根型形状等を当然
求められる機能必然的なものとして要部と認めず、山
形屋根部の稜線形状を要部と認定し、稜線形状の異な
るイ号意匠を非類似とし、請求棄却 

判例時報 
No.176２
平
13.12.11 

 
最近特に注目した判例 
ﾊﾟﾁｽﾛ機特許紛
争事件の損害賠
償事件の判決
で、○1○2事件の
被告 2 社に合計
84 億円の支払
命令をした事例 

○1特許権に基づく損
害賠償請求事件、東
京 地 裁 平
11(ﾜ )23945 号、平
14.3.19、民 46 部判
決、一部容認、一部
棄却、(控訴) 
○2 東 京 地 裁 平
11( ﾜ )13360 号 平
14.3.19、民 46 部判
決、一部容認、一部
棄却、(控訴) 

ﾊﾟﾁｽﾛ機業界ではﾊﾟﾃﾝﾄﾌﾟｰﾙ会社を作り、参加
会社の特許を一定の実施料で相互に許諾する
契約を結んでいたが、参加会社間の個別契約
に変わった。原告は、○1○2事件の被告 2 社に
個別契約の締結を要求したが、被告が拒否し、
本事件となった。判決は○1被告に 74 億円(過
去最高額)、○2被告に 9.9 億円の損害賠償を命
じた。原告の実施の能力及び利益についても
原告有利な判決となった。 

判例時報
No.1803
平 15.2.1
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第15.1 講 判例研究：プロダクツ＆プロセスクレームの解釈 
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1155..22 講講  商商標標にに関関すするる最最近近のの主主なな判判例例））  
＜判例時報№1798～1908 号に掲載分＞ 

判決の要点 事件番号 判決の概要 出典 
登録商標「国際事
由学園」に対し、
(学)自由学園が
登録無効を訴え
た事件において、
原判決を破棄し、
知財高裁に差し
戻された事例 

審決取消請求事件、
最高裁平 16(行ﾋ)343
号、平 17.7.22、二小
法廷判決、破棄差戻
し、 
一 審 東 京 高 裁 平
16(行ｹ)168 号、平
16.8.31 判決 

原告(学)自由学園は、登録商標「国際事由学
園」は原告の著名な略称である「自由学園」
を含むとし、商法 4条 1 項 8 号により登録
取消を請求し、取消審判、審決取消訴訟を
提起したが、請求を棄却された。本件はそ
の最高裁判決であり、「著名な略称」は教育
関係者を初めてする知識人の間でよく知ら
れていれば足りるとし、前審を破棄し、知
財高裁に差し戻した。 

判例時報 
No．1908 
平17.12.21

周知著名な「ﾊﾞﾚ
ﾝﾁﾉ」を含む登録
商標に対する登
録無効審判事件
に於いて、除斥期
間ないに商標法
4条 1項 15号違
反との記載で足
りるとされた事
例 

審決取消請求事件、
最高裁平 15(行ﾋ)353
号、平 17.7.11、二小
法廷判決、上告棄却
一 審 東 京 高 裁 平
14(行ｹ)370 号、平
15.9.29 判決 

伊の著名なハッｼｮンﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾒｰであるｶ略称
「ﾊﾞﾚﾝﾁﾉ」社がわが国の松下ｽﾍﾟｰｽﾌﾟﾛｼﾞｭｰｽ
社が取得した「ﾊﾞﾚﾝﾁﾉ」を含む登録商標の
登録無効審判を請求した。その請求書は除
斥期間ぎりぎりに「商標法 4条 1項 15 号違
反」とあるのみで事由を記載してなかった
ので、審判長は補正を命じ、「ﾊﾞﾚﾝﾁﾉ」社は
周知著名の理由と証拠を期間内に提出し、
同審判長は条文表記で足りるとし、登録無
効の審決をした。その審決取消訴訟におい
て、特許庁の審決が支持され、その上告審
である本件最高裁判決においても前審判決
が支持された。 

判例時報 
No．1907 
平17.12.11

商標登録出願「ｅ
Access」を分割
出願した場合に
於ける元出願の
出願日は指定商
品を補正した日
とされた事例 

審決取消請求事件、
最高裁平 16(行ﾋ)4
号、平 17.7.14、一小
法廷判決、上棄却自
判 
一 審 東 京 高 裁 平
15( 行 ｹ )83 号、平
15.10.7 判決 

ｲｰ･ｱｸｾｽ社は商標「ｅAccess」を商標登録出
願したが、拒絶審決取消審判中に指定商品
を分割する分割出願を行い、元出願の指定
商品を補正した。特許庁審判は元出願の出
願日は補正日に繰り下がる、と審決し、そ
の審決取消訴訟において東京高裁は元出願
日に遡及すると判示した。その上告審であ
る最高裁は特許庁審決を支持し、東京高裁
の判決を破棄差し戻した。 

判例時報 
No．1907 
平17.12.11

ｽﾀﾋﾞﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ他
の普通名詞を連
結した登録商標
は、ｽﾀﾋﾞﾗｲｾﾞｰｼｮ
ﾝなる用語を用い
た研究所等の名
称に及ばないと
された事例 

商標権侵害差止等請
求事件、東京地裁平
16( ﾜ )25661 、 平
17.3.30 民 29 部判
決、棄却、(控訴) 

原告はｽﾀﾋﾞﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ／ﾌｨｼﾞｶﾙ・ｺﾝﾄﾛｰﾙ・ﾃｸﾆ
ｯｸ／(PC)なる登録商標を所有し、被告はｽﾀ
ﾋﾞﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ・ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ研究会等の用語を使用
している。判決は、ｽﾀﾋﾞﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ／ﾌｨｼﾞｶﾙ・
ｺﾝﾄﾛｰﾙ・ﾃｸﾆｯｸ／(PC)のいずれのフェーズも
普通名詞であるとし、「ｽﾀﾋﾞﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ」なる
用語も用いた研究所等の用法 Yｖｃは商標
権侵害でない、と判示した。 

判例時報 
No．1905 
平17.11.21
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英国 DUNNLOP
社の世界各地の
現地関連企業に
譲渡した同商標
権の並行輸入を
認めなかった事
例 

商標権侵害差止等請
求事件、大阪地裁平
15( ﾜ )11200 、 平
16.11.30 民 21 部判
決、容認、確定 

英国 DUNNLOP 社は人的資本関係の終了
に際し、日本の DUNNLOP 商標を日本ﾀﾞﾝ
ﾛｯﾌﾟに譲渡した。その後ﾏﾚｰｼｱの関連企業も
DUNNLOP 商標の譲渡を受けた。ﾏﾚｰｼｬ社
製のゴルフ用品のわが国への輸入が並行輸
入に該当するか否かの裁判において、判決
は、真正並行輸入とは認めず、日本ﾀﾞﾝﾛｯﾌﾟ
社の DUNNLOP商標の侵害となる、判示し
た。 

判例時報 
No．1902 
平17.10.21

商標法4条1項8
号の「氏名」とは
フルネームを意
味し、「著名な」
とは指定商品に
ついて著名であ
る、として審決取
消請求が棄却さ
れた事例 

審決取消請求事件、
東京高裁平 16(行
ｹ)56 号、平 16.8.9、
知財 2部判決、棄却、
(確定) 

登録商標 CECIL McBEE(指定商品 25類)に
ついて、ｼﾞｬｽﾞﾐｰｼﾞｼｬﾝの CECIL LE ROY Mc 
BEE が商標法 4条 1項 8号の「氏名」又は
著名な雅号に該当するとし、取消審判を請
求したが不成立となり、審決取消訴訟を提
起した。判決は、「氏名」とは。LE ROYを
含むフルネームであるとし、ジャズ分野で
ある程度知られていたとしても指定商品に
ついて著名性を認めず、請求を棄却した。 

判例時報 
No．1875 
平 17.1.21 

造 語 商 標
「SUMCO」が引
用商標及び指定
商品が類似する
とした審決が、指
定商品の取引に
誤認混同のおそ
れはないとし、審
決が取消された
事例 

審決取消請求事件、
東京高裁平 15(行
ｹ )456 号 、 平
16.7.26、知財 2部判
決、容認、(確定) 

特許庁は造語商標「SUMCO」の商標登録出
願に対し、商標「THERMCO」、指定商品「電
子応用機械器具」を引用し、請求不成立の
審判をした。その審決取消訴訟に於いて、
判決は、両商標は呼称類似であるが、本件
商標登録出願の指定商品である「半導体ウ
エハ」は専門性の強い業種であり、ﾃﾞﾊﾞｲｽ
メーカとの間に誤認・混同のおそれはない
とし、請求を容認した。 

判例時報 
No．1874 
平 17.1.11 

Brother のﾌｧｸｼﾐ
ﾘに用いるコンパ
チのｲﾝｸﾘﾎﾞﾝに
for Brother と
表示しても登録
商標 Brother を
侵害しないとさ
れた事例 

商標権侵害差止等請
求事件、東京地裁平
15(ﾜ )29488 号、平
16.6.23 民 29 部判
決、棄却、(控訴) 

Brother のﾌｧｸｼﾐﾘに用いるｲﾝｸﾘﾎﾞﾝは非純正
のコンパチ商品が出回っている。商標権者
Brother がコンパチ製品を排除する目的で
本訴が提起された。判決は、コンパチ製品
の for Brother の表記は被告のコンパチ商
品が Brother 社のﾌｧｸｼﾐﾘに使用するもので
あることを需要者に知らせる機能であり、
商標権の侵害には当たらないと判示した。 

判例時報 
No．1872 
平16.12.21

北村を社名に含
む工作機械製造
業者間における
商 標
「KITAMURA」
について、社名に
一部に使用する

損害賠償等請求事
件 、 東 京 地 裁 平
15(ﾜ )10016 号、平
16.5.28 民４7 部判
決、棄却、(控訴) 

原告ｷﾀﾑﾗ機械㈱は商標「KITAMURA」の所
有者、同業者の㈱北村製作所被告、被告は
原告の商標「KITAMURA」ことを約束する
契約をした。被告がKITAMURA MACHINE 
WORKS,LTD. 他 図 形 と 組 み 合 せ て
「KITAMURA」を使用することが商標権侵
害になるか、不正競争防止法 2条 1 項 1 号

判例時報 
No．1868 
平16.11.11
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行為は商標権の
侵害ではないと
された事例 

に該当するかが争われた。判決は、組み合
わせた標章は非類似、不正競争の目的でな
い自己の名称の使用は不正競争行為ではな
いと判示した。 

世界に 1200 万
件の会員のある
空手「極真会館」
の商標は、創設者
の死亡後に正統
派と称する会派
による同商標の
独占使用権を行
使することがで
きないとし、不存
在確認請求を容
認した事例 

商標権に基づく差止
請求権不存在確認等
請求事件、 
大 阪 地 裁 平
14( ﾜ )1018 号、平
15.9.30 民 21 部判
決、一部容認、一部
棄却、(控訴) 

空手「極真会館」の創設者の死亡後同会が
分裂した。正統派と称する会派が「極真会
館」の商標を取得し、他の分裂会の同商標
の使用を禁止した。分裂会はＹが差止請求
権不存在の訴訟を提起した。判決は、「極真
会館」の創設者時代に所属し、同「極真会
館」商標を使用していた者の共有のマーク
であり、一部の分裂会派の独占使用権を否
認した。 

判例時報 
No．1860 
平 16.8.21 

「puma」の商標
を付したバック
等を韓国からわ
が国に輸入販売
した行為にとう
て、並行輸入の主
張が否認された
事例 

損害賠償等請求事
件 、 東 京 地 裁 平
14(ﾜ )28242 号、平
15.12.18 民４6 部判
決、一部容認、一部
棄却、(控訴) 

並行輸入商品が商標権侵害とならない条件
として、ﾌﾚｯﾄﾞﾍﾟﾘｰ事件最高裁判決は、○1外
国において適法に付された、○2同一出所を
表示している、○3品質に差異がない、こと
を判示している。本件判決は、「puma」の
商標を付した比国バック等は韓国の真正業
者適法に付したものでないから並行輸入と
を認められず、よって損害賠償と謝罪を命
じた。 

判例時報 
No．1852 
平 16.6.1 

「管理食養士」が
国家資格である
「管理栄養士」と
誤信するとし、公
序良俗に反する
とする理由によ
り登録を否認さ
れた事例 

審決取消請求事件、
東京高裁平 15(行
ｹ )248 号 、 平
15.10.29、民 3 部判
決、棄却、(確定) 

商標の類否は一般に外観、称呼、観念であ
るが、本件は商標法 4条 1 項 7 号の公序、
良俗に反するか否かが争われた。判決は、
栄養士法 6 条 2 項により「管理栄養士」が
国家資格として定められよく知られてい
る。「管理食養士」は国家資格と誤信される
おそれがあり、公序、良俗に反するとして 
審決取消の請求を否認した。 

判例時報 
No．1845 
平 16.3.21 

商標権の独占的
通常使用権者は
他に同様な独占
的通常使用権者
だ存在する場合
は第三者に対す
る差止請求権と
うは存在しない
とされた事例 

商標専用使用権侵害
差止等請求事件、東
京 地 裁 平
14(ﾜ )10522 号、平
15.6.27 民４6 部判
決、一部容認、一部
棄却、(確定) 

信州蜂蜜本舗は「花粉」指定商品菓子、パ
ンの商標権者、カヤバ食品は同商標の独占
的通常使用権者である。サクマ製菓は花粉
のど飴を発売した。本件はカヤバがサクマ
に対し独占的通常使用権に基づき差止等の
請求した事件であり、判決は両商標が類似
であると認めた上で独占的通常実施権はカ
ヤバ以外にも許諾されているので専用実施
権としての排他的独占権を否認した。 

判例時報 
No．1840 
平 15.2.1 

指定商品地下た 審決取消請求事件、 「力王」について指定商品地下たびの商標 判例時報 
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びの「力王」が周
知であっても指
定商品が「建築材
料」の商標権無効
審判が否認され
た事例 

東京高裁平 13(行
ｹ )387 号 、 平
14.6.26、民 13 部判
決、棄却、(確定) 

権者が同一商標で指定商品を建設材料とす
る登録商標について登録無効の審判を請求
し、不成立の審決を受けた。地下たびの商
標権者が審決取消訴訟を提起した。判決は、
両商標とも指定商品について周知であり、
商標法4条1項15号所定の混同のおそれは
ないと判示した。同種最高載判例を踏襲 

No．1829 
平15.10.11

ささやかな陶芸
活動をしている
商標権者が提起
した侵害差止等
の請求と混同防
止表示の請求が
否認された事例 

商標権侵害差止等請
求控訴事件、東京高
裁平 13(ﾈ)5322 号、
平 14.4.25 民 6 部判
決、控訴棄却、新請
求棄却(確定)、一審横
浜地裁平 12(ﾜ)4055
号、平 13.9.26 判決

原告商標権者はささやかの陶芸家、被告は
古い暖簾で周知の「真葛焼」という商標を
使用している陶芸家である。判決は、被告
の先使用による通常使用権を認めると共
に、原告が請求した商法 33条 2項の差別表
示も否認した。商標権の無効審判の提起に
は 5 年の除斥期間が存在するが、著名の先
使用者に差別表示は不合理であると判示し
た。 

判例時報 
No．1829 
平15.10.11

化粧品類の総代
理店の所有する
登録商標につい
て、元代理店で
OEM業者からの
異議申立を容認
して「化粧品」を
取消した特許庁
の決定が東京高
裁で取消された
事例 

商標登録取消決定取
消請求事件、東京高
裁平 13(行ｹ)453 号、
平 14.12.25、民 13
部判決、容認(確定) 

原告は商標「麗姿」指定商品「化粧品他」
の所有者で、全国に代理点 700 社以上を有
する総代理店業者である。商品「化粧品」
の元の OEM 業者兼代理店であった会社が
商標「麗姿」を付した化粧品の販売を継続
し、指定商品「化粧品」について異議申立
を行い、特許庁は「化粧品」を取消した。
審決取消し訴訟において判決は、需要者の
商品出所の認識は商標権者である総代理店
であり、OEM業者が使用すると誤認混同が
生じると判示。 

判例時報 
No．1817 
平 15.6.21 

ﾊﾟﾁｽﾛ機の製造者
で商標権所有者
が同社の中古機
に同商標を付し
て販売した改良
中古機に対する
商標権侵害を否
認した事例 

商標権に基づく損害
賠償事件、東京地裁
平 12(ﾜ)26233 号、平
14.2.14 民４6 部判
決、一部容認、一部
棄却、(確定) 

ﾊﾟﾁｽﾛ機の製造者で登録商標「アステカ」の
所有者が、中古機業者に引き取られて再生
された修復機に「アステカ」を付したまま
販売した行為について、判決は、再生され
た中古機には商標権の消尽はないとする
も、商標権者の社員による中古機の引き取
り斡旋、新台の納入の利益からみて、商標
権に基づく損害賠償の請求は権利の乱用と
判示。 

判例時報 
No．1817 
平 15.6.21 

Salvador ･ Dali
の商標権者が提
起 し た 商 標
DARI の登録無
効審判の審決取
消し訴訟におい
て、商標法 4条 1

審決取消請求事件 
東京高裁平 13(行
ｹ )443 号 、 平
14.7.31、民 13 部判
決、容認、(上告受理
申立) 

商標 DARI の権利者はメナード等の化粧品
企業群の知的財産管理者である。商標
Salvador･Dali はスペインの著名な画家の
名前を商標権とする管理会社である。特許
庁は両者を非類似として商標登録無効審判
を退けた。判決は、同画家は「Dali＝ダリ」
と略称される。他人が「DARI＝ダリ」を使

判例時報 
No．1802 
平 15.1.21 



細川 学著             Strategy Management Consulting, Inc. All Rights Reserved 
 

 27

項 7 号を適用し
審決を取消した
事例 

用することは同画家の名誉・名声を傷つけ、
公平な取引、国際信義にもとるとして商標
法 4 条 1 項 7 号(公序良俗)を適用し、審決
を取消した。 

犬の図柄のﾜﾝﾎﾟｲ
ﾝﾄﾏｰｸに関する商
標権侵害事件に
おいて、図柄の特
徴的な外観を重
視し、侵害を認定
した事例 

損害賠償等等請求事
件、 
東 京 地 裁 平
13(ﾜ )13758 号、平
14.7.31 民 29 部判
決、一部容認、一部
棄却(控訴) 

犬の図柄と文字の組合せからなる衣料品の
ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄﾏｰｸにといて、判決は、需要者の識
別は文字ではなく図柄に重点があるとし、
原告と被告の犬の図柄の外観が類似(称呼・
観念も類似)していると判示し、被告に実施
料相当額の賠償を命じた。ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄﾏｰｸ
は・・・ﾏｰｸという観念を重視した判決。 

判例時報 
No．1812 
平 15.5.1 

著 名 商 標
MOSRITE の無
効審判において、
審判官が請求人
の意見陳述の機
会を付与しない
職権審決を是認
した事例 

最高裁平 13(行ﾋ)7
号、平 14.9.17、三小
法廷判決、棄審決取
消請求事件 
却差戻、一審東京高
裁平 11(行ｹ)366 号、
平 12.10.12、判決 

ｴﾚｷｷﾞﾀｰの○MMOSRITE of Californiaは周知
商標である。登録商標○MMOSRITE の所有
者が自社製のｴﾚｷｷﾞﾀｰに「of California」を
付して販売したので真正品輸入業者が商標
登録無効の審判を請求したが請求理由に商
品の「誤認混同」はなかった。審判官は権
利者の意見陳述の機会を与えずに「誤認混
同」を理由に審決し、東京高裁はその審決
を取り消した。最高載は請求の理由に「誤
認混同」類推できるとして東京高裁に差し
戻した。 

判例時報 
No．1801 
平 15.1.11 

キュウピー㈱の
登録商標が他人
の著名な著作権
を冒用した公序
良俗違反の商標
ではないとされ
た事例 

審決取消請求事件 
東京高裁平 12(行
ｹ )386 号 、 平
13.5.30、民 13 部判
決、棄却(上告) 

1913 年にキュウピー人形の著作物を発行
したﾛｰｽﾞ･ｵﾆｰﾙ遺産団体よりわが国におけ
る著作権を許諾された者が起こした一連の
訴訟事件の一つであり、キュウピー㈱のキ
ュウピーの文字と人形を組み合わせた登録
商標は法 4条 1項 7号(公序･良俗違反)及び
不正競争行為に該当しないとして請求を棄
却した。 

判例時報 
No．1797 
平 14.12.1 

キシリデンタル
とキシリデント
は称呼において
類似し、外観及び
観念は特段の印
象付けはないと
された事例 

審決取消請求事件 
東京高裁平 13(行
ｹ )277 号 、 平
14.1.30、民 13 部判
決、容認(確定) 

虫歯予防甘味料キシミトールと歯を意味す
るdental を結合した造語で歯磨きみついて
当業者に周知著名であった登録商標「キシ
リデンタル」により、後願の「キシリデン
ト」は称呼で類似し、観念の非類似性は特
段でないとし、特許庁の審決を支持した。 

判例時報 
No．1796 
平14.11.21

東京高裁の不使
用取消判決が最
高裁で支持され
た事件における
再度の使用事実
の証明が上級審

審決取消請求事件 
東京高裁平 12(行
ｹ )413 号 、 平
14.6.19、民 13 部判
決、棄却(上告) 
 

商標「壁の穴」の審決取消審決は請求不成
立、東京高裁は審決取消判決、最高裁は高
裁支持による戻し審決において、特許庁は
あらたに提出された使用事実の証明を不採
用として商標権の登録取消した。その控訴
審において東京高裁は前判決の拘束力に従

判例時報 
No．1794 
平 14.11.1 
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の拘束力に該当
し不成立とされ
た事例 

うとして請求を棄却した。 

商標権の共有者
の一人が当該商
標登録の無効審
決について単独
で取消訴訟を提
起できるとされ
た事例 

審決取消請求事件 
最高裁平 13(行ﾋ) 
平 14.2.22 
二小法廷判決 
破棄差戻し 

商標権の共有者は商標登録無効の審決に対
し、単独で無効審決の取消ができる旨の判
断し、原判決を破棄、原審に差し戻した。
査定不服の事案と異なり、商標権の保存行
為と判示 

判例時報 
No．1779 
平 14.6.1 

本願商標と引用
例とは称呼が類
似しても外観、観
念等全体的に考
察すると類似と
はいえないとさ
れた事例 

審決取消請求事件 
東京高裁平 13(行ｹ)
平 14.2.22、13 部 
容認 

本願商標｢痛快↙｣と「Tsu」と「kai」を斜
め上がりに二段併記した引用商標とは、引
用商標に種々のよみ方があり、かつ図案化
されているので非類似と判示 

判例時報 
No．1780 
平 14.6.11 

ﾙｰﾋﾞｯｸ･ｷｭｰﾌﾞの
商品形態に関し
不競法２条１項
１号及び２号の
不正競争行為の
成立が否定され
た事例 

商標権侵害差止等請
求控訴事件 
東 京 高 裁 平
12(ﾈ)6042 号 
平 13.12.19 民 13 部
判決 

本判決は、不正競争防止法における周知著
名商品等表示の持つ出所表示機能を保護す
る当該条文について商品の機能的形態を除
外する有力説を踏襲し、かつ機能の要部に
おいて類似とはいえないと判示。 

判例時報 
No．1781 
平 14.6.21 

商標登録に明ら
かな無効事由が
ある商標権に基
づく差止等の請
求は権利の乱用
に当たるとされ
た事例 

商標権侵害差止等請
求事件 
東 京 地 裁 平
10(ﾜ )11740 号、平
13.12.19民４７部判
決 

商標法 4 条によると、商標登録出願時及び
登録時の双方に周知著名な標章と類似する
場合に限り不登録事由がある。本件はギタ
ーにおいて周知著名な会社名 Mosrite を不
正競争の目的で商標登録を受けたものと判
示。 

判例時報 
No．1781 
平 14.6.21 

ｻｯｶｰｹﾞｰﾑソフト
に関する登録商
標の無効審決が
維持された事例 

審決取消請求事件 
東京高裁平 12(行
ｹ)461 号、平 13.5.29
民６部判決、棄却(確
定) 

ﾃｸﾓﾜｰﾙﾄﾞｻｯｶｰと TECMO World soccer を
併記した登録商標と引用例ﾜｰﾙﾄﾞｻｯｶｰは類
似指定商品、その呼称、観念が類似として
無効審決した。高裁ではﾃｸﾓの識別性の有無
が争われたが、ｹﾞｰﾑｿﾌﾄに注目し審決を維持
した。 

判例時報 
No．1776 
平 14.5.1 

商標法３８条１
項、２項(損害額
の推定)の適用が
否定された事例 

商標権侵害損害賠償
請求事件 
東 京 地 裁 平
10( ﾜ )15912 号 ､平
13.10.31 民 29 部判
決(控訴) 

カナダ製ﾒｰﾌﾟﾙｼﾛｯﾌﾟ輸入商社が輸入元の楓
の葉を図案化した標章をｶﾅﾃﾞｱﾝﾒｰﾌﾟﾙｼﾛｯﾌﾟ
と併記した商標権を取得した。その後輸入
代理権を解消されたため輸入量の減少を損
害額とする訴えをしたが否定判決となっ
た。 

判例時報 
No．1776 
平 14.5.1 
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商標法３条１項
３号のあり商品
表示であるが同
条２項の周知著
名性に該当し、審
決取消の事例 

審決取消請求事件 
東京高裁平 13(行
ｹ)461 号、平 13.5.29
民６部判決(確定) 

標章「角瓶」指定商品「角瓶入りのｳｲｽｷｰ」
の商標登録出願の拒絶審決に対し、ﾊｳｽﾏｰｸ
｢ｻﾝﾄﾘｰ｣との一体不可分の関係ではなく、
「角瓶」について周知著名性を容認し、審
決を取り消す旨の判決を示した。なお宝焼
酎の『純』は単独での商標登録が否定され
た。 

判例時報 
No．1782 
平 14.7.1 

乳酸菌飲料を指
定商品とするﾔｸﾙ
ﾄの容器形状の立
体商標登録が否
認された事例 

審決取消請求事件 
東京高裁平 12(行
ｹ)474 号、平 13.7.17
民18部判決、棄却(上
告) 

ﾔｸﾙﾄの容器形状について特許庁審決は、商
品の機能又は美観とは関係のない特異形状
ではなく、単なる容器と認識されるものは
使用による顕著性のあるものを除き、自他
商品の識別力がないとし、東京高裁も物の
形状そのものの域をでない立体商標の登録
を否定し、当該審決を支持した。 

判例時報 
No．1769 
平 14.2.21 

｢住宅公園｣なる
役務商標が商標
法３条１項６号
(需要者に識別で
きない商標)に該
当するとし、取消
審決が支持され
た事例 

審決取消請求事件 
東京高裁平 12(行
ｹ )349 号 、 平
13.10.11 民 18 部判
決、容認(確定) 

第 35 類を指定商品とする登録商標につい
て「商品には土地・建物は含まない」とし
た上で、「住宅公園」は住宅展示場を表す名
称として使用され、役務は住宅展示場の企
画、運営等であると認定し、左記条文によ
り登録を取り消した。本訴においては指定
役務について需要者間で広く認識されてい
る表示と同一又は類似であると判示し、審
決を支持。 

判例時報 
No．1769 
平 14.2.21 

類似指定商品に
ついて登録商標
中「ういろう」の
文字部分は普通
名詞であるとし
て審決が支持さ
れた事例 

審決取消請求事件 
東京高裁平 12(行
ｹ)321 号、平 13.3.21
民13部判決、棄却(上
告＜上告棄却・不受
理決定＞) 

指定商品を｢ういろう｣とする登録商標｢青
柳ういろう｣が指定商品を「菓子の類」とす
る図形と組合わせた「ういらう」に類似す
る商標登録無効審判に対し、審決は「うい
ろう」普通名詞であり特定の称呼・観念は
生じないとして非類似とした。東京高裁も
外郎家の由来に関わらず普通名称と認定、
審決を支持。 

判例時報 
No．1767 
平 14.2.1 

指定商品｢活字
等 ｣ 商 標
｢ HELVETICA ｣
は活字の書体を
あらわす語とし、
商標法所定の品
質表示、品質誤認
表示とされた事
例 

審決取消請求事件 
東京高裁平 12(行
ｹ)427 号、平 13.7.18
民13部判決、棄却(上
告＜取下げ＞) 

ﾍﾞﾙﾍﾞﾁｶ書体を開発した独会社が商標登録
出願した事件、拒絶査定不服審判において
商標｢HELVETICA｣は活字に使用した場合
には商標法 3 条 1 項 1 号所定の品質を表す
語に該当し、活字以外に使用した場合には
同法4条1項16号所定の品質の誤認混同を
生じると審決し、東京高裁も前審を支持し、
商標法の保護は識別標識の保護であり、書
体そのものではないと判示した。 

判例時報 
No．1766 
平 14.1.21 

POLO を含む商
標登録出願につ
いて商標法 4 条

審決取消請求事件 
最高裁平 12(行ﾋ)172
号 

洋服等を指定商品とする｢PALM SPRINGS 
POLO CLUB｣がﾗﾙﾌ･ﾛｰﾚﾝのﾃﾞｻﾞｲﾝの著名な
引用商標「POLO」が付された商品と誤認、

判例時報 
No．1762 
平13.12.11
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1 項 15 号所定の
誤認混同のおそ
れのある商標と
して前審が破棄
された事例 

平 13.7.6、二小法廷
判決、破棄自判 
1審東京高裁平11(行
ケ )253 号 、 平
12.1.27 判決 

混同のおそれがあるとして登録を拒絶した
特許庁審決を不服とする審決取消訴訟にお
いて、東京高裁は審決を破棄した。その抗
告において最高裁は東京高裁判決を破棄・
自判(特許庁審決を容認)した。 

馬 と Polo 
SPORTS の商標
登録出願に係る
登録異議申立に
対する特許庁の
取消決定が取消
された事例 

商標登録取消決定取
消請求事件 
東京高裁平 12(行
ｹ)40 号、平 13.12.20
民18部判決、容認(上
告) 

前項に関連する事件であり、ポロ競技馬印
とPolo SPORTSの結合商標の商標登録に
対し著名な「POLO」商標を所有するﾃﾞｻﾞｲ
ﾅｰ ﾗﾙﾌ･ﾛｰﾚﾝ氏の会社が登録異議申立を行
い、特許庁は本件商標登録を取消した。上
告審においては本件商標登録出願の頃(昭和
57，58 年)においては異議申立人の「POLO」
は単独では周知著名とはいえないとして特
許庁の決定を取消した。 

判例時報 
No．1783 
平 13.7.11 

登 録 商 標
｢Carrefour､ｶﾙﾌ
ｰﾙ｣が商標法４条
１項８号所定の
他人の名称に該
当するとされた
事例 

審決取消請求事件 
東京高裁平 12(行
ｹ)257 号、平 13.7.18
民13部判決、棄却(上
告) 

原告所有の登録商標｢Carrefour､ｶﾙﾌｰﾙ｣に
対する左記条文による被告の登録無効審判
が容認されたために原告が取消の訴を提起
した事件である。判決はﾊﾟﾘ条約 2条内外国
平等の原則に従い、ﾌﾗﾝｽ商法 70 条 1項では
商号に S.A を含まないとの名文があるので
原告登録商標は他人の名称、略称に該当と
判示 

判例時報 
No．1761 
平 13.12.1 

登 録 商 標
「integran」につ
いて、指定商品
｢薬剤｣の不使用
取消審決が取消
された事例 

審決取消請求事件 
東京高裁平 12(行
ｹ)447 号、平 13.7.12
民18部判決、容認(確
定) 

指定商品を「化学品、薬剤、医療補助品」
とする登録商標「integran」について、特
許庁は｢薬剤｣に対する不使用取消の審決が
あった。判決は｢吸収性局所ｺﾗｰｹﾞﾝ止血剤｣
が需要者間のおいて｢衛生綿花｣との認識で
はなく｢止血剤｣の認識が強いとして審決を
取消した。旧規則別表中の例示より実態を
重視 

判例時報 
No．1759 
平13.11.11

商標権に基づく
差止請求に対し
平成３年改正商
法附則３条１項
に基づく継続使
用の抗弁が認め
られた事例 

商標権使用差止請求
事件 
東京地裁平 13(ﾜ)429
号､平 14.3.25 民 29
部判決、棄却(控訴) 

原告は黒色防錆導電性薄膜処理等を指定役
務とする商標「ﾚｲﾃﾞﾝﾄ/REYDENT」を所有
し、被告に対し長期にわたり同処理液を供
給すると共に同商標の使用に異議をとなえ
なかった。S59 年から同処理方法に関する
基本契約交渉があったが不調となり、原告
は本件訴訟を提起した。判決は被告の本件
商標の継続使用の実績等を認容し、請求を
棄却した。 

判例時報 
No．1785 
平 14.8.1 
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第15.3 講 著作権に関する最近の主な判例 
 
 
 
 

＜判例時報№1798～1911 号に掲載分＞ 
判決の要点 事件番号 判決の概要 出典 

平成１5 年 NHK
大河ﾄﾞﾗﾏ「武蔵」
第 1 回戦闘ｼｰﾝが
黒沢監督の「7 人
の侍」の著作権(翻
案権)侵害でない
とされた事例 

番組公衆送信差止
等請求控訴事件、
知 財 高 裁 平
17(ﾈ)10023 号、平
17.6.14 第 2 部判
決、控訴棄却(上告)
一審東京地裁平
15(ﾜ)25535 号、平
16.12.24 判決 

第 1 回において武蔵と又八が朱実親子に頼
まれて盗賊を倒すｼｰﾝについて、判決は、「7
人の侍」ははるかに芸術性の高い作品であり
「武蔵」は同作品の翻案にあたらないと判示
した。判決理由において、浪人が農民に頼ま
れ、農民と共に戦う設定は原作吉川英治作品
と共通していることなど、「武蔵」は「7 人
の侍」の設定より原作に近いと認定した。 

判例時報 
No．19１1
平 18.1.21

三坂小学校記念文
集の編集著作物の
著作権は編集物の
創作性のない部分
の利用のまでは及
ばないとされた事
例 

著作権に基づく損
害賠償等請求事
件 ､ 東 京 地 裁 平
16(ﾜ)12242 号､平
17.7.1 民 47 部判
決､棄却(控訴) 

原告は、戦前京城にあった三坂小学校卒業生
の手記や電話取材した内容を記念文集とし
て出版した。被告はその記念文集の一部につ
いて引用先を明記して引用した。その引用が
編集物著作権を侵害するか、名誉毀損がある
かにといて争われた事件において、判決は、
創作性のない部分の引用は編集著作物著作
者の権利が及ばない、原作者等の社会的評価
が低下するとはいえない、と判示した。 

判例時報 
No．1910
平 18.1.11

お菓子のおまけﾌｨ
ｷﾞｭｱは著作権法上
の著作物ではない
が、契約書には著
作権が契約要素に
なっていないと
し、違約金の支払
を命じた事例 

違約金等請求本
訴、不当利得返還
請求反訴事件、大
阪 地 裁 平
15(ﾜ)5016 号、平
16.11.25 民 21 判
決、一部容認、一
部棄却 
二審 
大 阪 高 裁 平
16(ﾈ)3893 号、平
17.7.28 民 8 部判
決、控訴棄却(確定)

本訴原告は契約によりお菓子のおまけﾌｨｷﾞｭ
ｱの型を作り、成型、彩色してﾌｨｷﾞｭｱを製造
し、お菓子ﾒｰｶである本訴被告に納入した。
本訴被告が契約した対価の支払いを中断し、
本訴原告がその契約違約金の支払を求めた。
判決は、同おまけﾌｨｷﾞｭｱは著作権法 2 条 1
項 1号、同 2項、10 条 1項 1号所定の美術
の著作物ではないと認定した上、契約要素で
はないとして違約金 1.6 億円の支払いを命
じた。 
二審も一審を支持し、著作性も容認した。 

判例時報 
No．1901
平
17.10.11 
二審 
判例時報 
No．1928
平 18.7.1 
 

ｷｭｰﾋﾟｰに関する著
作権を譲り受けた
と主張する原告の

著作権損害差止等
請求事件､大阪地
裁平15(ﾜ)6255号､

原告はｷｭｰﾋﾟｰに関する著作権を譲り受けた
と主張する個人であり、被告はｷｭｰﾋﾟｰを社
名、商標とする会社であり、本件に先立ち多

判例時報 
No．1882
平 17.4.1 
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10 億円余の損害
賠償請求等が信義
則を理由として否
認された事例 

平16.4.27民21部
判決､一部容認、1
部棄却、1 部却下
(控訴) 

数の同趣旨の訴訟は総てほぼ原告敗訴で確
定した。本件訴訟の判決は、前訴において①
1909 年、1910 年著作物の保護は放棄する
旨の陳述があり、10 億円余の惨害賠償の請
求は信義則に反するとして棄却し、②その後
の著作物については日著作権条約により請
求権が消滅している、③被告商標が①の二次
的著作物ではない、等を判示した。 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｴｱに
よるﾚﾎﾟｰﾄ等自動
作成画面等が著作
権法上の保護対象
であるが、著作物
として必要な創作
性がないとされた
事例 

損害賠償請求事
件 ､ 東 京 地 裁 平
15(ﾜ)15478 号､平
16.6.30 民 29 部判
決､棄却、(控訴) 

原告・被告共にｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｴｱ開発会社であ
り、両社の製品には同様なﾚﾎﾟｰﾄ等自動作成
画面があり、原告は損害賠償等の請求をする
訴を提起した。判決は、ﾚﾎﾟｰﾄ等自動作成画
面等が著作権法上の保護対象であることは
認めた上で、画面表示中のボタン等の部品表
示、色彩等は一般的であり、既存のｱﾌﾟﾘｹｰｼ
ｮﾝｿﾌﾄ(Excel)の利用範疇とし、著作権法上の
創作性を否認した。 

判例時報 
No．1874
平 17.1.11

社交ダンス教室に
おける音楽書作物
の再生演奏は著作
権法 22 条の演奏
に当たり、同法 38
条の非営利ではな
いとし、損害賠償
と不当利得返還請
求が容認された事
例 

著作権損害差止等
請求控訴事件､東
京高裁平 15(ﾈ)233
号､平 16.3.4 民 4
部判決､一部変更
(上告受理申立＜不
受理＞)、 
一審名古屋地裁
14(ﾜ)2148 号、平
15.2.7 判決 

社交ダンス教室は教師と受講生との間に密
接な人間関係があり、著作権法 22条の「公
の演奏」に当たらない、社交ダンス教室は同
法 38条に規定する非営利でなく、受講料は
著作物の対価に当たるとし、社交ダンス教室
における音楽 CD の再生は著作権侵害であ
ると判示した。かつ本件訴訟を提起した日
(平 8.8.1)以前の 3 年間について損害賠償請
求を容認し、更にそれより以前の 7年間につ
いても不当利得返還請求を容認した。 

判例時報 
No．1870
平 16.12.1

小学校教科書に掲
載されている著作
物を複製して学習
教材を出版した事
件において引用、
ﾌｪｱ・ﾕｰｽ等の抗弁
が認められなかっ
た事例 

出版差止等請求事
件 ､ 東 京 地 裁 平
14(ﾜ)15570 号､平
16.5.28 民 47 部判
決､一部容認、一部
棄却、(控訴) 

原告等は小学校国語教科書の諸作者であり、
被告は同教科書を用いて学習教科書を作
成・販売している出版社であり、原告等は著
作権及び人格権の侵害を訴え、被告はﾌｪｱ・
ﾕｰｽを抗弁した。判決は、被告の複製行為は
著作権法 32条 1項の引用に当たらない、米
法におけるﾌｪｱ・ﾕｰｽの法理はわが国では認め
られないとし、損害賠償を命じた。出版差止
は絶版を理由に否認した。 

判例時報 
No．1869
平
16.11.21 

合計26本のﾐｭｰｼﾞ
ｶﾙ脚本の著作物の
著作権者が争われ
た事件において、
脚本･ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等に
著作者と表示され
ている著作者を著

著作権確認等請求
事件(第 1 事件本
訴・反訴)、損害賠
償請求事件(第 2 事
件) 、東京地裁平
14(ﾜ)14650号(第1
事件本訴)・19665

合計 26 本のﾐｭｰｼﾞｶﾙ脚本の内、製作時期の
早い 14 本(A グループ)には著作者として劇
作家 Y1 名が、遅い 12 本(B グループ)には
Y1と他の者が表記されていた。第 1事件原
告会社は劇団の共同著作物としてこれらの
脚本を譲渡した。本件訴訟はこれらの脚本が
劇団の共同著作物であるか、劇作家Y1かが

判例時報 
No．1867
平 16.11.1
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作権法 14 条によ
り著作者と認めた
事例 

号(第 1事件反訴)・
同 15(ﾜ)19236 号
(第 2 事件)、平
16.3.19 民 46 部判
決、一部容認、一
部却下、一部棄却、
(控訴) 

争われた。判決は、脚本 26本を精査し、脚
本･ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等に著作者と表示されている著
作者を著作権法14条により著作者又は共同
著作者と認めた。劇作家Y1を全面的に認め
た。 

PS2 のｹﾞｰﾑソフト
に登場するｷｬｱﾗｸﾀ
「ーかすみ」に裸体
を 選 択 で き る
SD-R を販売した
行為について、著
作者人格権として
の同一性保持権が
認めたれた事例 

損害賠償請求控訴
事件､東京高裁平
14( ﾈ )4763 号､平
16.3.31 民 13 部判
決､控訴棄却、(上
告・上告受理申立)、
一 審 東 京 地 裁
13(ﾜ)13818 号、平
13.8.30 判決 
 

PS2 のｹﾞｰﾑソフトの「かすみ」には裸体の選
択が可能であるが、その選択を封印して発売
されていた。控訴人ｳｴｽﾄｻｲﾄﾞ社は封印を破
り、裸体選択を可能にする CD-R を発売し
た。被控訴人(著作権者)は著作者人格権によ
る同一性保持権により控訴人 CD-R の差止
と損害賠償の請求を行い、一審東京地裁で容
認された。本控訴審も裸体の封印の解除は同
一性保持権を侵害するとし、控訴を棄却し
た。 

判例時報 
No．1864
平 16.10.1

競走馬持主が有名
競走馬の実名を用
いたｹﾞｰﾑｿﾌﾄの製
作販売に対し、ﾊﾟ
ﾌﾞﾘｼﾃｨ権を理由と
して差止等請求事
件において、最高
裁はﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨ権否
認された事例 

製作販売等差止等
請求事件、最高裁
平 13(受)866 号・
867 号 ､ 平
16.2.13、二小法定
判決､一部棄却自
判、一審名古屋地
裁平 10(ﾜ)527 号、
平 12.1.19 判決、
二審名古屋高裁平
12(ﾈ)144 号他、平
13.3.8 判決 

わが国では有名競争馬の名称等の経済的価
値を独占的に支配する権利(ﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨ権)の保
護を容認する法令はない。有名競走馬の保有
者等(過去の保有者を含む)がﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨ権を主
張して当該ｹﾞｰﾑｿﾌﾄの製作販売の差止と損害
賠償を求めた裁判において、最高裁は、有名
競走馬の名称等のﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨ権を保護する法
的根拠はなく、有名競走馬の馬主等は馬自体
の排他的独占権は存在するが、「名称等の無
形物の経済的価値を排他的に支配する権利
はない」と判示した。 

判例時報 
No．1863
平 16.9.21

(社)日本図書教材
協会に所属する出
版社が作成したテ
スト教材に関する
著作権侵害行為に
ついて、同教会の
不法行為責任が否
定された事例 

損害賠償請求事
件 ､ 東 京 地 裁 平
14(ﾜ)26178 号､平
16.3.30 民 47 部判
決､棄却、(確定) 

(社)日本図書教材協会に所属する出版社は著
作者に無断で引用するテスト教材を作成し
た。同出版社は著作権侵害を認めている。本
訴訟は所属する協会の管理責任を問う事件
である。判決は、(社)日本図書教材協会には
会員出版社に対する管理責任も教育責任も
なく、不作為による不法行為責任はない、と
して損倍賠償を否認した。 

判例時報 
No．1861
平 16.9.1 

慶応大学のイサム
ノグチ設計の建
物、庭園、著作物
の同キャンパス内
移築が著作者人格
権を侵害しないと

著作権仮処分命令
申立事件､東京地
裁平 15( ﾖ )22031
号､平 15.6.11 民
46 部決定､却下 

慶大三田キャンパスに谷口-ノグチ共同設計
の建築物、庭園、ノグチの彫刻物等がある。
慶大は大学院大学の開設に対応するためこ
れらの移築を計画した。同人の著作物に関す
る一切の権利は遺言書により米財団にある
として本件仮処分の申立をした。決定は、著

判例時報 
No．1840
平 16.2.1 
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された事例 作者人格権は一身専属の権利であり、同財団
が遺言書で指定されない限り申立できない
として却下した。その他に建築物、庭園等の
移築が改変に当たらない等についての言及。 

背景の女性像の姿
態が変えられるｽｹ
ｼﾞｭｰﾙ管理ｿﾌﾄｳｴｱ
―について創作性
を有する本質的特
長が相違するとし
て著作権侵害を否
認した事例 

著作権侵害差止等
請求事件､東京地
裁平 14( ﾜ )10893
号､平 15.1.28 民
47 部判決､棄却、
(確定) 

ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理ｿﾌﾄｳｴｱ―企画、製作等を業とす
る原告が同業者を訴えて事件であり、原告は
著作権の特徴を背景の女性とその姿態が変
えられることと認識して本訴訟を提起した。
判決は、背景の女性の姿態変更のみを特徴部
分とすることなく、各画面及びその選択・配
列を総合的に検討し、複製又は翻案ではない
と判示した。不競法の不法行為も否定した。 

判例時報 
No．1828
平
15.10.11 

米国に居住する者
に対する鉄人 28
号に関する著作権
侵害訴訟におい
て、日本には裁判
管轄権がないとさ
れた事例 

損害賠償等請求事
件 ､ 東 京 地 裁 平
14( ﾜ )6247 号､平
14.11.18 民 29 部
判決､却下、(控訴)

鉄人 28号の著作権者は米国の居所を有する
同種の漫画「ｼﾞｬｲｶﾞﾝﾀﾞｰ」を発行する会社に
対する著作権侵害訴訟を起こしたところ米
加州地裁は不便宜法定地として却下した。よ
って東京地裁に提訴したが、判決は、著作権
侵害の場所が米国でありかつ侵害者の居所
も営業所等も日本にない者に対する国際裁
判管轄はないとして訴えを却下した。 

判例時報 
No．1812
平 15.5.1 

創価学会をめぐる
紛争において池田
会長の写真を部分
利用したビラ写真
に著作権侵害を認
め、ビラ絵は否認
した事例 

損害賠償等請求事
件 ､ 東 京 地 裁 平
13(ﾜ)12339 号､平
15.2.26 民 29 部判
決､一部容認、一部
棄却、(控訴) 

池田会長の国家功労者授章写真１の背景を
切り取った写真を用いて池田を誹謗する写
真ビラを作り、同写真２の顔部分をトレース
したビラ絵で同趣旨の絵ビラを作った事件
において、判決は、写真１及び２は写真家の
個性が発揮されているとして著作権を容認
し、写真ビラは著作権侵害とし、絵ビラは写
真家の個性が抹消されているとして非侵害
とした。 

判例時報 
No．1826
平 15.9.21

実話の捨て犬救出
作戦の原著作物に
対し、他の著作者
が同じ犬について
取材した後の著作
物が翻案権侵害と
された事例 

謝罪広告請求事
件､横浜地裁小田
原支部平 11(ﾜ)762
号､平 14.8.27民事
部判決､一部容認、
一部棄却、(確定) 

「すて犬ｼｪﾊﾟｰﾄﾞの涙」と題する文字の原著
作物を見る可能性のある著作者がその犬の
救出者に会って話を聞き「百合子ばあさんの
すて犬救出大作戦」と題する著作を行い出版
し学校教科書に採用した。後者が原著作物の
翻案権侵害の有無にといて判決は、ｽﾄﾘｰ展
開、登城人物、描写方法等が原著作物に依拠
しているとして翻案権の侵害を容認した。 

判例時報 
No．1824
平 15.9.1 

ｹﾞｰﾑｿﾌﾄの企画・製
作を業とするXと
Y が著作権を争っ
た事案において、
Y の従業者の職務
著作物と認定され

著作権侵害差止等
請求事件､東京地
裁平 13( ﾜ )21182
号､平 14.12.18 民
29 部判決､棄却、
(控訴) 

XのｹﾞｰﾑｿﾌﾄのシナリオをYが違法に利用し
たとする訴訟において、判決は、X-Y 間には
契約はなく、Yの従業員と契約社員が作製し
たｹﾞｰﾑｿﾌﾄを製作する過程で職務として作ら
れたシナリオであるとし、著作権法上の著作
者は Y と認定し、侵害差止及び損害賠償の

判例時報 
No．1825
平 15.9.11
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た事例 請求を否認した。 
(社)音楽著作権協
会に無断で開催さ
れた演奏会の責任
はﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝでは
なくﾌﾟﾛﾓｰﾀである
とされた事例 

著作権侵害差止等
請求事件､東京地
裁平 13( ﾜ )15881
号､平 14.6.28 民
47 部判決､一部容
認、一部棄却、(控
訴) 

歌手が所属するﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝは定額の出演料を
受け取るのみで、ﾌﾟﾛﾓｰﾀがﾁｹｯﾄの販売等を行
い、経済的利益を得る立場にあるので、ﾌﾟﾛ
ﾓｰﾀが原告の管理する著作物を演奏に使用し
たと認め、判決は、ﾌﾟﾛﾓｰﾀに対し同著作物の
演奏の差止と損害賠償を命じた。 

判例時報 
No．1795
平
14.11.11 
判例特報 

HP 上の掲示板に
投稿した文書の一
部を転載した書籍
を出版した行為が
著作権侵害とされ
た事例 

著作権侵害差止等
請求事件､東京地
裁平 13( ﾜ )22066
号､平 14.4.15 民
29 部判決､一部容
認、一部棄却、(控
訴) 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄのﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ(HP)に投稿された文章は
単なる事実の羅列ではなく、筆者の思想叉は
感情を創作的に表現した部分については著
作権を容認し、その余は否認した。出版社に
おいても執筆者の宣誓書のみでは免責され
なく、調査義務が必要と判示した。 

判例時報 
No．1792
平
14.10.11 
判例特報 

本件楽曲「記念樹」
著作権法上の編曲
にあたるとされた
事例 

各侵害賠償請求本
訴、著作権確認請
求反訴公訴事件、
東 京 高 裁 平
12(ﾈ)1516 号、平
14.9.6 民 13 部判
決、一部変更上告 

楽曲「記念樹」は小林亜星作曲「どこまでも
行こうよ」の旋律の相当部分が実質的に同一
であり、法上の編曲にあたるとし、原作者の
著作権及び著作者人格権侵害と出版権者の
著作隣接権に侵害を容認した。 

判例時報 
No．1794
平 14.11.1
判例特報 

楓の銘木を撮影し
た行為およびその
写真を掲載した出
版物を発行した行
為は違法でないと
された事例 

出版差止請求等事
件 ､ 東 京 地 裁 平
14( ﾜ )1157 号､平
14.7.3 民 29 部判
決､棄却、(確定) 

民法 206 条は所有権を定めているが、銘木
楓の排他的支配権能に止まり、写真の撮影、
その写真の複製、出版等を排他的に支配する
権能はないと判示した。不法行為による損害
賠償についても銘木楓に対する所有権が侵
害されてはいないとして否認。 

判例時報 
No．1793
平
14.10.21 
判例特報 

自動車整備業者向
けﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの複製
につき著作権侵害
による差止等を認
め、虚偽事実の告
知を否認した事例 

損害賠償請求事件
(甲事件)、不正競争
行為差止事件(乙事
件 ) 東 京 地 裁 平
8(ﾜ)10047 号(甲)､
平 8( ﾜ )25582 号
(乙)平 14.3.28 民
47 部判決､甲一部
容認、乙棄却、(控
訴) 

A のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを B が複製し競合関係生まれ
た事件において、盗用の事実を告知により事
実の認定(中間判決)し、著作権侵害にはあた
らないが不法行為に該当すると認定し、損害
賠償を認容し、被告が抗弁した A による虚
偽事実の告知を否認した 

判例時報 
No．1793
平
14.10.21 
判例特報 

著作権法 26 条 1
項の映画の頒布権
は一旦適法に販売
された中古のﾋﾞﾃﾞ
ｵﾃｰﾌﾟには及ばな

損害賠償請求事
件、東京地裁平
12( ﾜ )15070 号
(甲)､平平 14.1.31
民46部判決､棄却、

ﾋﾞﾃﾞｵｿﾌﾄ製作会社が製作した同性愛ﾋﾞﾃﾞｵを
正規に購入した者から中古業者が購入し中
古ビデオとして販売した事件で、判決は、同
ﾋﾞﾃﾞｵは映画の著作物に当たるとした上で、
著作権者の頒布権は適法に販売された時点

判例時報 
No．1793
平 14.10.1
判例特報 
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いとされた事例 (控訴) で消尽し、中古ﾋﾞﾃﾞｵに対しては頒布権は及
ばないと判示 

映画宇宙戦艦大和
の著作者はその映
画の企画から完成
までを指揮命令し
た者が著作者とな
るとされた事例 

著作権侵害差止請
求事件、著作者人
格権確認反訴請求
事件、東京地裁平
11(ﾜ)20820 号､同
12( ﾜ )14077 号平
14.3.25 民 29 部判
決､棄却、反訴請求
容認(控訴) 

著名な漫画家が設定ﾃﾞｻﾞｲﾝ、ｷｬﾗｸﾀｰﾃﾞｻﾞｲﾝ
等の 1部に関与したケースにおいて、映画戦
艦大和の著作者になり得るかについて争わ
れたケースにおいて、判決は、著作権法 16
条 1 項の映画の著作者とは｢製作、監督、演
出、撮影、美術等を担当したてその映画の著
作物の全体的形成に創作的に寄与した者｣で
有るとし、著名な漫画家の請求を否認した。 

判例時報 
No．1789
平 14.9.11
 

映画の著作物であ
るアニメ「超時空
要塞ﾏｸﾛｽ」の著作
権(著作者人格権
を除く)が映画制
作者にあるとされ
た事例 

著作権確認等請求
事件､東京地裁平
13( ﾜ )6447 号､平
15.1.20 民 29 部判
決、1部容認、1部
棄却、(控訴) 

下欄の事件で勝訴した滝の子ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝが本
著作権の帰属の確認を求めた事件であり、判
決は、著作物の全体構成に創作的に関与した
のは被告ぬえの総監督であるから滝の子は
法 15条による著作者ではない。ただし滝の
子は法29条によるアニメ映画の発案者とし
て本映画の著作権者と認めると判示。 

判例時報 
No．1823
平 15.8.21

アニメーション作
品の製作会社に観
光ビザで 2回、就
労ビザで 1回来日
した中国人が作成
した図画が職務著
作物として差し戻
しとなった事例 

著作権使用差止請
求事件、最高裁平
13(受)216 号、平
15.4.11 小法廷判
決、破棄差戻、1審
東 京 地 裁 平
9( ﾜ )5200 号、平
11.7.12 判決、2審
東 京 高 裁 平
11(ﾈ)4341 号、平
12.11.9 判決 

1 審原告中国人は観光ビザで 2回、就労ビザ
で 1 回来日して 1 審被告会社に勤務し、ア
ニメ図柄 20枚余を作成した。その図柄を使
用したアニメの著作権は職務著作物かが争
われた。1審は、観光ビザで来日し、勤務契
約のない期間に製作した図柄を職務著作物
とは認めなかった。最高裁は給料を支給し住
居を提供している事実から実質的な雇用関
係の成立を認め、東京高裁に差し戻した。 

判例時報 
No．1822
平 15.8.11

アニメ「超時空要
塞ﾏｸﾛｽ」が職務著
作物とされた事例 

著作権確認等請求
事件､東京地裁平
13( ﾜ )1844 号､平
14.2.25 民 29 部判
決、1部容認、1部
棄却(控訴) 

本アニメの制作費の負担とテレビ放映は被
告ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ、その図柄は原告ｽﾀｼﾞｵで作成さ
れた事件において、判決は、原告ｽﾀｼﾞｵの代
表者の発意に基づきその従業員が職務とし
て図柄を作成したのもであると認定し、原告
ｽﾀｼﾞｵの法人著作物であると判示した。本件
図柄が原告名で公表されていた。また原告－
被告間に著作物帰属契約はなかった。 

判例時報 
No．1788
平 14.9.1 

家庭用中古ｹﾞｰﾑｿﾌ
ﾄについて映画の
著作物とした上で
その複製物の再譲
渡に消尽説が適用
された事例 

○1 著作権侵害行為
差止請求事件､最
高裁平 13(受)952
号､平14.4.25一小
法廷判決､上告棄
却､一審大阪高裁

平成 11 年改正著作権法 26 条の 2 において
映画の諸作物以外の著作物の消尽を認めた。
WIPO第 6条も同様に消尽を容認。家庭用中
古ｹﾞｰﾑｿﾌﾄについて著作権者と中古ｿﾌﾄ流通
業者間で○1 ｹﾞｰﾑｿﾌﾄは映画の著作物か、○2消
尽説が適用されるかについて争われ、4件の

判例時報 
No．1785
平 14.8.1 
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平11(ﾜ)6579号他､
○2 著作権侵害行為
差止請求権不存在
確認事件､最高裁
平13(受)798号､平
14.4.25 一小法廷
判決､上告棄却､ﾆ
審 東 京 高 裁 平
11( ﾈ )3355 号､平
13.3.27 判決 

前審は 3 対 1 で消尽説を容認した。本件 2
件の最高裁判決は映画の著作物とした上で、
一旦適法に流通した家庭用中古ｹﾞｰﾑｿﾌﾄに著
作者の頒布権を容認するﾃﾞﾒﾘｯﾄに着目し、消
尽説を認容した。 

学生用に執筆され
た『解剖学実習』
が先任教授の著書
の複製ないし翻案
を否定した事例 

損害賠償等請求控
訴事件､東京高裁
平 13(ﾈ)542 号､平
13.9.27 民６部判
決、控訴棄却(確定)

医学部教授による当該製本ﾃｷｽﾄ等が先任教
授執筆の著作権及び著作者人格権の侵害等
にといて、学術書において人体構造や解剖の
手順等は創作性がないか非常に狭く解釈さ
れるとして著作権等の侵害を否定した。 

判例時報 
No．1774
平 14.4.11

自動車関係ﾃﾞｰﾀﾍﾞ
ｰｽの複製について
著作物性を否定し
たが、不法行為に
ついては容認した
中間判決の事例 

損害賠償等請求事
件(甲)､不正競争行
為差止請求事件
(乙)、東京地裁平
8( ﾜ )10047 号､平
13.5.25 民 47 部中
間判決、甲事件請
求原因容認 

自動車関係ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの販売業者がこれを複
製して販売した他の業者に対し、著作権侵害
に関する請求は当該ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽには創作性が
ないとして著作権侵害を否認したが、他の業
者の複製・販売行為に不法行為があることを
認め、賠償責任を認定した(中間判決)。 

判例時報 
No．1774
平 14.4.11

交通標語について
複製ないし翻案の
主張が認められな
かった事例 

損害賠償等請求控
訴事件､東京高裁
平13(ﾈ)3427号､平
13.10.30 民６部判
決、控訴棄却(確定)

交通標語「ぼく安心、ママの膝よりﾁｬｲﾙﾄﾞｼ
ｰﾄ」と「ママの胸よりﾁｬｲﾙﾄﾞｼｰﾄ」の著作物
性と類似性が争われ、交通標語のような短い
ありふれた表現には著作が無いと判示し、主
要部が異なるとして類似性も否定した。 

判例時報 
No．1773
平 14.4.1 

編集者による著書
の改変行為が著作
者人格権を侵害し
たと認められた事
例 

図書の発行差止請
求事件､東京地裁
平12(ﾜ)7120号､平
13.10.30 民 47 部
判決､一部容認、一
部棄却、(確定) 

図書｢魔術師｣の第 2 版印刷時の改定におい
て著者に無断で203箇所が改竄されたとし、
著作者人格権に基づく謝罪広告、読者からの
回収廃棄並びに損害賠償事件について、判決
は 193 箇所については同一性保持権侵害を
認めて損害賠償の支払を命じたが、悪意を否
定し、謝罪広告等を容認しなかった。 

判例時報 
No．1772
平 14.3.21

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ(IN)上のｳ
ｪﾌﾞｻｲﾄに書籍の要
約文を掲載し会員
に送信し、公衆送
信した行為が著作
権及び著作者人格
権を侵害するとさ
れた事例 

著作権侵害差止請
求事件、東京地裁
平 13(ﾜ)22110 号､
平 13.12.3、民 29
部判決､容認、(判決
後和解) 

ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ A にｳｪﾌﾞｻｲﾄを開設し、著作権者
に無断でﾋﾞｼﾞﾈｽ書を中心とした要約文を作
成し、有料会員制により公衆送信し、一般公
開(送信可能化)してｱｸｾｽ者に公衆送信してい
た。この行為は複製権、翻案権、公衆送信権、
同可能化権、著作者人格権を侵害する者とし
て原告の請求を容認(被告欠席)した。ﾌﾟﾛﾊﾞｲ
ﾀﾞｰ A については和解が成立。 

判例時報 
No．1768
平 14.2.11
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漫画｢ｷｬﾝﾃﾞｨ・ｷｬﾝ
ﾃﾞｨ｣のｽﾄﾘｰを著作
物、漫画を二次的
著作物と認定し、
絵画の作成、複製
又は配布の差止を
容認した事例 

出版差止請求事
件 ､ 最 高 裁 裁 平
12(受 )798 号､平
13.10.25 小法廷判
決､二審東京高裁
平11(ﾈ)1602号､平
12.3.30 判決 

｢ｷｬﾝﾃﾞｨ・ｷｬﾝﾃﾞｨ｣の漫画作者がその漫画の主
人公の絵画をｽﾄﾘｰ著作者に無断で著作権行
使が可能かについて争われた事件で、最高裁
は漫画をｽﾄﾘｰ(現著作物)に基づく二次的著作
物と認定し、原著作権者の同意なしに二次的
著作物を作成し、複製し、配布することの差
止を容認した。 

判例時報 
No．1767
平 14.2.1 

西瓜をﾓﾁｰﾌとした
写真が控訴人の写
真の創作性の範囲
内にあるので撮影
行為及びｶﾀﾛｸﾞへ
の掲載は著作者人
格権を侵害すると
された事例」 

著作権侵害差止請
求控訴事件､東京
高裁平 12( ﾈ )750
号､平 13.6.21民６
部判決、一部変更
(上告) 

西瓜をﾓﾁｰﾌとした写真の創作性が争われた
事例で、本件写真を見た後に被写体西瓜の配
列を部分的に変更したﾓﾁｰﾌはその表現され
た創作性の範囲内にはいるとし、被告(非控
訴人)の撮影行為及びその写真をｶﾀﾛｸﾞに掲
載する行為は著作者人格権(同一性保持権)を
侵害するとし、差止と損害賠償を容認 

判例時報 
No．1765
平 14.1.11

著作権法 65 条､
64 条所定の共有
著作権行使代表者
の地位不存在の確
認請求が容認され
た事例 

代表出版社の地位
不存在確認請求事
件、東京地裁平
13(ﾜ)14743 号､平
13.9.5、民 29 部判
決､容認、(控訴) 

代表者を選定した共有に係る音楽の著作権
について、非代表共有者が日本音楽著作権協
会より受領した著作料の不払いを理由とす
る代表権不存在の求める訴訟で、請求原因事
実を認める準備書面の提出と、口頭弁論の欠
席で判決書の原本に基づかず、請求を容認 

判例時報 
No．1763
平
13.12.21 

ﾌｧｰﾋﾞｰ人形につい
て量産玩具は著作
権法における著作
権を認めなかった
事例 

各著作権法違反被
告事件、山形地裁
平11(わ)184号､平
13.9.26、刑事部判
決､無罪、(控訴) 

原告が著作権を有するﾌｧｰﾋﾞｰと容姿姿態等
模したと主張する子猫電動玩具について、判
決は本件量産玩具は意匠法の保護対象であ
り、著作権侵害を否認した。判示の中で量産
品であっても「量産品であっても純粋美術と
しての性質併有しているものは著作権法の
保護対象になると解される」との趣旨の言及
がある。 

判例時報 
No．1763
平
13.12.21 

ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾌﾄｳｴｱｰに
ついての画面表示
が著作権侵害とな
った例(目録１)と
非侵害となった例
（目録２）が示さ
れた事例 

著作権仮処分申立
事件、東京地裁平
13(ﾖ)22014 号､平
13.6.13、民 46 部
判決､一部容認、一
部却下(控訴) 

本決定はﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾌﾄｳｴｱｰの性質に由来する事
実上の制約が著作物の創作性を限定する芳
香に働くことを認めたうえで、債権者のｿﾌﾄ
は独創的とまではいえないにせよ、個性をも
って具体的な画面表示がなされているとし
て創作性を認め、債務者の目録１のｿﾌﾄの仮
処分を容認した。目録２については相違点が
あるとして仮処分を否認した。 

判例時報 
No．1761
平 13.12.1

路線バスに描かれ
た絵画作品が著作
権法46条の｢恒常
的設置｣にあたり、
幼児向け自動車開
設用図書への掲載

損害賠償請求事
件、東京地裁平
13( ﾜ )56 号 ､ 平
13.7.25、民 29 部
判決､棄却(確定) 

横浜循環路線バスの車体に描かれた原告絵
画について判決は○1著作権法46条の趣旨は
屋外の場所に恒常的に設置された美術の著
作権については一般人による利用を原則的
に事由とした趣旨であり、路線バスもこれに
該当する○2幼児向けはたらく自動車の解説

判例時報 
No．1758
平 13.11.1
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は同条第 4号に当
たらないとされた
事例 

図書への掲載は「専ら」美術の著作物の複製
物の販売を目的としての複製又はその複製
物の販売行為に該当しないと判示した。 

競走馬持主が有名
競走馬の実名を用
いたｹﾞｰﾑｿﾌﾄの製
造販売等差止請求
事件でﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨが
否認された事例 

製造販売等差止等
請求事件、東京地
裁平 10( ﾜ )23824
号､平 13.8.27、民
29 部判決､棄却(控
訴) 

該当条文不詳のまま、有名競争馬の保有者等
(過去の保有者を含む)が当該ｹﾞｰﾑｿﾌﾄは有名
競走馬の顧客吸引力を利用した行為であり
馬主のﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨ権を侵害されたとする事件
であり、判決は「無形物の経済的価値を排他
的に支配する権利はない」と判示した。 

判例時報 
No．1758
平 13.11.1

英語版演劇台本の
翻訳文を被告著書
に無断引用したこ
とについて、適法
な引用でないとさ
損害賠償が容認さ
れた事例 

損害賠償請求事
件、東京地裁平
12(ﾜ)20058 号､平
13.6.13、民 29 部
判決､一部認容、一
部棄却(控訴) 

米国の著名な作曲家ﾊﾞｰﾝｽﾀｲﾝの英語版演劇
台本を翻訳し著作権及び著作者人格権を取
得した原告が無断引用した被告を告訴した
事件について、判決は著作権法 32 条、48
条の要件である｢引用が適正な慣行に合致｣
するがどうかについて審理し、法に所定の○1
被告書籍の目的等、○2引用複製された内容
等、○3利用の形態等を総合的に考慮し、被告
の行為に違法があったとして損害賠償を容
認 

判例時報 
No．1757
平
13.10.21 

史跡ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸの
記事お呼び地図等
の著作物性の判
断、丸写した被告
著作物を対する複
製権侵害等の認容
及び利用許諾を否
認した事例 

著作権に基づく損
害賠償請求事件、
東 京 地 裁 平
11(ﾜ)13552 号､平
13.1.23、民 46 部
判決､一部認容、一
部棄却(確定) 

本判決は、史跡を訪ねるｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸの記事お
呼び地図等において客観的な事実をありの
まま普遍的な記述は著作物として保護され
ないが、本件著作物は史跡に関する史実又は
歴史人物の紹介等の選択など全体的な表現
形式統一等の工夫がみられ創作性が認めら
れるとして著作性を認め複製権侵害及び著
作者人格権の侵害を認容した。また原告から
使用許諾を受けたとする被告の抗弁も原告
著作物の丸写しは不自然であると否認した。 

判例時報 
No．1756
平
13.10.11 

ﾉﾝﾌｨｸｼｮﾝ書籍につ
いて原告著作物の
思想又は感情の創
作的表現が含まれ
ない部分の複製は
その著作権侵害で
ないとされた事例 

書籍発行差止等請
求事件､東京地裁
平 11(ﾜ)26365 号､
平 12.12.26 民 46
部判決､棄却、(控
訴) 

故井深氏の葬儀に関連するﾉﾝﾌｨｸｼｮﾝ作品を
夕刊ﾌｼﾞに掲載した原告がその後に発行され
た同様な題材に対する被告書籍の発行等の
差止を求めた訴訟であり、判決は井深氏、ｿ
ﾆｰ社、葬儀の様子などの記述に類似性がある
としても当該部分には思想又は感情の創作
的な表現が含まれない、として原告著作物の
著作権の侵害にあたらないと判示 

判例時報 
No．1753
平 13.9.11
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1155..44 講講  不不正正競競争争防防止止法法にに関関すするる最最近近のの主主なな判判例例  
＜判例時報№1798～1911 号に掲載分＞ 

判決の要点 事件番号 判決の概要 出典 
平成１5年NHK
大河ﾄﾞﾗﾏ「武蔵」
第 1 回戦闘ｼｰﾝ
が黒沢監督の「7
人の侍」の著作
権(翻案権)侵害
でないとされた
事例 

番組公衆送信差止等
請求控訴事件、知財
高裁平 17(ﾈ )10023
号、平 17.6.14 第 2
部判決、控訴棄却(上
告) 一審東京地裁平
15(ﾜ )25535 号、平
16.12.24 判決 

第 1 回において武蔵と又八が朱実親子に頼
まれて盗賊を倒すｼｰﾝについて、判決は、「7
人の侍」ははるかに芸術性の高い作品であり
「武蔵」は同作品の翻案にあたらないと判示
した。判決理由において、浪人が農民に頼ま
れ、農民と共に戦う設定は原作吉川英治作品
と共通していることなど、「武蔵」は「7 人
の侍」の設定より原作に近いと認定した。 

判例時報 
No．19１1
平 18.1.21

三坂小学校記念
文集の編集著作
物の著作権は編
集物の創作性の
ない部分の利用
のまでは及ばな
いとされた事例 

著作権に基づく損害
賠償等請求事件､東
京 地 裁 平
16( ﾜ )12242 号 ､平
17.7.1 民 47部判決､
棄却(控訴) 

原告は、戦前京城にあった三坂小学校卒業生
の手記や電話取材した内容を記念文集とし
て出版した。被告はその記念文集の一部につ
いて引用先を明記して引用した。その引用が
編集物著作権を侵害するか、名誉毀損がある
かにといて争われた事件において、判決は、
創作性のない部分の引用は編集著作物著作
者の権利が及ばない、原作者等の社会的評価
が低下するとはいえない、と判示した。 

判例時報 
No．1910
平 18.1.11

お菓子のおまけ
ﾌｨｷﾞｭｱは著作権
法上の著作物で
はないが、契約
書には著作権が
契約要素になっ
ていないとし、
違約金の支払を
命じた事例 

違約金等請求本訴、
不当利得返還請求反
訴事件、大阪地裁平
15( ﾜ )5016 号、平
16.11.25民21判決、
一部容認、一部棄却
二審 
大 阪 高 裁 平
16( ﾈ )3893 号、平
17.7.28民 8部判決、
控訴棄却(確定) 

本訴原告は契約によりお菓子のおまけﾌｨｷﾞｭ
ｱの型を作り、成型、彩色してﾌｨｷﾞｭｱを製造
し、お菓子ﾒｰｶである本訴被告に納入した。
本訴被告が契約した対価の支払いを中断し、
本訴原告がその契約違約金の支払を求めた。
判決は、同おまけﾌｨｷﾞｭｱは著作権法 2 条 1
項 1号、同 2項、10 条 1項 1号所定の美術
の著作物ではないと認定した上、契約要素で
はないとして違約金 1.6 億円の支払いを命
じた。 
二審も一審を支持し、著作性も容認した。 

判例時報 
No．1901
平
17.10.11 
二審 
判例時報 
No．1928
平 18.7.1 
 

ｷｭｰﾋﾟｰに関する
著作権を譲り受
けたと主張する
原告の 10 億円
余の損害賠償請
求等が信義則を
理由として否認
された事例 

著作権損害差止等請
求事件､大阪地裁平
15( ﾜ )6255 号 ､ 平
16.4.27 民 21 部判
決､一部容認、1部棄
却、1部却下(控訴) 

原告はｷｭｰﾋﾟｰに関する著作権を譲り受けた
と主張する個人であり、被告はｷｭｰﾋﾟｰを社
名、商標とする会社であり、本件に先立ち多
数の同趣旨の訴訟は総てほぼ原告敗訴で確
定した。本件訴訟の判決は、前訴において①
1909 年、1910 年著作物の保護は放棄する
旨の陳述があり、10 億円余の惨害賠償の請
求は信義則に反するとして棄却し、②その後
の著作物については日著作権条約により請
求権が消滅している、③被告商標が①の二次
的著作物ではない、等を判示した。 

判例時報 
No．1882
平 17.4.1 
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ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｴｱ
によるﾚﾎﾟｰﾄ等
自動作成画面等
が著作権法上の
保護対象である
が、著作物とし
て必要な創作性
がないとされた
事例 

損害賠償請求事件､
東 京 地 裁 平
15( ﾜ )15478 号 ､平
16.6.30 民 29 部判
決､棄却、(控訴) 

原告・被告共にｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｴｱ開発会社であ
り、両社の製品には同様なﾚﾎﾟｰﾄ等自動作成
画面があり、原告は損害賠償等の請求をする
訴を提起した。判決は、ﾚﾎﾟｰﾄ等自動作成画
面等が著作権法上の保護対象であることは
認めた上で、画面表示中のボタン等の部品表
示、色彩等は一般的であり、既存のｱﾌﾟﾘｹｰｼ
ｮﾝｿﾌﾄ(Excel)の利用範疇とし、著作権法上の
創作性を否認した。 

判例時報 
No．1874
平 17.1.11

社交ダンス教室
における音楽書
作物の再生演奏
は著作権法 22
条の演奏に当た
り、同法 38条の
非営利ではない
とし、損害賠償
と不当利得返還
請求が容認され
た事例 

著作権損害差止等請
求控訴事件､東京高
裁平 15(ﾈ)233 号､平
16.3.4 民 4 部判決､
一部変更(上告受理申
立＜不受理＞)、 
一 審 名 古 屋 地 裁
14( ﾜ )2148 号、平
15.2.7 判決 

社交ダンス教室は教師と受講生との間に密
接な人間関係があり、著作権法 22条の「公
の演奏」に当たらない、社交ダンス教室は同
法 38条に規定する非営利でなく、受講料は
著作物の対価に当たるとし、社交ダンス教室
における音楽 CD の再生は著作権侵害であ
ると判示した。かつ本件訴訟を提起した日
(平 8.8.1)以前の 3 年間について損害賠償請
求を容認し、更にそれより以前の 7年間につ
いても不当利得返還請求を容認した。 

判例時報 
No．1870
平 16.12.1

小学校教科書に
掲載されている
著作物を複製し
て学習教材を出
版した事件にお
いて引用、ﾌｪｱ・
ﾕｰｽ等の抗弁が
認められなかっ
た事例 

出版差止等請求事
件 ､ 東 京 地 裁 平
14( ﾜ )15570 号 ､平
16.5.28 民 47 部判
決､一部容認、一部棄
却、(控訴) 

原告等は小学校国語教科書の諸作者であり、
被告は同教科書を用いて学習教科書を作
成・販売している出版社であり、原告等は著
作権及び人格権の侵害を訴え、被告はﾌｪｱ・
ﾕｰｽを抗弁した。判決は、被告の複製行為は
著作権法 32条 1項の引用に当たらない、米
法におけるﾌｪｱ・ﾕｰｽの法理はわが国では認め
られないとし、損害賠償を命じた。出版差止
は絶版を理由に否認した。 

判例時報 
No．1869
平
16.11.21 

合計 26 本のﾐｭｰ
ｼﾞｶﾙ脚本の著作
物の著作権者が
争われた事件に
おいて、脚本･ﾊﾟ
ﾝﾌﾚｯﾄ等に著作
者と表示されて
いる著作者を著
作権法 14 条に
より著作者と認
めた事例 

著作権確認等請求事
件(第 1事件本訴・反
訴)、損害賠償請求事
件(第 2 事件) 、東京
地裁平 14(ﾜ )14650
号(第 1 事件本訴)・
19665号(第1事件反
訴)・同 15(ﾜ)19236
号(第 2 事件)、平
16.3.19 民 46 部判
決、一部容認、一部
却下、一部棄却、(控
訴) 

合計 26 本のﾐｭｰｼﾞｶﾙ脚本の内、製作時期の
早い 14 本(A グループ)には著作者として劇
作家 Y1 名が、遅い 12 本(B グループ)には
Y1と他の者が表記されていた。第 1事件原
告会社は劇団の共同著作物としてこれらの
脚本を譲渡した。本件訴訟はこれらの脚本が
劇団の共同著作物であるか、劇作家Y1かが
争われた。判決は、脚本 26本を精査し、脚
本･ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等に著作者と表示されている著
作者を著作権法14条により著作者又は共同
著作者と認めた。劇作家Y1を全面的に認め
た。 
 
 

判例時報 
No．1867
平 16.11.1
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PS2 のｹﾞｰﾑソフ
トに登場するｷｬ
ｱﾗｸﾀｰ「かすみ」
に裸体を選択で
きる SD-R を販
売した行為につ
いて、著作者人
格権としての同
一性保持権が認
めたれた事例 

損害賠償請求控訴事
件 ､ 東 京 高 裁 平
14( ﾈ )4763 号 ､ 平
16.3.31 民 13 部判
決､控訴棄却、(上告・
上告受理申立)、一審
東 京 地 裁
13(ﾜ )13818 号、平
13.8.30 判決 
 

PS2 のｹﾞｰﾑソフトの「かすみ」には裸体の選
択が可能であるが、その選択を封印して発売
されていた。控訴人ｳｴｽﾄｻｲﾄﾞ社は封印を破
り、裸体選択を可能にする CD-R を発売し
た。被控訴人(著作権者)は著作者人格権によ
る同一性保持権により控訴人 CD-R の差止
と損害賠償の請求を行い、一審東京地裁で容
認された。本控訴審も裸体の封印の解除は同
一性保持権を侵害するとし、控訴を棄却し
た。 

判例時報 
No．1864
平 16.10.1

競走馬持主が有
名競走馬の実名
を用いたｹﾞｰﾑｿﾌ
ﾄの製作販売に
対し、ﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨ
権を理由として
差止等請求事件
において、最高
裁はﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨ権
否認された事例 

製作販売等差止等請
求事件、最高裁平
13(受)866 号・867
号､平 16.2.13、二小
法定判決､一部棄却
自判、一審名古屋地
裁平 10(ﾜ)527 号、平
12.1.19 判決、二審名
古屋高裁平 12(ﾈ)144
号他、平 13.3.8 判決

わが国では有名競争馬の名称等の経済的価
値を独占的に支配する権利(ﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨ権)の保
護を容認する法令はない。有名競走馬の保有
者等(過去の保有者を含む)がﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨ権を主
張して当該ｹﾞｰﾑｿﾌﾄの製作販売の差止と損害
賠償を求めた裁判において、最高裁は、有名
競走馬の名称等のﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨ権を保護する法
的根拠はなく、有名競走馬の馬主等は馬自体
の排他的独占権は存在するが、「名称等の無
形物の経済的価値を排他的に支配する権利
はない」と判示した。 

判例時報 
No．1863
平 16.9.21

(社)日本図書教
材協会に所属す
る出版社が作成
したテスト教材
に関する著作権
侵害行為につい
て、同教会の不
法行為責任が否
定された事例 

損害賠償請求事件､
東 京 地 裁 平
14( ﾜ )26178 号 ､平
16.3.30 民 47 部判
決､棄却、(確定) 

(社)日本図書教材協会に所属する出版社は著
作者に無断で引用するテスト教材を作成し
た。同出版社は著作権侵害を認めている。本
訴訟は所属する協会の管理責任を問う事件
である。判決は、(社)日本図書教材協会には
会員出版社に対する管理責任も教育責任も
なく、不作為による不法行為責任はない、と
して損倍賠償を否認した。 

判例時報 
No．1861
平 16.9.1 

慶応大学のイサ
ムノグチ設計の
建物、庭園、著
作物の同キャン
パス内移築が著
作者人格権を侵
害しないとされ
た事例 

著作権仮処分命令申
立事件､東京地裁平
15( ﾖ )22031 号 ､平
15.6.11 民 46 部決
定､却下 

慶大三田キャンパスに谷口-ノグチ共同設計
の建築物、庭園、ノグチの彫刻物等がある。
慶大は大学院大学の開設に対応するためこ
れらの移築を計画した。同人の著作物に関す
る一切の権利は遺言書により米財団にある
として本件仮処分の申立をした。決定は、著
作者人格権は一身専属の権利であり、同財団
が遺言書で指定されない限り申立できない
として却下した。その他に建築物、庭園等の
移築が改変に当たらない等についての言及。 

判例時報 
No．1840
平 16.2.1 

背景の女性像の
姿態が変えられ
るｽｹｼﾞｭｰﾙ管理ｿ

著作権侵害差止等請
求事件､東京地裁平
14( ﾜ )10893 号 ､平

ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理ｿﾌﾄｳｴｱ―企画、製作等を業とす
る原告が同業者を訴えて事件であり、原告は
著作権の特徴を背景の女性とその姿態が変

判例時報 
No．1828
平
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ﾌﾄｳｴｱ―につい
て創作性を有す
る本質的特長が
相違するとして
著作権侵害を否
認した事例 

15.1.28 民 47 部判
決､棄却、(確定) 

えられることと認識して本訴訟を提起した。
判決は、背景の女性の姿態変更のみを特徴部
分とすることなく、各画面及びその選択・配
列を総合的に検討し、複製又は翻案ではない
と判示した。不競法の不法行為も否定した。 

15.10.11 

米国に居住する
者に対する鉄人
28 号に関する
著作権侵害訴訟
において、日本
には裁判管轄権
がないとされた
事例 

損害賠償等請求事
件 ､ 東 京 地 裁 平
14( ﾜ )6247 号 ､ 平
14.11.18 民 29 部判
決､却下、(控訴) 

鉄人 28号の著作権者は米国の居所を有する
同種の漫画「ｼﾞｬｲｶﾞﾝﾀﾞｰ」を発行する会社に
対する著作権侵害訴訟を起こしたところ米
加州地裁は不便宜法定地として却下した。よ
って東京地裁に提訴したが、判決は、著作権
侵害の場所が米国でありかつ侵害者の居所
も営業所等も日本にない者に対する国際裁
判管轄はないとして訴えを却下した。 

判例時報 
No．1812
平 15.5.1 

創価学会をめぐ
る紛争において
池田会長の写真
を部分利用した
ビラ写真に著作
権侵害を認め、
ビラ絵は否認し
た事例 

損害賠償等請求事
件 ､ 東 京 地 裁 平
13( ﾜ )12339 号 ､平
15.2.26 民 29 部判
決､一部容認、一部棄
却、(控訴) 

池田会長の国家功労者授章写真１の背景を
切り取った写真を用いて池田を誹謗する写
真ビラを作り、同写真２の顔部分をトレース
したビラ絵で同趣旨の絵ビラを作った事件
において、判決は、写真１及び２は写真家の
個性が発揮されているとして著作権を容認
し、写真ビラは著作権侵害とし、絵ビラは写
真家の個性が抹消されているとして非侵害
とした。 

判例時報 
No．1826
平 15.9.21

実話の捨て犬救
出作戦の原著作
物に対し、他の
著作者が同じ犬
について取材し
た後の著作物が
翻案権侵害とさ
れた事例 

謝罪広告請求事件､
横浜地裁小田原支部
平 11(ﾜ )762 号､平
14.8.27 民事部判決､
一部容認、一部棄却、
(確定) 

「すて犬ｼｪﾊﾟｰﾄﾞの涙」と題する文字の原著
作物を見る可能性のある著作者がその犬の
救出者に会って話を聞き「百合子ばあさんの
すて犬救出大作戦」と題する著作を行い出版
し学校教科書に採用した。後者が原著作物の
翻案権侵害の有無にといて判決は、ｽﾄﾘｰ展
開、登城人物、描写方法等が原著作物に依拠
しているとして翻案権の侵害を容認した。 

判例時報 
No．1824
平 15.9.1 

ｹ ﾞ ｰ ﾑ ｿ ﾌ ﾄの企
画・製作を業と
するXとYが著
作権を争った事
案において、Y
の従業者の職務
著作物と認定さ
れた事例 

著作権侵害差止等請
求事件､東京地裁平
13( ﾜ )21182 号 ､平
14.12.18 民 29 部判
決､棄却、(控訴) 

XのｹﾞｰﾑｿﾌﾄのシナリオをYが違法に利用し
たとする訴訟において、判決は、X-Y 間には
契約はなく、Yの従業員と契約社員が作製し
たｹﾞｰﾑｿﾌﾄを製作する過程で職務として作ら
れたシナリオであるとし、著作権法上の著作
者は Y と認定し、侵害差止及び損害賠償の
請求を否認した。 

判例時報 
No．1825
平 15.9.11
 

(社)音楽著作権
協会に無断で開
催された演奏会
の責任はﾌﾟﾛﾀﾞｸ

著作権侵害差止等請
求事件､東京地裁平
13( ﾜ )15881 号 ､平
14.6.28 民 47 部判

歌手が所属するﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝは定額の出演料を
受け取るのみで、ﾌﾟﾛﾓｰﾀがﾁｹｯﾄの販売等を行
い、経済的利益を得る立場にあるので、ﾌﾟﾛ
ﾓｰﾀが原告の管理する著作物を演奏に使用し

判例時報 
No．1795
平
14.11.11 
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ｼｮﾝではなくﾌﾟﾛ
ﾓｰﾀであるとさ
れた事例 

決､一部容認、一部棄
却、(控訴) 

たと認め、判決は、ﾌﾟﾛﾓｰﾀに対し同著作物の
演奏の差止と損害賠償を命じた。 

判例特報 

HP 上の掲示板
に投稿した文書
の一部を転載し
た書籍を出版し
た行為が著作権
侵害とされた事
例 

著作権侵害差止等請
求事件､東京地裁平
13( ﾜ )22066 号 ､平
14.4.15 民 29 部判
決､一部容認、一部棄
却、(控訴) 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄのﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ(HP)に投稿された文章は
単なる事実の羅列ではなく、筆者の思想叉は
感情を創作的に表現した部分については著
作権を容認し、その余は否認した。出版社に
おいても執筆者の宣誓書のみでは免責され
なく、調査義務が必要と判示した。 

判例時報 
No．1792
平
14.10.11 
判例特報 

本件楽曲「記念
樹」著作権法上
の編曲にあたる
とされた事例 

各侵害賠償請求本
訴、著作権確認請求
反訴公訴事件、東京
高裁平 12( ﾈ )1516
号、平 14.9.6 民 13
部判決、一部変更上
告 

楽曲「記念樹」は小林亜星作曲「どこまでも
行こうよ」の旋律の相当部分が実質的に同一
であり、法上の編曲にあたるとし、原作者の
著作権及び著作者人格権侵害と出版権者の
著作隣接権に侵害を容認した。 

判例時報 
No．1794
平 14.11.1
判例特報 

楓の銘木を撮影
した行為および
その写真を掲載
した出版物を発
行した行為は違
法でないとされ
た事例 

出版差止請求等事
件 ､ 東 京 地 裁 平
14( ﾜ )1157 号 ､ 平
14.7.3 民 29部判決､
棄却、(確定) 

民法 206 条は所有権を定めているが、銘木
楓の排他的支配権能に止まり、写真の撮影、
その写真の複製、出版等を排他的に支配する
権能はないと判示した。不法行為による損害
賠償についても銘木楓に対する所有権が侵
害されてはいないとして否認。 

判例時報 
No．1793
平
14.10.21 
判例特報 

自動車整備業者
向けﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの
複製につき著作
権侵害による差
止等を認め、虚
偽事実の告知を
否認した事例 

損害賠償請求事件(甲
事件)、不正競争行為
差止事件(乙事件)東
京地裁平 8(ﾜ)10047
号(甲)､平 8(ﾜ)25582
号(乙)平 14.3.28 民
47 部判決､甲一部容
認、乙棄却、(控訴) 

A のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを B が複製し競合関係生まれ
た事件において、盗用の事実を告知により事
実の認定(中間判決)し、著作権侵害にはあた
らないが不法行為に該当すると認定し、損害
賠償を認容し、被告が抗弁した A による虚
偽事実の告知を否認した 

判例時報 
No．1793
平
14.10.21 
判例特報 

著作権法26条1
項の映画の頒布
権は一旦適法に
販売された中古
のﾋﾞﾃﾞｵﾃｰﾌﾟに
は及ばないとさ
れた事例 

損害賠償請求事件、
東 京 地 裁 平
12(ﾜ)15070 号(甲)､
平平14.1.31民46部
判決､棄却、(控訴) 

ﾋﾞﾃﾞｵｿﾌﾄ製作会社が製作した同性愛ﾋﾞﾃﾞｵを
正規に購入した者から中古業者が購入し中
古ビデオとして販売した事件で、判決は、同
ﾋﾞﾃﾞｵは映画の著作物に当たるとした上で、
著作権者の頒布権は適法に販売された時点
で消尽し、中古ﾋﾞﾃﾞｵに対しては頒布権は及
ばないと判示 

判例時報 
No．1793
平 14.10.1
判例特報 

映画宇宙戦艦大
和の著作者はそ
の映画の企画か
ら完成までを指

著作権侵害差止請求
事件、著作者人格権
確認反訴請求事件、
東 京 地 裁 平

著名な漫画家が設定ﾃﾞｻﾞｲﾝ、ｷｬﾗｸﾀｰﾃﾞｻﾞｲﾝ
等の 1部に関与したケースにおいて、映画戦
艦大和の著作者になり得るかについて争わ
れたケースにおいて、判決は、著作権法 16

判例時報 
No．1789
平 14.9.11
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揮命令した者が
著作者となると
された事例 

11( ﾜ )20820 号 ､同
12( ﾜ )14077 号 平
14.3.25 民 29 部判
決､棄却、反訴請求容
認(控訴) 

条 1 項の映画の著作者とは｢製作、監督、演
出、撮影、美術等を担当したてその映画の著
作物の全体的形成に創作的に寄与した者｣で
有るとし、著名な漫画家の請求を否認した。 

映画の著作物で
あるアニメ「超
時空要塞ﾏｸﾛｽ」
の著作権(著作
者人格権を除
く)が映画制作
者にあるとされ
た事例 

著作権確認等請求事
件 ､ 東 京 地 裁 平
13( ﾜ )6447 号 ､ 平
15.1.20 民 29 部判
決、1部容認、1部棄
却、(控訴) 

下欄の事件で勝訴した滝の子ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝが本
著作権の帰属の確認を求めた事件であり、判
決は、著作物の全体構成に創作的に関与した
のは被告ぬえの総監督であるから滝の子は
法 15条による著作者ではない。ただし滝の
子は法29条によるアニメ映画の発案者とし
て本映画の著作権者と認めると判示。 

判例時報 
No．1823
平 15.8.21

アニメーション
作品の製作会社
に観光ビザで 2
回、就労ビザで
1 回来日した中
国人が作成した
図画が職務著作
物として差し戻
しとなった事例 

著作権使用差止請求
事 件 、 最 高 裁 平
13( 受 )216 号、平
15.4.11 小法廷判決、
破棄差戻、1審東京地
裁平 9(ﾜ)5200 号、平
11.7.12 判決、2審東
京高裁平 11(ﾈ)4341
号、平 12.11.9 判決

1審原告中国人は観光ビザで 2回、就労ビザ
で 1 回来日して 1 審被告会社に勤務し、ア
ニメ図柄 20枚余を作成した。その図柄を使
用したアニメの著作権は職務著作物かが争
われた。1審は、観光ビザで来日し、勤務契
約のない期間に製作した図柄を職務著作物
とは認めなかった。最高裁は給料を支給し住
居を提供している事実から実質的な雇用関
係の成立を認め、東京高裁に差し戻した。 

判例時報 
No．1822
平 15.8.11

アニメ「超時空
要塞ﾏｸﾛｽ」が職
務著作物とされ
た事例 

著作権確認等請求事
件 ､ 東 京 地 裁 平
13( ﾜ )1844 号 ､ 平
14.2.25 民 29 部判
決、1部容認、1部棄
却(控訴) 

本アニメの制作費の負担とテレビ放映は被
告ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ、その図柄は原告ｽﾀｼﾞｵで作成さ
れた事件において、判決は、原告ｽﾀｼﾞｵの代
表者の発意に基づきその従業員が職務とし
て図柄を作成したのもであると認定し、原告
ｽﾀｼﾞｵの法人著作物であると判示した。本件
図柄が原告名で公表されていた。また原告－
被告間に著作物帰属契約はなかった。 

判例時報 
No．1788
平 14.9.1 

家庭用中古ｹﾞｰﾑ
ｿﾌﾄについて映
画の著作物とし
た上でその複製
物の再譲渡に消
尽説が適用され
た事例 

○1著作権侵害行為差
止請求事件､最高裁
平 13(受)952 号､平
14.4.25 一小法廷判
決､上告棄却､一審大
阪高裁平 11(ﾜ)6579
号他､○2 著作権侵害
行為差止請求権不存
在確認事件､最高裁
平 13(受)798 号､平
14.4.25 一小法廷判
決､上告棄却､ﾆ審東
京高裁平 11(ﾈ)3355

平成 11 年改正著作権法 26 条の 2 において
映画の諸作物以外の著作物の消尽を認めた。
WIPO第 6条も同様に消尽を容認。家庭用中
古ｹﾞｰﾑｿﾌﾄについて著作権者と中古ｿﾌﾄ流通
業者間で○1 ｹﾞｰﾑｿﾌﾄは映画の著作物か、○2消
尽説が適用されるかについて争われ、4件の
前審は 3 対 1 で消尽説を容認した。本件 2
件の最高裁判決は映画の著作物とした上で、
一旦適法に流通した家庭用中古ｹﾞｰﾑｿﾌﾄに著
作者の頒布権を容認するﾃﾞﾒﾘｯﾄに着目し、消
尽説を認容した。 

判例時報 
No．1785
平 14.8.1 
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号､平 13.3.27 判決 
学生用に執筆さ
れた『解剖学実
習』が先任教授
の著書の複製な
いし翻案を否定
した事例 

損害賠償等請求控訴
事件 ､ 東京高裁平
13( ﾈ )542 号 ､ 平
13.9.27 民６部判決、
控訴棄却(確定) 

医学部教授による当該製本ﾃｷｽﾄ等が先任教
授執筆の著作権及び著作者人格権の侵害等
にといて、学術書において人体構造や解剖の
手順等は創作性がないか非常に狭く解釈さ
れるとして著作権等の侵害を否定した。 

判例時報 
No．1774
平 14.4.11

自動車関係ﾃﾞｰﾀ
ﾍﾞｰｽの複製につ
いて著作物性を
否定したが、不
法行為について
は容認した中間
判決の事例 

損害賠償等請求事件
(甲)､不正競争行為差
止請求事件(乙)、東京
地裁平 8( ﾜ )10047
号､平 13.5.25 民 47
部中間判決、甲事件
請求原因容認 

自動車関係ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの販売業者がこれを複
製して販売した他の業者に対し、著作権侵害
に関する請求は当該ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽには創作性が
ないとして著作権侵害を否認したが、他の業
者の複製・販売行為に不法行為があることを
認め、賠償責任を認定した(中間判決)。 

判例時報 
No．1774
平 14.4.11

交通標語につい
て複製ないし翻
案の主張が認め
られなかった事
例 

損害賠償等請求控訴
事件 ､ 東京高裁平
13( ﾈ )3427 号 ､ 平
13.10.30 民６部判
決、控訴棄却(確定) 

交通標語「ぼく安心、ママの膝よりﾁｬｲﾙﾄﾞｼ
ｰﾄ」と「ママの胸よりﾁｬｲﾙﾄﾞｼｰﾄ」の著作物
性と類似性が争われ、交通標語のような短い
ありふれた表現には著作が無いと判示し、主
要部が異なるとして類似性も否定した。 

判例時報 
No．1773
平 14.4.1 

編集者による著
書の改変行為が
著作者人格権を
侵害したと認め
られた事例 

図書の発行差止請求
事件 ､ 東京地裁平
12( ﾜ )7120 号 ､ 平
13.10.30 民 47 部判
決､一部容認、一部棄
却、(確定) 

図書｢魔術師｣の第 2 版印刷時の改定におい
て著者に無断で203箇所が改竄されたとし、
著作者人格権に基づく謝罪広告、読者からの
回収廃棄並びに損害賠償事件について、判決
は 193 箇所については同一性保持権侵害を
認めて損害賠償の支払を命じたが、悪意を否
定し、謝罪広告等を容認しなかった。 

判例時報 
No．1772
平 14.3.21

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ(IN)上
のｳｪﾌﾞｻｲﾄに書
籍の要約文を掲
載し会員に送信
し、公衆送信し
た行為が著作権
及び著作者人格
権を侵害すると
された事例 

著作権侵害差止請求
事件、東京地裁平
13( ﾜ )22110 号 ､平
13.12.3、民 29 部判
決､容認、(判決後和
解) 

ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ A にｳｪﾌﾞｻｲﾄを開設し、著作権者
に無断でﾋﾞｼﾞﾈｽ書を中心とした要約文を作
成し、有料会員制により公衆送信し、一般公
開(送信可能化)してｱｸｾｽ者に公衆送信してい
た。この行為は複製権、翻案権、公衆送信権、
同可能化権、著作者人格権を侵害する者とし
て原告の請求を容認(被告欠席)した。ﾌﾟﾛﾊﾞｲ
ﾀﾞｰ A については和解が成立。 

判例時報 
No．1768
平 14.2.11

漫画｢ｷｬﾝﾃﾞｨ・ｷ
ｬﾝﾃﾞｨ｣のｽﾄﾘｰを
著作物、漫画を
二次的著作物と
認定し、絵画の
作成、複製又は
配布の差止を容
認した事例 

出版差止請求事件､
最 高 裁 裁 平
12( 受 )798 号 ､ 平
13.10.25 小法廷判
決､二審東京高裁平
11( ﾈ )1602 号 ､ 平
12.3.30 判決 

｢ｷｬﾝﾃﾞｨ・ｷｬﾝﾃﾞｨ｣の漫画作者がその漫画の主
人公の絵画をｽﾄﾘｰ著作者に無断で著作権行
使が可能かについて争われた事件で、最高裁
は漫画をｽﾄﾘｰ(現著作物)に基づく二次的著作
物と認定し、原著作権者の同意なしに二次的
著作物を作成し、複製し、配布することの差
止を容認した。 

判例時報 
No．1767
平 14.2.1 
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西瓜をﾓﾁｰﾌとし
た写真が控訴人
の写真の創作性
の範囲内にある
ので撮影行為及
びｶﾀﾛｸﾞへの掲
載は著作者人格
権を侵害すると
された事例」 

著作権侵害差止請求
控訴事件､東京高裁
平 12(ﾈ )750 号､平
13.6.21 民６部判決、
一部変更(上告) 

西瓜をﾓﾁｰﾌとした写真の創作性が争われた
事例で、本件写真を見た後に被写体西瓜の配
列を部分的に変更したﾓﾁｰﾌはその表現され
た創作性の範囲内にはいるとし、被告(非控
訴人)の撮影行為及びその写真をｶﾀﾛｸﾞに掲
載する行為は著作者人格権(同一性保持権)を
侵害するとし、差止と損害賠償を容認 

判例時報 
No．1765
平 14.1.11

著作権法 65 条､
64 条所定の共
有著作権行使代
表者の地位不存
在の確認請求が
容認された事例 

代表出版社の地位不
存在確認請求事件、
東 京 地 裁 平
13( ﾜ )14743 号 ､平
13.9.5、民 29 部判
決､容認、(控訴) 

代表者を選定した共有に係る音楽の著作権
について、非代表共有者が日本音楽著作権協
会より受領した著作料の不払いを理由とす
る代表権不存在の求める訴訟で、請求原因事
実を認める準備書面の提出と、口頭弁論の欠
席で判決書の原本に基づかず、請求を容認 

判例時報 
No．1763
平
13.12.21 

ﾌｧｰﾋﾞｰ人形につ
いて量産玩具は
著作権法におけ
る著作権を認め
なかった事例 

各著作権法違反被告
事件、山形地裁平
11( わ )184 号 ､ 平
13.9.26、刑事部判
決､無罪、(控訴) 

原告が著作権を有するﾌｧｰﾋﾞｰと容姿姿態等
模したと主張する子猫電動玩具について、判
決は本件量産玩具は意匠法の保護対象であ
り、著作権侵害を否認した。判示の中で量産
品であっても「量産品であっても純粋美術と
しての性質併有しているものは著作権法の
保護対象になると解される」との趣旨の言及
がある。 

判例時報 
No．1763
平
13.12.21 

ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾌﾄｳｴｱｰ
についての画面
表示が著作権侵
害となった例
(目録１)と非侵
害となった例
（目録２）が示
された事例 

著作権仮処分申立事
件 、 東 京 地 裁 平
13( ﾖ )22014 号 ､平
13.6.13、民 46 部判
決､一部容認、一部却
下(控訴) 

本決定はﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾌﾄｳｴｱｰの性質に由来する事
実上の制約が著作物の創作性を限定する芳
香に働くことを認めたうえで、債権者のｿﾌﾄ
は独創的とまではいえないにせよ、個性をも
って具体的な画面表示がなされているとし
て創作性を認め、債務者の目録１のｿﾌﾄの仮
処分を容認した。目録２については相違点が
あるとして仮処分を否認した。 

判例時報 
No．1761
平 13.12.1

路線バスに描か
れた絵画作品が
著作権法 46 条
の｢恒常的設置｣
にあたり、幼児
向け自動車開設
用図書への掲載
は同条第 4 号に
当たらないとさ
れた事例 

損害賠償請求事件、
東京地裁平 13(ﾜ)56
号､平 13.7.25、民 29
部判決､棄却(確定) 

横浜循環路線バスの車体に描かれた原告絵
画について判決は○1著作権法46条の趣旨は
屋外の場所に恒常的に設置された美術の著
作権については一般人による利用を原則的
に事由とした趣旨であり、路線バスもこれに
該当する○2幼児向けはたらく自動車の解説
図書への掲載は「専ら」美術の著作物の複製
物の販売を目的としての複製又はその複製
物の販売行為に該当しないと判示した。 

判例時報 
No．1758
平 13.11.1

競走馬持主が有
名競走馬の実名

製造販売等差止等請
求事件、東京地裁平

該当条文不詳のまま、有名競争馬の保有者等
(過去の保有者を含む)が当該ｹﾞｰﾑｿﾌﾄは有名

判例時報 
No．1758
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を用いたｹﾞｰﾑｿﾌ
ﾄの製造販売等
差止請求事件で
ﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨが否認
された事例 

10( ﾜ )23824 号 ､平
13.8.27、民 29 部判
決､棄却(控訴) 

競走馬の顧客吸引力を利用した行為であり
馬主のﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨ権を侵害されたとする事件
であり、判決は「無形物の経済的価値を排他
的に支配する権利はない」と判示した。 

平 13.11.1

英語版演劇台本
の翻訳文を被告
著書に無断引用
したことについ
て、適法な引用
でないとさ損害
賠償が容認され
た事例 

損害賠償請求事件、
東 京 地 裁 平
12( ﾜ )20058 号 ､平
13.6.13、民 29 部判
決､一部認容、一部棄
却(控訴) 

米国の著名な作曲家ﾊﾞｰﾝｽﾀｲﾝの英語版演劇
台本を翻訳し著作権及び著作者人格権を取
得した原告が無断引用した被告を告訴した
事件について、判決は著作権法 32 条、48
条の要件である｢引用が適正な慣行に合致｣
するがどうかについて審理し、法に所定の○1
被告書籍の目的等、○2引用複製された内容
等、○3利用の形態等を総合的に考慮し、被告
の行為に違法があったとして損害賠償を容
認 

判例時報 
No．1757
平
13.10.21 

史跡ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ
の記事お呼び地
図等の著作物性
の判断、丸写し
た被告著作物を
対する複製権侵
害等の認容及び
利用許諾を否認
した事例 

著作権に基づく損害
賠償請求事件、東京
地裁平 11(ﾜ )13552
号､平 13.1.23、民 46
部判決､一部認容、一
部棄却(確定) 

本判決は、史跡を訪ねるｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸの記事お
呼び地図等において客観的な事実をありの
まま普遍的な記述は著作物として保護され
ないが、本件著作物は史跡に関する史実又は
歴史人物の紹介等の選択など全体的な表現
形式統一等の工夫がみられ創作性が認めら
れるとして著作性を認め複製権侵害及び著
作者人格権の侵害を認容した。また原告から
使用許諾を受けたとする被告の抗弁も原告
著作物の丸写しは不自然であると否認した。 

判例時報 
No．1756
平
13.10.11 

ﾉﾝﾌｨｸｼｮﾝ書籍に
ついて原告著作
物の思想又は感
情の創作的表現
が含まれない部
分の複製はその
著作権侵害でな
いとされた事例 

書籍発行差止等請求
事件 ､ 東京地裁平
11( ﾜ )26365 号 ､平
12.12.26 民 46 部判
決､棄却、(控訴) 

故井深氏の葬儀に関連するﾉﾝﾌｨｸｼｮﾝ作品を
夕刊ﾌｼﾞに掲載した原告がその後に発行され
た同様な題材に対する被告書籍の発行等の
差止を求めた訴訟であり、判決は井深氏、ｿ
ﾆｰ社、葬儀の様子などの記述に類似性がある
としても当該部分には思想又は感情の創作
的な表現が含まれない、として原告著作物の
著作権の侵害にあたらないと判示 

判例時報 
No．1753
平 13.9.11
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第第 1155--55 講講  職職務務発発明明ををめめぐぐるる紛紛争争  

  第第 11 話話  職職務務発発明明      

 
 

 

特許法 第 35条 (職務発明)    
1. 使用者、法人、国又は地方公共団体(以下「使用者等」という)は従業者、法人の役員、国家公務
員又は地方公務員(以下「従業者等」という)がその性質上当該使用者等の業務範囲に属し、かつ、
その発明に至った行為がその使用者等における従業者の現在又は過去の職務に属する発明(以下
「職務発明」という)について特許を受けたとき、又は職務発明について特許を受ける権利を継承
した者がその発明について特許を受けたときは、その特許権について通常実施権を有する。 

2. 従業者等がした発明については、その発明が職務発明である場合を除き、あらかじめ使用者等に
特許を受ける権利若しくは特許権を継承させ又は使用者等のため専用実施権を設定することを
定めた契約、勤務規則その他の定めの条項は、無効とする。 

3. 従業者等は契約、勤務規則その他の定により職務発明について使用者等に特許受ける権利若しく
は特許権を継承させ、又は使用者等のため専用実施権を設定したときには、相当の対価を受ける
権利を有する。 

4. 契約、勤務規則その他の定めにおいて前項の対価について定める場合においては、対価を決定す
るための基準の策定に際して使用者等と従業者等の間で行われる協議の状況、策定された当該基
準の開示の条項、対価の額の算定について行われる従業者等からの意見の聴取の状況を考慮して、
その定めるところにより対価を支払うことが不合理であってはならない。2006 年 4 月 1 日施行
の改正 

5．前項の対価についての定めがない場合又はその定めたところにより対価を支払うことが
同項の規定により不合理と認められる場合には、第三項の対価の額は、その発明により使

職務発明について極めて高額な判
決はなぜですか 

○1 職務発明とは a．使用者等の業務範囲に属し、b．従業者等の職務に属する発明と定
義され(特許法 35 条 1 項)、「使用者当は、職務発明について従業者等が取得した特
許権について通常実施権を有する」と規定されています。また勤務規則等の明文の
規定により職務発明に関する特許を受ける権利を使用者等に継承させることができ
ます(同条第 2 項)。その場合、「従業者等は相当の対価を受ける権利がある」と規定
されています(同条第 3項)。この規定は強行規定ですから紛争の火種となりました。
○2わが国の職務発明の法制化は明治 42年特許法の第 3条「勤務発明」に始まり、大正
10年特許法第 14条「任務発明」に引き継がれ、現行法第 35条「職務発明」となり
ました。長い歴史のあるわが国独特の法制です。 
③なお職務著作物については「法人等の発意に基づき職務上作成される著作物の著作
者はその法人等とする」と定めています(著作権法 15条)。下記条文参照 
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用者等が受けるべき利益の額、その発明に関連して使用者等が行う負担、貢献及び従業者
等の処遇その他の事情を考慮して定めなければならない。2006 年 4月 1日施行の改正 

著作権法 第 15 条(職務上作成される著作物の著作者) 
1．法人その他の使用者(以下この条において「法人等」という)の発意に基づきその法人等の業務に
従事する者が職務上作成する著作物(プログラムの著作物を除く)で、その法人等が自己の著作の名
義の下に公表するものの著作者は、その作成時における契約、勤務規則その他に別段の定めのない
限り、その法人等とする。 
2．法人等の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成するプログラムの著作物の著
作者は、その作成時における契約、勤務規則その他に別段の定めのない限り、その法人等とする。 
 

 
 
   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

職務発明についてどんな紛争が
おきていますか 

○1職務発明に関する主な紛争は、a．日亜事件、b．味の素事件、ｃ．日立事件、d．オリ
ンパス事件、ｅ．豊田中央研究所事件等です。 
○2日亜事件は日亜科学工業㈱(「日亜」と略称)の元従業員中村修二氏が訴えた事件です。
GaN 系青色 LED に関する日本特許（第 2628404 号）、米国特許(USP5767581)等の特
許権は職務発明でないとし、その持分の移転と対価と対価を請求する訴えです。氏は同
社を退職後、カリフォルニア大学 Santa Barbara 校の教授となると共に日亜の競合会社
である米国 Cree，Inc．社の関連会社の嘱託研究員となりました。日亜は Cree，Inc．
とその輸入商社を特許権侵害で東京地裁に、中村氏を営業秘密漏洩等の罪で米国North 
Carolina 連邦地方裁判所に告訴(Cree 事件)しました。 

○3日亜は別に約 40 件の訴訟合戦を豊田合成㈱と行いました(豊田合成事件)。日亜事件、
Cree 事件、豊田合成事件が同時進行しましたが、Cree 事件と豊田合成事件は 2002 年
12 月末頃までに総て和解により解決しました。 
○4日亜事件は、2002 年 9月 19 日の東京地裁中間判決で職務発明と認定し、2004 年 1月
30 日の本判決で「200 億円を支払え」と日亜に命じました。詳細は後記します。 
○5味の素事件は海外からのライセンス収入に対する対価が認められたケースです。 
⑥豊田中央研究所事件は本人請求で、請求に対する判決額の落差の大きいケースです。 
○7日立事件は包括クロスライセンスに対する対価が認められてケースです。 
○8オリンパス事件は最高裁で改良発明を理由に対価が減額されたケースです。 
⑨日立金属事件は特許権取得費用が大きいケースです。 
注：ノーベル賞の田中耕一氏の特許褒賞は 1万円でした。受賞後に 1,000 万円の報奨金と
処遇で氏の功績に応えた旨の記事があります。 
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なぜ職務発明に関する紛争が
おきるのですか 

○1発明は自然人の知的創作活動により生み出されますが、その創作は地球文明、国、会社、
グループ等の先人の知恵の上になされます。発明には周りの人達の協力が必要です。著
作権法では職務創作されたｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等の著作者を会社名とすることができます。
特許法では発明者を法人とすることができません。真に発明した者を発明者とします。
会社は技術者を育て、給与、研究のチームと設備、予算等を与えて発明を奨励します。
職務発明にも株主、会社、研究同僚等の利害関係者(Stakeholder)が存在します。 
○2現行特許法第 35 条 3 項は、施行から今日まで「相当の対価」や各 Stakeholder の寄与
度を算出する指針も要領も示されませんでした。2006 年 4 月 1 日施行の改正特許法で
も対価について「不合理でないこと」との文言が入りましたが、対価の相場感は依然と
して不明確です。それが紛争の原点です。 

特許法第 35 条についてどん
な議論がありましたか 

○1国家公務員の発明は国に帰属していました。現行法施行当時(昭和 35 年)、民間企業の発
明も職務発明という法理で所属企業等に帰属させる道を拓きました。当時も共同発明の
中にグループ発明や団体発明が存在することも認識していました。1970 年代までは、発
明グループの代表者を発明者とする特許出願や、社長を発明者とする特許出願も結構あ
りました。その後、真正な創作者を発明者とする方向になりました。著作権法と同様に、
発明者として団体発明(企業名発明)を容認していれば職務発明の紛争は違った形になっ
ていたでしょう。 
○2叉同条第 2項における「職務発明である場合を除き」の文言を裏読みして、「職務発明は
勤務規則により所属企業等に譲渡させることが可能」と解しました。 
○3現行法施行当時は「利益三分法」という概念がありました。ある発明の事業により得ら
れた利益の寄与度は[経営][営業][技術]がそれぞれ三等分であるとする考え方です。この
場合の[経営]には事務管理を含めていました。防衛特許の多いわが国では特許管理費が高
額となり、「利益三分法」で計算される諸経費を控除した職務発明の褒賞金は少額となる
例も多々ありました。 
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事事例例研研究究そそのの 11  日日亜亜事事件件  

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日亜事件の争点は何ですか 

○1日亜事件は社方針により厳しい紛争に進展した例です。そのプロローグは特許権を用い
てGaN系青色 LED事業を優位にする特許戦略にあったようです。わが国及び主要国で
多数の特許権を取得し、特許網の確立を目指していたようです。「極めて戦略的な特許
投資である」とする見方もありました。 
○2第 2幕は日亜と米国Cree 連合及び豊田合成との訴訟合戦です。Cree 連合との紛争は中
村氏との訴訟合戦にまで戦線が拡大したと推測します。 
○3  North Carolina 連邦地方裁判所における日亜側告訴の訴因中に営業秘密について中村
氏に違法行為があったとする主張もあります。同裁判所は、中村氏等の営業秘密に関す
る不正競争行為を認めませんでした。 
○4営業秘密に関するわが国の最近の判例(別講参照)を見ると、営業秘密に関する不正競争
行為特に「窃盗その他の犯罪行為」は否認されるケースが多いようです。 
○5日亜事件の中間判決では、特許を受ける権利の譲渡について、「勤務規則がなくても特
許出願時の譲渡証書等による黙示の譲渡意思で足りる」と判示しました。 
○6日亜事件の最重要争点は発明貢献度です。職務発明の対価の額は発明に対する貢献度が
大きく影響します。オリンパス事件東京高裁判決(平 13.5.22)判決は発明者の貢献度を
50％と認定しましたが、最高裁は諸隈特許(光ピックアップ基本特許)の改良発明である
とし、対価の不足額を僅か 228.9 万円と判決しました。 
○7日亜事件の一審東京地裁判決は、発明者の貢献度を 50％と判示しました。またGaN系
青色 LED 事業において会社の推定総利益を 1208 億円とし、その半分 604 億円が対価
の額であると認定し、中村氏の請求が 200 億円であるからその額の支払いを命じまし
た。一般的な相場感との落差の大きい判決でした。本件は上告され、中村氏の貢献度を
5％、和解金 6 億円と延滞損金 2.3 億円する和解が成立しました。 
○8本件のような元雇用主と元従業員との紛争は心が痛みます。 
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1. 日亜(日亜科学工業㈱)事件における主な特許 

(１) 日亜特許は窒化インジュ－ムガリュ－ム(InGaN)系 青色発光ダイオード(LED)に関連する特許発
明です。青色 LEDとしての InGaN自体は本件特許出願時に公知でした。 

(２) 中村修二氏は InGaNの成長方法に関する特許発明(InGaN方法特許)と、InGaNを用いた青色発
光半導体素子に関する特許発明(InGaN 系素子特許)の発明者です。InGaN 系素子特許は InGaN
層を特殊な積層構造にした発明、電極の配置に関する発明等です。 

(３) 日亜対Cree連合の特許訴訟合戦事件(Cree事件)及び日亜対豊田合成の特許訴訟合戦事件(豊田合
成事件)は主に InGaN系素子特許に関する特許侵害と特許無効が争点です。 

(４) 中村修二氏対日亜の職務発明事件(日亜事件)は中村修二氏単独の発明である主として InGaN 方
法発明(日本特許第 2628404 号)が争われました。 

(５) 中村修二氏の InGaN系素子特許の模式図 
                         電極 
                                                     
                         ｐ型窒化ガリュ－ム 
                          
                         窒化インジュ－ムガリュ－ム 
                          ｎ型窒化ガリュ－ム 
 
                          クリスタル 
     
        
(6)電極配置の模式図、電極を対角線上に配置する 
                         
 
                          電極               
 
                           ｐ型窒化ガリュ－ム 
 
 
                           ｎ型窒化ガリュ－ム 
 
 
 
22．．CCrreeee 事事件件のの判判決決：：特特許許権権侵侵害害差差止止等等請請求求事事件件  
 
東京地裁平 11(ﾜ)28963 号、平 13.5.15 民 46 部判決、棄却(控訴、後に和解取下げ) 
原告：日亜科学工業㈱、被告：住友商事㈱、参加人：Cree, Inc. 
特許第 291813 号「窒化ｶﾞﾘｳﾑ系化合物半導体発光素子」 
発明者：中村修二、向井孝志他 3名 

基  盤 

バッファー層 

ｎ型 GaN 

InGaN 

ｐ型 GaN 
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関連特許：USP5,306,662，USP5,578,839，USP5,747,832，USP5,767,581 他 
 判決の概要：本件特許発明は、○1ｎ型Ga系化合物層と、○2p型 Ga系化合物層の間に③InGaN
層を設けダブルヘテロ構造にあると認定し、被告の InGaN系素子は原告の特許権を侵害しない
と判示し、原告の請求を棄却した。 
 

33．．  日日本本特特許許第第 22662288440044 号号他他のの特特許許権権のの持持分分のの移移転転登登録録とと職職務務発発明明のの対対価価請請求求事事件件  
 
中間判決：特許を受ける権利は正当に譲渡されている。 

判決の注目点 事件番号 判決の概要 出典 

日亜の元従業員中
村氏が訴えた特許
権の共有持分の移
転登録請求が中間
判決により職務発
明であるとして否
認された事例 

特許権持分確認等請求事件、東
京地裁平 13(ﾜ)17772 号、平
14.9.19、民 46部中間判決 

青色発光ダイオードの特許発明について、元
主任研究者中村氏は社命に反する「自由発
明」であるとして、○1 共有部分の移転登録を
求める、○2 付帯的に職務発明の対価 20 億円
を求める裁判において、裁判所は押印欠落の
鉛筆書き譲渡証書を有効と認め○1 を否認す
る中間判決をした。○2 は本判決する。 

判例時報 
No.1802 
平 15.1.21 

 
44．．一一審審東東京京地地裁裁本本判判決決((22000044 年年 11 月月 3300 日日))のの要要旨旨  
 
(１) 本件特許発明品の権利期間内(平成 2 年から 22 年間)の GaN 系青色 LED の予想売上高は、同
社の予想総売上高 1兆 2086 億円の 50％、6043 億円と認定。 

(２) GaN系青色 LED事業の会社の利益は 6043 億円×利益率 20％＝1208 億円と認定。 
(３) 職務発明の対価は 1208 億円×中村氏の寄与度 50％＝604 億円と認定。 
(４) 但し中村氏の請求額は 200 億円であるで、200 億円の支払いを命ずる(主文 1)。 
 
55．．二二審審東東京京高高裁裁のの和和解解((22000055 年年 11 月月 1111 日日))のの要要旨旨  
 
 和解金 6億円、延滞損金 2.3 億円とする和解が成立 
判決の注目点 事件番号 判決の概要 出典 

一審東京地裁にお
ける職務発明対価
200 億円の判決の
控訴審において、
和解勧告があり、
対価 6 億円、延滞
損害金 2.3 億円で
和解が成立した事
例 

特許権持分移転手続等請求控
訴事件、特許権持分移転手続等
請求附帯控訴事件、東京高裁平
16( ﾈ )962 号・2177 号、平
17.1.11、知財部部、和解 

青色発光ダイオードの特許発明に関する職
務発明の対価等に関する訴訟(原告中村修二、
被告日亜)に於いて、一審東京地裁は 200 億
円の判決があり、被告が控訴した。二審東京
高裁は、404 特許を含む登録特許 191件、登
録実用新案 4件、継続中の特許出願 112件及
びこれらに関連するノウハウ、営業秘密等を
包括した対価として 6億円、延滞損金 2.3 億
円とする和解勧告を示し、両者共同意した。 

判例時報 
No.1879 
平 17.3.1 

注：InGaN系青色LEDに関する研究の第一人者は名古屋大学赤崎勇教授であると言われています。
赤崎先生の研究の延長線上には色々な研究があるとのことです。 
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66..  職職務務発発明明にに関関すするる日日亜亜事事件件のの訴訴訟訟対対象象のの特特許許権権  
 
特許第 2628404 号(「404 特許」と略称する) 
登録日：平成 9年(1997)4 月 18 日       
出願日：平成 2年(1990)10 月 25 日      
特許権者：日亜化学工業株式会社 
発明者：中村修二 
発明の名称：半導体結晶幕の成長方法 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図の説明：1は基盤、2は反応ガス噴射管、3は副噴射管、4はサブセプター、5はシャフト、6は反
応容器、7はヒータ、8は排気口、12は放射温度計 

 
特許請求の範囲 請求項 1 
「加熱された基盤の表面に、基盤に対して平行ないし傾斜する方向と、基盤に対し実質的に垂直な方
向からガスを供給して、加熱された基盤の表面に半導体結晶膜を生成させる方法において、基盤の
表面に並行ないし傾斜する方向には反応ガスを供給し、基盤の表面に対して実質的に垂直な方向に
は、反応ガスを含まない不活性ガスの押圧ガス供給し、不活性ガスである押圧ガスが、基盤の表
面に平行ないし傾斜する方向に供給される反応ガスを基盤表面に吹き付ける方向に方向を変更
させて、半導体結晶膜を生成させることを特徴とする半導体結晶膜の成長方法」  
 GaN系青色 LEDは色光の三原色にとって極めて重要な発光ダイオードです。 
 
参参考考：：日日亜亜事事件件ににおおけけるる東東京京高高裁裁のの和和解解勧勧告告内内容容  
 
 職務発明の対価の算定式 
 ・平成 6年～平成 14年 
  対価＝日亜の年間売上高×GaN系青色 LEDの寄与度(0.5)×排他的売上利益率(0.1) 

×中村氏の寄与度(0.05) 
    ＝日亜の年間売上高×0.5×0.1×0.05 
・平成 15 年以降 
対価＝平成 6年～平成 14年までの平均対価×9×調整率(0.7) 
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事事例例研研究究そそのの 22  日日立立事事件件  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日立事件の争点は何ですか 

○1 日立事件は企業内の優秀な研究者と知的財産管理部門が正面衝突した典型的な最新の例
(2002 年 11 月 29 日東京地裁判決、判例時報 1807)です。企業内には「たまたま研究部門
に配属された者が発明する機会に恵まれたに過ぎない」として高額な発明褒賞に対する不満
があります。知的財産管理部門は強い特許を作り、権利を守り、有利なライセンス交渉をし
たのはわれわれであるとの自負があります。発明により生まれる利益は全社員の協力の成果
であり、発明者だけが優遇されるのはおかしい、「利益は社内に公平に分配されるべきであ
る」との主張もあります。 
○2 日立事件の原告は日立製作所の元主管研究員米澤成二氏で、請求額は 9億 7千万円でした。
東京地裁の判決は会社の貢献度を 80％、米澤氏の分を 14％、共同研究者の分を 6％とし、
米沢氏に 3,489 万円に支払いを命じました。 
○3  日立事件東京地裁判決はその他に二つの重要な判示をしています。産業界で慣行となって
いる包括ライセンスについて、得られたはずの収入として職務発明の対価の算定に加算され
たことです。他の判示は外国特許により得られた収入はわが国の法律による職務発明の対価
とはしないということです。 
○4 日立事件の発明はCDや DVD等の光デスクの読み取り技術でして、国内ではソニー、パイ
オニアなど10社以上のCDプレーヤーメーカに単独ライセンス若しくは包括クロスライセ
ンスの形で技術供与しました。海外のCDプレーヤーメーカにも同様に技術供与しました。
米澤氏の主張は、1991 年の時点で同氏の発明を用いたCDプレーヤーの世界における生産
は 15兆円にも達し、「日立製作所はその 3％の特許使用料を受取ることができたはずだ」と
主張し、職務発明の対価算定の基礎をその生産されるであろう金額としました。 
○5 東京地裁は、実際には受取っていない特許使用料に基づく職務発明の対価の算定は否定しま
した。海外の特許権の基づく特許使用料も職務発明の対象とすることを否定しました。しか
し国内の包括クロスライセンスについては職務発明の対価の算定を容認しました。今後は包
括クロスライセンスの締結段階で職務発明の扱いを考慮しなければなりません。なお味の素
事件では海外特許についても容認しました。 
○6 日立事件における東京高裁の 2004 年 1月 30日判決は、一転して海外におけるライセンス
収入を職務発明対象額として認め、ソニーとの包括ライセンス契約によるソニーの売上高に
対する同特許の寄与金額を 6億円とし、合計 11億 8千万円を日立の得た利益とし、米澤氏
に差額 1億 2800 万円の支払いを命じました。
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包括クロスライセンスの争点は
何ですか 

○1「包括クロスライセンス」とは特定の会社叉は団体間で、相互に現在叉は将来の発明
を、原則として拒否することなくライセンスを供与することに同意する契約のことで
す。わが国が先鞭をつけた特許管理手法です。この手法は無駄な研究開発や無用な特
許紛争を予防する目的で、1960 年代にわが国の特定業界を中心として活用されまし
た。契約会社は通知するだけで相手の特許発明を利用することが可能となり、かつ部
品・装置レベルで相互に交流することも可能となりました。 
○2契約会社間では期末に相手方の権利に対する実施料を計算して通知し、実施料合計の
差額を支払います。これを業界では年末調整と言っていました。米沢氏は年末調整前
の算入を主張し、会社側は発明の価値の違いを主張しました。 
○3一審東京地裁の判決は、「包括クロスライセンス」における相手側の申告実施料を職務
発明の対価の算定に加えることを容認しましたが、相手側の技術の効果を加味して、
会社側の寄与度を 80％と、オリンパス事件の 50％(東京地裁・東京高裁)に比較して高
い寄与度を認容しました。日立事件は「包括クロスライセンス」が職務発明の対価に
算定する新しい判決です。 
④二審東京高裁の 2004 年 1月 30日判決は更に海外特許の「包括クロスライセンス」に
よる対価を認め、米澤氏に差額 1億 2800 万円の支払いを命じました。 
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事事例例研研究究そそのの 33  オオリリンンパパスス事事件件  

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
判決の注目点 事件番号 判決の概要 出典 

オリンパス事件最
高裁判決におい
て、職務発明対価
の不足額の請求権
と時効不成立が認
めたられた事例 

損害賠償請求事件、最高
裁平 13(受)1256 号、
平.15.4.22、最高裁小法
廷判決、上告棄却､一審
東京地裁平7(ﾜ)3841号、
平 11．4.16 判決、二審
東京高裁平 11(ﾈ)3208
号、平 13.5,22 判決 

オリンパスの元従業員は職務発明について同社の
規定により受取った対価 21 万円を不服として 2 億
円の対価を請求した事件であり、1 審、2 審とも不
足対価の支払いを命じた。会社側が控訴した最高裁
において、判決は、会社側に対し不足額 228.9 万円
の支払いを命じ、時効成立も否認した。但し包括ク
ロスライセンスに於ける本件発明の実施状況や公
知例の存在も勘案され不足額は 228.9 万円と判決。 

判例時報 
No.1822 
平 15.8.11 
参考： 
No.1690 
(1 審) 
No.1753 
(2 審) 

 
本事件の最高裁判決について特許庁の見解があります。 
前特許庁長官及川耕造氏の平成 14 年 6 月 17 日付講演資料「産業競争力と知的財産について」にお
いて、職務発明に関する訴訟例として「オリンパス光学工業職務発明事件東京高裁判決要旨」につい
ても言及されていました。最高裁の判示により、特許法 35条の相当の対価は強行規定である、相場
に照らして不適切があれば裁判所に提訴して差額を請求できる、と説明されました。支払い済み対価
は「仮払い」なのか？との疑問がありました。 
2006 年 4月 1日施行の改正特許法 35条に 4項が新設され、対価の支払いに「不合理でないこと」
と規定されました。 
対価は使用者(会社)と従業者(発明者)の二者交渉で決まるものではなく、Stakeholder の観点が必要
です。発明者に不足対価の請求権があると同様に、会社にも対価の額、真正発明者、特許の価値、無
効理由等を争う理由があります。同様な紛争例も散見されます(表 1参照)。紛争の結果、特許権の範
囲や解釈に変更をもたらすと、社会と言う Stakeholder に影響することもあります。社会に「不公
平」や「不合理」もたらさないように、特許権者は紛争の終結に際し特許権に適切な処置をしなけれ
ばなりません。 
 

オリンパス事件最高裁判決は
どんな内容ですか 

○1 高額な対価を求める最初の職務発明のに関する紛争です。原告は、会社が受取った
実施料収入は多額であり職務発明の対価は 10億円を下らないとし、内金 2億円を
請求する訴訟を提起しました。訴訟の争点は色々有りますが、当該特許発明に対す
る原告の寄与度、当該特許の価値、無効理由等も争点になりました。 
②最高裁判決は、諸隈特許の改良発明であるとして対価の不足額は 228.9 万円と判
示しました。判決理由の中で、特許法 35条は強行規定であり、職務発明規程を一
方的に決めてはならないとする点が注目されています。 
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事事例例研研究究そそのの 44  日日立立金金属属事事件件((東東京京地地裁裁平平 1144((ﾜﾜ))1166663355 号号、、平平 1155..88..1155 判判決決))  
  
特許権取得費用が高額となった特許権の職務発明の対価が争われたケースです。 
特許第 2130245 号及び第 2677498 号 
原告・発明者：日立金属㈱の元従業員、被告：日立金属㈱  
 発明の名称：鉄-希土類-窒素系永久磁石材料の製造方法 
 

 
 
a．本件判決中に発明創出費：1.5 億円／件等の特許権取得費用が詳細に示されているので、バラン
スシート手法を用いて排他的独占権の限界営業利益額を試算します。 
 

借方 貸方 
無形資産の部(時価評価額) 負債の部(取得原価、維持費、人件費等) 
原告発明の総時価 

訴外発明 96件の価値 時価不明
訴訟対象特許 3件の価値 

 
a． ライセンス収入 
ｂ．優越的な営業価値 

1.2 億円＋β
βは不明
1.2 億円
算定対象

 
 

特許創出原価(研究費) 
発明活動期間の人件費 
知的財産関係人件費○2  
権利取得及び維持費○1  
職務発明褒賞費 
ライセンス交渉費用 
訴訟経費 
本件訴訟の判決の金額 
 

4.4 億円
2､000 万円
600 万円
1,130 万円
103.7 万円
○1○2に含む

不明
(1､368 万円)

時価評価額合計 1.2 億円＋β 取得原価等の経費合計 4.8 億円
限界営業利益額 －3.6 億円  

合計 4.8 億円 合計 4.8 億円
 
注 1．本件特許特許発明の発明者は原告一人です。争点は被告のライセンス収入に対する職務発明
の対価です。不足があるとする原告と、特許権取得費用が高額であり、褒賞や処遇で十分原告に
報いたとする被告が相当の対価の額を争いました。 

日立金属事件判決
において、職務発
明の対価はライセ
ンス収入等の排他
独占権の利益から
必要経費を控除し
た額を基に算定す
る、と判示された
事例 

「窒素磁石」に係る発明
の対価請求事件、東京地
裁平 14(ﾜ)16635 号、平
15.8.29 民 47 部判決、
一部容認、一部棄却(控
訴) 

日立金属の元従業員で「窒素磁石」の発明者(原告)
が受取った職務発明の対価 103.7 万円を不服とし
て不足額8,974.9万円の支払いを請求した事件であ
る。原告の要求は排他独占権による会社の収入(約 2
億円)から特許取得諸経費を除外した額を相当の対
価と主張し、会社はｷｬｯｼｭﾌﾛｰを主張した。判決は、
会社側に会社の寄与度を 90％とし、差引不足額
1,232.5 万円の支払いを命じた。なお本件に関する
控訴審である東京高裁の判決が平成 16 年 4 月 27
日にあり、前審後の確定した実施料が発生している
として、その分の対価 136万 2千円の追加支払いを
命じた。 

判例時報 
No.1835 
平 15.12.11 
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注 2．上表のバランスシートを用いて限界営業利益額を試算します。 
限界営業利益額＝借方－貸方＝1.2 億円－4.8 億円＝－3.6 億円 
この特許権取得費用で被告が利益を上げる限界営業利益額は 3.6 億円であると計算できます。
このようの試算をすると、対価が「不合理」であるか否かが分かります。 

 注 3．特許請求の範囲 
「主構成元素としてＮを含む永久磁石材料の製造方法であって、あらかじめＮ含有量が最終組成
より少ない原材料を作成し、前記原材料を粉砕して粉体を得て、前記粉体をＮ含む気体中で処理
することによりＮを侵入させて最終組成とすることを特徴とする鉄-希土類-窒素系永久磁石材
料の製造方法」 

 
 
事事例例研研究究そそのの 55  味味のの素素事事件件  
 
本事件の判決は、先行する日立事件二審東京高裁判決と同様に、海外におけるライセンス収入分の
対価を認めました。対価を海外に於けるライセンス収入に拡大し、対価に対する属地主義をなくし
た重要な判例です。 
 
 
判決の注目点 事件番号 判決の概要 出典 

味の素の元研究
所長が職務発明
の対価として、
113 億円の対価
の内金 20 億円
を請求した事件
で、1.9 億円が容
認された事例 

特許権持分移転登録
手続等請求事件、東
京 地 裁 平
14(ﾜ )20521 号、平
16.2.24、民 47 部判
決、一部容認、一部
棄却､(控訴) 

人口甘味料ｱｽﾊﾟﾙﾁｰﾑの特許発明者が職務発
明の対価の内金20億円を請求した事件にお
いて、判決は、特許法 35条には属地主義が
認めず、海外メーカからのライセンス収入を
味の素の排他的独占権による収入 79.7 億円
とし、会社の寄与度を 95％、共同発明者の
寄与度を 50％とし、既払いの 1000 万円を
差引いた 1.9 億円の支払いを命じた。 

判例時報 
No.1853 
平 16.6.11

 
 
事事例例研研究究そそのの 66  東東芝芝事事件件  職職務務発発明明とと消消滅滅時時効効  
 
 職務発明の相当対価の請求権にも消滅時効があります。商法 522 条［債権の消滅時効］では、商
行為に因りて生じたる債権の消滅時効は 5 年とする、民法 166 条［消滅時効期間の原則］では、
債権は 10年間之を行なわざるに因りて消滅する、と規定している。 
 
 東芝事件では、職務発明の相当対価の消滅時効に民法 166 条所定の 10年を適用し、その起算日を
発明褒賞規定で定める「毎年分の評価に基づいて分割支払いされる」とする趣旨に従い、その発生
年度より起算される、と判示した。勤務規則等で相当対価の支払いが規定されていないときは「発
明の譲渡日」となります。例えば、勤務規則等で「相当対価の支払いを特許権登録後 3 年まで」
とした場合でも、その後に請求すべき相当対価が発生していれば、発明者にそれを請求する権利が
あり、その消滅時効も発生の時から起算されます。 
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判決の注目点 事件番号 判決の概要 出典 

職務発明の相当
対価の消滅時効
が民法 166条所
定の 10年とし、
発明褒章規定で
毎年分の評価で
定めるとしてい
る場合はその年
とした事例 

褒賞金請求事件、東京
地裁平15(ﾜ)26311号、
平 16.9.30、民 46 部判
決、棄却(控訴) 

東芝は職務発明規定に相当対価を毎年評
価して支払うと規定している。元従業員の
電気温水器に関する職務発明特許権は平
成 4年 4月 1日に東芝設備に譲渡した。同
社は第 7年度分の特許料を納付せず、特許
権は消滅した。元従業員は 15年 11 月 18
日に相当対価の不足分として5000万円の
支払いを要求する訴を提起した。判決は、
民法消滅時効の起算日を特許権譲渡日と
し、時効により請求権は存在しない、と判
示した。本件発明には無効理由、発明寄与
度等にも問題があった。 

判例時報 
No.1880 
平 17.3.11

 
事事例例研研究究そそのの 77  豊豊田田中中央央研研究究所所事事件件  
 
最新の判例に豊田中央研究所事件(東京地裁平 16.(ﾜ)27028 号、平 18.3.9 判決)があります。同社
の元研究員越智正明氏が本人訴訟で前雇用主である㈱豊田中央研究所に対し、職務発明の平成 17
年 3月までの対価 91億円余の内金 50億円を請求した事件です。 
直噴式エンジン用の燃料噴射弁に関する数値限定特許です。 
判決によると、原告の届出発明に対して被告の当該技術の熟練研究者 B(原告の元上司で、その後
知的財産部門に所属)が綿密に先行技術調査を行い、提案発明には特許性がないと認定した。訴外
Ｆ(当該技術の専門家)等関係者が追加実験を行い、Ｂ及びＦが特許権の取得可能な数値限定された
発明に仕立てて特許出願し、本件特許権を取得した。 
特許発明の貢献度は被告・元雇用主が 90％、原告が 3％、Ｂが 5％、Ｆが 2％であると認定した。
原告は在任中に約 71万円の発明補償を受け、昇格・昇給への反映もあったと認定の上、被告は原
告に対し 54.9 万円及び延滞利子を支払えと命じた(主文 1)。 
 
(1) 特許第 2609929 号の特許請求の範囲 
「弁体に設けた弁孔に摺嵌された針弁と、該針弁の先端分が当接する前記弁孔の弁座部と、該弁座
部に連通するサック部と、該サック部に連通し且つ弁体先端に開口すると共に噴射弁外周壁側に外
端を有し噴射弁内周壁に外端を有し噴射弁内周壁に内端を有するスリット状噴孔からなり、前記内
端の幅Ｗ、該長手方向に沿った長さＬ1が、 
Ｌ1≧4.5Ｗ  
であることを特徴とする燃料噴射弁」 
 
(2) 本判決の注目点 
a．原告は本人訴訟(補佐人は越智俊郎弁理士)で、被告の代理人黒田健二弁護士は豊田合成事件の
豊田合成㈱側の代理人で、両者は職務発明について熟知していたでしょう。 
ｂ．「Ｌ1≧4.5Ｗ」のような限定クレームの場合は、発明の要部を基に発明部分の単価を算定する
のが一般的です。原告は被告の経営形態を熟知の上での本人訴訟ですからから、訴状に述べてい
る内金 50億円を請求する算定式等は本人の意思でしょう。 



細川 学著             Strategy Management Consulting, Inc. All Rights Reserved 
 

 62

ｃ．真正発明者の否定 
 特許公報に記載の発明者は越智正明氏と河村清美氏です。被告は「Ｌ1≧4.5Ｗ」を導き出す実験
をしたのはＦであり、Ｆが真正発明者であると主張しましたが、判決では、その実験は B の指
示によるものであるとし、貢献度を原告が 3％、Ｂが 5％、Ｆが 2％であると認定しました。特
許権者自身が発明者を否認したことに違和感を持ちますが、本件以外にも特許権者が真正発明者
を否定した事件は結構あります。表 1参照 

 
 

特特許許権権者者のの責責任任  

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

特許権者自身が真正発明者や特許性を否
定できますか 

○1 わが国の特許法では真正発明者である旨の宣誓も、最先で発明であると信じる旨の
宣言も不要ですから、特許権者が職務発明の紛争時に真正発明者の否定や、特許権
の無効理由の申立てをできますが、その申立てには義務を伴います。 
○2 布井要太郎弁護士は判例時報 1907 号において、クレーム解釈における契約説と法
規範説を論じています。特許請求の範囲は特許権者の社会に対する「契約」である
と共にクレームの範囲は「法規範」ですから、特許権者は社会に対し解釈を公平性
に保つ義務があります。 
○3 従って、特許権者はクレームの解釈に影響するような主張をした場合は、速やかに
社会に対する責任を果す行動、例えば訂正審判等をすべきでしょう。発明者につい
ても放置できないでしょう。 
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職務著作物についてどんな事件が
起きていますか 

○1 著作権法第 15条は、職務著作物について「相当の対価を受ける権利」を認めていませ
ん。従って職務著作物の対価についての紛争例はありません。 
○2 同法第 15 条第 1 項において、職務著作物の著作者はその従業者等が勤務する法人等
とすると定められ、第 2 項において別段の定めのない限り職務プログラムの著作者も
同様に法人等とすると定められています。職務著作物及び職務プログラムについて、
観光ビザで入国した中国人の著作者に関する職務著作物紛争が有りますが、職務著作
物と認められ、中国人が敗訴しました。 
○3 職務著作物の著作者が争われた例はアニメ映画の分野であります。超時空要塞マクロ
ス事件においては、アニメに登城する戦闘機や登場人物の図柄はスタジオ「ぬえ」が
創作し、その図柄を用いてアニメ映画したのは「滝の子」プロダクションでした。「滝
の子」は「ぬえ」に図柄制作費の大部分を支払いました。 
 東京地裁平 13(ﾜ)1844 号判決は、アニメ図柄は職務著作物であり、著作者は「ぬえ」
が法人著作者であると判示しました。アニメ映画の著作者は「滝の子」と認定しまし
た。 
○4 映画の著作物の著作者については激しい紛争があります。例えばアニメ映画「宇宙戦
艦大和」事件では、著名な漫画家松本零士がアニメ映画に登城する戦艦大和や登場人
物を創作し、プロジューサ甲がストーリを創作しアニメ映画を完成させた。原告－被
告間において映画の製作段階における関与の実体について激しい論争があったが、判
決は、著作権法第 16 条第 1 項を厳格に解釈し、製作、監督、演出、撮影、美術等を
担当して映画の著作物の全体的形成に創作的に寄与した者はプロジューサ甲であり、
アニメ映画「宇宙戦艦大和」の著作者であると判示し、漫画家松本零士の請求を退け
ました。松本零士が創作した図柄の著作者は当然松本零士です。 
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表 1 職務発明に関する最近の判例の要旨 
 

請求と判決 貢献度 事件の被告

会社 

判決日 

 請求額 判決額 会社 発明者 

職務発明の対象 

その他の重要な判示 

㈱豊田中央

研究所 

東京地裁 

平 18.3.9 

内金 

50 億円 

54.9 万円 90％ 三人 

10％ 

原告届出の発明には特許性がなく、

原告の貢献度は３％ 

和光純薬工

業㈱ 

東京地裁 

平 18.1.30 

内金 5,000

万円 

０円  ゼロ 請求人は真の発明者でない 

大塚製薬㈱ 東京地裁 

平 17.11.16

内金 

1 億円 

０円  判示なし 時効(製品販売後 10 年経過)により

請求権は消滅している 

ﾌｧｲｻﾞｰ㈱ 東京地裁 

平 17.９.13 

10 億円 0 円  ゼロ 特許公報に掲載されている者は真

の発明者ではない 

住友化学㈱ 大阪地裁 

平 17.4.28 

1 億円 ０円  判示なし 時効(製品販売後 10 年経過)により

請求権は消滅している 

㈱東芝 東京地裁 

平 16.9.30 

5,000 万円 0 円  判示なし 時効(特許権譲渡後 10 年経過)によ

り請求権は消滅している 

味の素㈱ 東京地裁 

平 16.2.24 

内金 

20 億円 

1.9 億円 95％ 二人 

5％ 

属地主義を否定し、国内外のﾗｲｾﾝｽ

収入を対価に算入 

日亜化学工

業㈱ 

東京地裁 

平 16.1.30 

東京高裁和解 

平 17.1.11 

200 億円 

 

201 億円 

200 億円 

(請求額) 

和解6億円

 

50％

 

95％

50％ 

 

5％ 

相当の対価は604億円、請求額200

億円の満額判決 

和解金6億円＋遅延損害金＝8.4 億

円で和解 

中央建鉄㈱ 東京地裁 

平 15.11.26

約4298万円 120 万円 95％ 二人 

５％ 

自社実施のみはﾗｲｾﾝｽ収入を仮定

し、売上の 1.5％とする 

日立金属㈱ 東京地裁 

平 15.8.29 

8975 万円 1233 万円

 

90％ 10％ ﾗｲｾﾝｽ収入を対象、二審でその後の

収入分 136万円を追加 

ｵﾘﾝﾊﾟｽ㈱ 最高裁 

平 15.4.22 

2 億円 228.9 万円 40％ 60％ 原告特許は諸隈特許(光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ基

本特許)の関連特許と認定 

育良精機㈱ 水戸地裁 

平 15.4.10 

5 億円 譲渡：1708 万円、

職務発明：200万

50％ 

 

入社時に持参した考案に無償はな

い。黙示の約束は有効 

㈱日立製作

所 

東京地裁 

平 14.11.29

予備的に 

9 億円 

合計 

3507 万円

80％ 三人 

20％ 

日本のﾗｲｾﾝｽ収入を対価の対象とす

る。属地主義を採用 

㈱三徳 大阪地裁 

平 14.5.23 

3000 万円 200 万円 50％ 50％ 真正発明者の補正を認める。子会社

の実施を職務発明の対価 
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１． 職務発明紛争は企業の存亡に係る大事件 

(１) 日亜事件における職務発明200億円の支払い命令はわが国産業界の秩序を根底から瓦解させ
ました。東北大学の舛岡教授は「中村さんが 200 億円なら私は 2 兆円」と発言しています。
職務発明訴訟は内部告発と同様に企業の実態が白日の下に晒されます。支払うべき対価の額
以上に企業の研究開発体制や営業秘密の漏洩、信用の失墜等が大きくなります。職務発明訴
訟は企業の存亡に係る訴訟です。 

(2)企業においては社長と従業員、上司と部下、学歴、同僚時代の評価等はいつまでも認識が付
いて回る傾向があります。職務発明訴訟の場合、原告は現在の自分の実力を主張し、被告側
の特に社長は「あいつを拾ってやって飯を食わせた」という意識が消えません。原告は自分
の成長に感謝し、被告会社はかつての従業員の現在の実力を認める度量で、和解の道を探る
べきです。 

 

２． 賢い紛争 

(１) 職務発明紛争によって得るもの(借方)と失うもの(貸方)をバランスシート上に書いて見ま
す。原告の借方は裁判で予想される判決金額であり、貸方は弁護士等の裁判費用です。これ
で原告の職発明訴訟バランスシートが作れます。しかし被告会社側には裁判で得られる金銭
は全くなく、借方勘定はゼロです。一方的に出費と不利益のみ生じます。被告会社の職発明
訴訟バランスシートは損金と不利益ばかりです。その損金を減らそうとすれば研究開発の実
体をスッポンポンに開示しなければならなくなり、それを嫌がれば日亜事件、日立事件のよ
うな高額判決になるおそれがあります。 

(２) よって被告会社の職務発明バランスシートの貸方に対象特許発明の排他的独占権から生
まれる価値を入れ、その価値に見合う職務発明対価の限度額と予想弁護士料を貸方に入れま
す。借方の金額が確定できれば支払い可能な職務発明対価の限度額が計算できます。この限
度額を頭に入れて和解交渉をすべきです。 

(３) 元従業員との職務発明紛争は法廷の場で会社の秘密が丸裸にされます。職務発明、職務著
作物及び営業秘密に関する訴訟は避けるべきです。 

 

３． 不純な紛争 

   別件の特許権侵害訴訟から派生する職務発明紛争は事件が泥沼化し、引き際を失い、争点が錯
綜し、打開の糸口を失い、高額判決になるおそれがあります。慎むべきです。 

 

職務発明の紛争対策 
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4．日亜事件における訴訟対象の職務発明特許権 

特許第 2628404 号(「404 特許」と略称する) 
登録日：平成 9年(1997)4 月 18 日       
出願日：平成 2年(1990)10 月 25 日      
特許権者：日亜化学工業株式会社 
発明者：中村修二 
発明の名称：半導体結晶幕の成長方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図の説明：1は基盤、2は反応ガス噴射管、3は副噴射管、4はサブセプター、5はシャフト、6は反
応容器、7はヒータ、8は排気口、12は放射温度計 

 
特許請求の範囲 請求項 1 
「加熱された基盤の表面に、基盤に対して平行ないし傾斜する方向と、基盤に対し実質的に垂直な方
向からガスを供給して、加熱された基盤の表面に半導体結晶膜を生成させる方法において、基盤の
表面に並行ないし傾斜する方向には反応ガスを供給し、基盤の表面に対して実質的に垂直な方向に
は、反応ガスを含まない不活性ガスの押圧ガス供給し、不活性ガスである押圧ガスが、基盤の表
面に平行ないし傾斜する方向に供給される反応ガスを基盤表面に吹き付ける方向に方向を変更
させて、半導体結晶膜を生成させることを特徴とする半導体結晶膜の成長方法」  

 
図 1 色光の三原色 
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5．日立金属事件 

特許第 2130245 号及び第 2677498 号 
特許権者：日立金属㈱、発明者：原告元従業員 
発明の名称：鉄-希土類-窒素系永久磁石材料の製造方法 
 

 
注：日立金属職務発明事件(東京地裁平 14(ﾜ)16635 号、平 15.8.15 判決)では、○1 職務発明の対価の
対象は排他的独占権の部分、○2 特許の取得費用 40万円／件、○3 発明創出費 1.5 億円／件として
いる。そのバランスシートを下表に示す。 

(１) 職務発明の対価対象額Ｙ＝ライセンス収入＋優越的な営業利益(特許権の存在により特別に儲
かる営業利益) 

(２) 本件特許発明の発明者は原告一人である。争点はライセンス収入に対する職務発明の対価であ
り、不足があるとする原告と褒賞や処遇で十分報いたとする会社が相当の対価の額を争った。 

(３) 本件判決理由において、○2 特許の取得費用 40 万円／件、○3 発明創出費 1.5 億円／件が明記さ
れている。弁護士等の訴訟経費と優越的な営業利益については言及がない。 

(４) 本件程度の訴訟費用は約 2500 万円と推定される。特許権者の優越的な営業利益は一般的にラ
イセンス収入の 5倍程度と推定される。 

(５) 上記の条件で日立金属のバランスシートを作成すると下記のように推定する。 
時価評価利益額＝借方－貸方＝7.2 億円－5.1 億円＝2.1 億円 

(６) 特許請求の範囲：「主構成元素としてＮを含む永久磁石材料の製造方法であって、予めＮ含有
量が最終組成より少ない原材料を作成し、前記原材料を粉砕して粉体を得て、前記粉体をＮ含
む気体中で処理することによりＮを侵入させて最終組成とすることを特徴とする鉄-希土類-窒
素系永久磁石材料の製造方法」 

 

 

日立金属事件判決

において、職務発

明の対価はライセ

ンス収入等の排他

独占権の利益から

必要経費を控除し

た額を基に算定す

る、と判示された

事例 

「窒素磁石」に係る発明

の対価請求事件、東京地

裁平 14(ﾜ)16635 号、平

15.8.29 民 47 部判決、

一部容認、一部棄却(控

訴) 

日立金属の元従業員で「窒素磁石」の発明者(原告)

が受取った職務発明の対価 103.7 万円を不服とし

て不足額8,974.9万円の支払いを請求した事件であ

る。原告の要求は排他独占権による会社の収入(約 2

億円)から特許取得諸経費を除外した額を相当の対

価と主張し、会社はｷｬｯｼｭﾌﾛｰを主張した。判決は、

会社側に会社の寄与度を 90％とし、差引不足額

1,232.5 万円の支払いを命じた。なお本件に関する

控訴審である東京高裁の判決が平成 16 年 4 月 27

日にあり、前審後の確定した実施料が発生している

として、その分の対価 136万 2千円の追加支払いを

命じた。 

判例時報 

No.1835 

平 15.12.11 
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6．日立金属事件における職務発明のバランスシートの試算 

 
借方 貸方 

無形資産の部(時価評価額) 負債の部(取得原価、維持費、人件費等) 
原告発明の総時価 

訴外発明 96件の価値 時価不明
訴訟対象特許 3件の価値 
 
b． ライセンス収入 
c． 優越的営業利益β(ラ
イセンス収入の 5 倍
と推定) 

d． 原告発明の海外特許  
e． 損害賠償金獲得額 
f． 社会貢献評価額 
g． その他の価値 

推定：7.2 億円
(1.2 億円＋β) 

1.2 億円
β≒6 億円

 
 

時価不明
不明
不明
不明

特許創出原価(研究費) 
発明活動期間の人件費 
知的財産関係人件費○2  
権利取得及び維持費○1  
職務発明褒賞費 
無効審判請求費 
海外権利取及び維持費 
ライセンス交渉費用 
活動不明 
存在不明 
存在不明 
本件訴訟の判決の金額 
訴訟経費 

4.4 億円
2000 万円
600 万円

1130 万円 
103.7 万円
○1 ○2 に含む
○1 ○2 に含む
○1 ○2 に含む

不明
不明
不明

11,288,000 円 
推定 2500 万円

ブランドの時価 不明 PR等のイメージ戦略費用 不明

仮保護の権利 不明 審査請求料 ○1 に含む
審査請求なしの件数 不明 無駄な出願の費用 ○1 に含む
拒絶査定件数 不明 営業秘密の開示損 不明
時価評価額合計 7.2 億円 取得原価等の経費合計 5.1 億円
 時価評価利益額 2.1 億円

合計 7.2 億円 合計 7.2 億円
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7．日亜事件における東京高裁の和解勧告 

 職務発明の対価の算定式 
 ・平成 6年～平成 14年 
  対価＝日亜の年間売上高×青色 LEDの寄与度(0.5)×排他的売上利益率(0.1) 

×中村氏の寄与度(0.05) 
    ＝日亜の年間売上高×0.5×0.1×0.05 
・平成 15 年以降 
対価＝平成 6年～平成 14年までの平均対価×9×調整率(0.7) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

判決の注目点 事件番号 判決の概要 出典 

一審東京地裁にお

ける職務発明対価

200 億円の判決の

控訴審において、

和解勧告があり、

対価 6 億円、延滞

損害金 2.3 億円で

和解が成立した事

例 

特許権持分移転手続等

請求控訴事件、特許権持

分移転手続等請求附帯

控訴事件、東京高裁平

16(ﾈ)962 号・2177 号、

平 17.1.11、知財部部、

和解 

青色発光ダイオードの特許発明に関する職務発

明の対価等に関する訴訟(原告中村修二、被告日

亜)に於いて、一審東京地裁は 200 億円の判決が

あり、被告が控訴した。二審東京高裁は、404特

許を含む登録特許 191件、登録実用新案 4件、継

続中の特許出願 112 件及びこれらに関連するノ

ウハウ、営業秘密等を包括した対価として6億円、

延滞損金 2.3 億円とする和解勧告を示し、両者共

同意した。 

判例時報 

No.1879 

平 17.3.1 

 
 

売上高と職務発明の対価
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8．消滅時効 

 職務発明の相当対価の請求には消滅時効がある。商法 522 条［債権の消滅時効］では、商行為に
因りて生したる債権の消滅時効は 5 年とする、としている。民法 166 条［消滅時効期間の原則］
では、債権は 10年間之を行なわざるに因りて消滅する、としている。 
 東芝事件では、職務発明の相当対価の消滅時効に民法 166 条所定の 10年を適用し、その起算日を
発明褒賞規定で定める「毎年分の評価に基づいて分割支払いされる」とする趣旨に従い、その発生
年度より起算される、と判示した。勤務規則等で相当対価の支払いが規定されていないときは「発
明の譲渡日」となる。例えば、勤務規則等で「相当対価の支払いを特許権登録後 3 年まで」とし
た場合でも、その後に請求すべき相当対価が発生していれば、発明者にそれを請求する権利があり、
その消滅時効も発生の時から起算される。 
 
判決の注目点 事件番号 判決の概要 出典 

職務発明の相当対

価の消滅時効が民

法166条所定の10

年とし、発明褒章

規定で毎年分の評

価で定めるとして

いる場合はその年

とした事例 

褒賞金請求事件、東京地

裁平 15(ﾜ)26311 号、平

16.9.30、民 46部判決、

棄却(控訴) 

東芝は職務発明規定に相当対価を毎年評価して支

払うと規定している。元従業員の電気温水器に関す

る職務発明特許権は平成4年4月1日に東芝設備に

譲渡した。同社は第 7年度分の特許料を納付せず、

特許権は消滅した。元従業員は 15年 11 月 18日に

相当対価の不足分として 5000 万円の支払いを要求

する訴を提起した。判決は、民法消滅時効の起算日

を特許権譲渡日とし、時効により請求権は存在しな

い、と判示した。本件発明には無効理由、発明への

寄与度等にも問題があった。 

判例時報 

No.1880 

平 17.3.11 
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第15.6 講 職務発明に関する判例集 
 
職務発明に関する判例集 
判決の注目点 事件番号 判決の概要 出典 

医薬品物質発明
に対する職務発
明の対価請求権
は時効により消
滅し、用途発明
は実施がないと
された事例 

補償金請求事件、東
京 地 裁 平
15(ﾜ )29080 号、平
17.11.16 民 29 部判
決、棄却(控訴) 

原告は被告大塚製薬の元従業員(部長職)で、医
薬品の物質特許発明と用途特許発明を共同で
行い、社内規定により出願補償、登録補償及び
実績補償を受けたが、その額を不服として 1
億円を請求する訴を提起した。判決は、時効は
大塚製薬の実施日(平元年 12.31)から起算さ
れ、平 11.12.31 に請求権は消滅した、として
原告の請求を棄却した。なお用途発明も実施が
ないととして棄却した。 

判例時報 
No.1927 
平
18.6.21 

(1) 味の素の元
研究所長成瀬昌
芳氏が職務発明
の対価を 113億
円とし、その内
金 20 億円の支
払いを請求した
事件で、約 10％
の 1.9 億円が容
認された事例 

特許権持分移転登録
手続等請求事件、東
京 地 裁 平
14(ﾜ )20521 号、平
16.2.24、民 47 部判
決、一部容認、一部
棄却､(控訴) 

人口甘味料ｱｽﾊﾟﾙﾁｰﾑの特許発明者が職務発明
の対価の内金 20 億円を請求した事件におい
て、判決は、特許法 35条には属地主義が認め
ず、海外メーカからのﾗｲｾﾝｽ収入を味の素の排
他的独占権による収入 79.7 億円とし、会社の
寄与度を 95％、共同発明者の寄与度を 50％と
し、既払いの 1000 万円を差引いた 1.9 億円の
支払いを命じた。厚生年金による原告の利益は
考慮されなかった。 

判例時報 
No.1853 
平
16.6.11 

一審東京地裁に
おける職務発明
対価 200億円の
判決の控訴審に
おいて、和解勧
告があり、対価
6 億円、延滞損
害金 2.3 億円で
和解が成立した
事例 

特許権持分移転手続
等請求控訴事件、特
許権持分移転手続等
請求附帯控訴事件、
東京高裁平 16(ﾈ)962
号 ・ 2177 号 、 平
17.1.11、知財部部、
和解 

青色発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞの特許発明に関する職務発明
の対価等に関する訴訟(原告中村修二、被告日
亜)に於いて、一審東京地裁は 200 億円の判決
があり、被告が控訴した。二審東京高裁は、
404 特許を含む登録特許 191 件、登録実用新
案 4 件、継続中の特許出願 112 件及びこれら
に関連するノウハウ、営業秘密等を包括した対
価として 6 億円、延滞損金 2.3 億円とする和
解勧告を示し、両者共同意した。 

判例時報 
No.1879 
平 17.3.1
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特許権持分確認等請
求事件、東京地裁平
13(ﾜ)17772 号、平
16.1.30 民 46 部判
決、一部容認、一部
棄却(控訴) 
( 中 間 判 決 ： 平
14.9.19、民 46 部中
間判決) 
 

青色発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞの特許発明について、元主任
研究者中村修二博士は特許第2628404号の職
務発明の対価 200 億円を請求する裁判におい
て、判決は、被告会社の本件特許権による利益
を 1208 億円と認定し、その半分の 604 億円
が相当の対価である。但し原告の請求は 200
億円であるから、職務発明の対価として 200
億円の支払いを命じた。 

(2) 日亜の元従
業員中村氏が訴
えた職務発明の
対価の支払いを
求めた裁判にお
いて、原告の請
求通り 200億円
の支払いを命じ
た事例 

17.1.11 東京高裁に
て和解(和解勧告書
参照) 

和解条件：中村博士の寄与度 5％、職務発明
の対価＝6 億円、延滞金＝2.4 億円 

判例時報 
中間判決 
No.1802 
平
15.1.21 
本判決 
No.1852 
平 16.6.1

(3) 日亜の元従
業員中村氏が訴
えた特許権の共
有持分の移転登
録請求が中間判
決により職務発
明であるとして
否認された事例 
(2)の中間判決 

特許権持分確認等請
求事件、東京地裁平
13(ﾜ )17772 号、平
14.9.19、民 46 部中
間判決 
 

青色発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞの特許発明について元主任研
究者中村氏は社命に反する「自由発明」である
として、○1共有部分の移転登録を求める、○2付
帯的に職務発明の対価 200 億円を求める裁判
において、判決は、押印欠落の鉛筆書き譲渡証
書を有効と認め共有部分の移転登録を否認す
る中間判決をした。又職務発明の対価は職務発
明であることが確定した後審理するとし、相当
の対価は強行規定であるから裁判所により確
定すると中間判示した。 

判例時報 
No.1802 
平
15.1.21 

(4) 中央建鉄の
社内実施のみの
実用新案権の職
務発明の対価に
ついて、他へ実
施させた場合の
実施料相当額を
対価と判示した
(東京方式)事例 

実用新案権報酬金請
求事件、東京地裁平
13(ﾜ )20929 号、平
15.11.26、民 29 部判
決、一部容認、一部
棄却､(確定) 

他からのﾗｲｾﾝｽ収入等がない社内実施のみの場
合における職務発明に対する対価の算定方式
には東京方式と大阪方式がある。中央建鉄の元
従業員伊奈潔氏は環境予測システムの全体の
売上高も基に対価(4298 万円余)の請求をし
た。判決は、本件考案の売上増への寄与分を
1.5％と算定し、それを他に実施許諾した場合
の実施料率 5％、貢献度 50％として相当額
(120万円)を職務発明の対価として支払うよう
命じた。 

判例時報 
No.1846 
平 16.4.1

(5a) 日 立 金 属
「窒素磁石」事
件控訴審判決に
おいて、職務発
明に対する会社
の 寄 与 度 を
90％とする前審
判決が支持さ
れ、前審後の実
施料分の対価と

「窒素磁石」に係る
発明の対価請求事
件 、 東 京 高 裁 平
15( ﾈ )4867 号、平
16.4.27 知財 3 部判
決、一部取消、1部控
訴棄却(上告) 
一 審 東 京 地 裁 平
14(ﾜ )16635 号、平
15.8.29民47部判決

下記(5)の事件の控訴審判決であり、主な争点
は一審における会社の寄与度 90％の妥当性と
必要経費の算定方法であった。判決は、会社が
主張した割引ｷｬｯｼｭﾌﾛｰは否認したが、会社の
「窒素磁石」事業は赤字と認定し、ﾗｲｾﾝｽ収入
の 90％を会社の寄与度とし、職務発明の対価
を 10％と判示した。その上で、一審判決後の
ﾗｲｾﾝｽ収入分の対価136万2千円の追加支払い
を命じた。勤務規則等により権利の譲渡契約が
成立しても、対価の算定は職務発明のよる会社

判例時報 
No.1872 
平
16.12.21
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して136万 2千
円の追加支払い
命じた事例 

の収入により妥当な対価を支払うべきとする
ことを明確にした。 

(5) 日立金属事
件判決におい
て、職務発明の
対価はﾗｲｾﾝｽ収
入等の排他独占
権の利益から必
要経費を控除し
た額を基に算定
する、と判示さ
れた事例 

「窒素磁石」に係る
発明の対価請求事
件 、 東 京 地 裁 平
14(ﾜ )16635 号、平
15.8.29 民 47 部判
決、一部容認、一部
棄却(控訴) 

日立金属の元従業員で「窒素磁石」の発明者(原
告)が受取った職務発明の対価 103.7 万円を不
服として不足額 8,974.9 万円の支払いを請求
した事件である。原告の要求は排他独占権によ
る会社の収入(約2億円)から特許取得諸経費を
除外した額を相当の対価と主張し、会社はｷｬｯ
ｼｭﾌﾛｰを主張した。判決は、会社側に会社の寄
与度を 90％とし、差引不足額 1,232.5 万円の
支払いを命じた。なお本件に関する控訴審であ
る東京高裁の判決が平成 16 年 4 月 27 日にあ
り、第一審後の確定した実施料が発生している
として、その分の対価 136 万 2 千円の追加支
払いを命じた。 

判例時報 
No.1835 
平
15.12.11

(6) ｵﾘﾝﾊﾟｽ事件
最高裁判決にお
いて、職務発明
対価の不足額の
請求権と時効不
成立が認めたら
れた事例 

損害賠償請求事件、
最高裁平13(受)1256
号、平.15.4.22、最
高裁小法廷判決、上
告棄却､一審東京地
裁平 7(ﾜ)3841 号、平
11．4.16 判決、二審
東 京 高 裁 平
11(ﾈ)3208 号、平 13.
５,22 判決 

ｵﾘﾝﾊﾟｽの元従業員は職務発明について同社の
規定により受取った対価21万円を不服として
2 億円の対価を請求した事件であり、1 審、2
審とも不足対価228.9万円の支払いを命じた。
会社側が控訴した最高裁において、判決は、一
審、ニ審を支持し、不足額 228.9 万円の支払
いを命じ、時効成立も否認した。但し包括ｸﾛｽ
ﾗｲｾﾝｽに於ける本件発明の実施状況や公知例の
存在も勘案された。 

判例時報 
No.1822 
平
15.8.11 
参考： 
No.1690 
(１審) 
No.1753 
(2 審) 

(7) 元技術部長
坂本氏は請われ
て個人名義の実
用新案登録出願
を持参し育良精
機に入社し、同
考案商品化を事
業化した事件に
おいて、同登録
実用新案の対価
と職務発明の対
価が容認された
事例 

契約代金等請求事
件、水戸地裁土浦支
部平 8(ﾜ)202 号、兵
15.4.10 判決、一部容
認、一部棄却(控訴) 

元技術部長坂本氏が「油圧作動カッター」の実
案出願をもって育良精機に入社し、同考案と氏
のノウハウを用いて商品化した。同社は他に職
務発明対象の特許 1 件、実案 2 件、意匠 6 件
を取得した。坂本氏が持参した実案について、
契約書も対価の記載も無く、職務発明の対価の
約束もなかった。坂本氏はそれらの対価として
約 5 億円を請求した。判決は無名契約であっ
ても知的財産権に対する対価に支払いは当然
であるとし、持参実案の譲渡対価と職務発明の
対価の合計として、1908 万円の支払いを被告
らに命じた。 

判例時報 
No.1857 
平
16.7.21 

(8)CD ﾌﾟﾚｰﾔｰの
発明者である米
澤氏が職務発明
の対価として、

補償金請求事件、東
京 地 裁 平
10(ﾜ)16832 号(甲事
件)、同平 12(ﾜ)5572

日立製作所の元主任研究員米澤成二氏は職務
発明の対価として甲事件(光ﾃﾞｽｸﾌﾟﾚｰﾔｰ主発
明)では予備的に 9億円、乙事件(関連発明)では
7060 万円を請求した。国内外の日立の生産及

判例時報 
No.1807 
平
15.3.11 
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90.7億円を請求
した事件におい
て、両事件合計
3489 万円の支
払いを命じた事
例 

号 ( 乙 事 件 ) 、 平
14.11.29 民 29 部判
決、一部容認、一部
棄却(控訴) 

びﾗｲｾﾝｽ(包括を含む)収入に対する職務発明の
対価が争われた。判決は、発明の経緯、共同発
明者、特許発明の力、ﾗｲｾﾝｽ等を審理し、属地
主義に立脚し、日立の収入を 2.5 億円とし、日
立の貢献度を 80％、共同発明者の貢献度を
30％とし、甲事件は 3494 万円弱、乙事件は
13万円強の支払いを命じた。 

(9)経済・技術の
両面で従属関係
にある会社が行
った特許出願の
発明者を真正者
に補正し、職務
発明の対価を容
認した事例 

売買代金等請求事
件 、 大 阪 地 裁 平
11(ﾜ )12699 号、平
14.5.23、民 21 判決、
一部容認、一部棄却
(控訴＜和解＞) 

下請関係の親会社の技術により有用元素の回
収を行う子会社が特許性に疑義あるとして発
明者を冒認する特許出願した。その特許権につ
いて親会社の真正発明者滝川修氏が補正と職
務発明の対価を求める訴訟において、判決は、
発明者掲載権により真正発明者名の補正を容
認し、従業者ではない真正発明者に対する法の
類推解釈により職務発明の対価 200 万円の支
払い命じた。 

判例時報 
No.1825 
平
15.9.11 

(10)中国人の 2
人が健康食品会
社を設立し、振
興公社より研究
費 400万円を受
領した会社に於
ける職務発明の
対価が容認され
た事例 

研究開発費等請求事
件(第 1事件)、貸金等
請求事件(第 2事件)、
東 京 地 裁 平
14(ﾜ)22594 号(第 1
事 件 ) 、 同 平
15(ﾜ)25068 号(第 2
事件)、平 16.7.23 民
46部判決、一部容認、
一部棄却(確定) 

医学博士である第 1 事件原告(第 2 事件被告)
は健康食品に関する発明を出資し、被告(第 2
事件原告)と会社を設立し、わが国の振興公社
より研究費 400 万円を受領した。争点は①特
許権の帰属、②職務発明と対価、③社費の横領
である。判決は、①特許権は会社に帰属する、
②販売が無くても研究費を収入とし、会社の寄
与度 40％、共同研究の貢献度 80％とし、192
万円の支払いを命じた。③横領の事実はないと
判示した。 

判例時報 
No.1889 
平
17.6.11 
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           判決日     判決の要点 

(1) 味の素事件――― H16.2.24：属地主義を否定する。内外のﾗｲｾﾝｽ収入を職務発明の対価に算入する。 

(2) 日亜事件 ――― H16.1.30：利益率を 20％と推定し、利益の 50％を職務発明の対価とする。 

  Ｈ17.1.11：東京高裁にて和解、職務発明の対価は利益の 5％、6億円とする。延滞金は 2.4億円 

(3) 日亜事件中間判決―H14.9.19：特許を受ける権利の譲渡は黙示で足りる。 

(4) 中央建鉄事件 ――H15.11.26：自社実施のみの場合の対価は、ﾗｲｾﾝｽ収入を仮定して対価を決める。 

(5) 日立金属事件―――H15.8.29：対価の対象をﾗｲｾﾝｽ収入とする。東京地裁後の収入も加算する。 

(6) ｵﾘﾝﾊﾟｽ事件 ―――H15.4.22：特許法 35条、3、4項は強行規定、相当な対価は発明の価値とする。 

(7) 育良精機事件―――H15.4.10：請われて入社したときの黙示の約束は有効、知的財産権に無償なし。 

(8) 日立製作所事件――H14.11.29：職務発明の対価は属地主義である。海外からのﾗｲｾﾝｽ収入は除外する。 

(9) 三徳事件  ―――H14.5.23：子会社の実施も職務発明の対価の対象とする。 

 
 

請求と判決 貢献度 事件番号 判決日 
平成 請求額 判決額 会社 発明者

職務発明の対象 
その他の重要な判示 

(1)味の素 東 京 地 裁
16.2.24 

内金 
20 億円 

1.9 億円 95％ 二人 属地主義を否定し、国内外のﾗｲｾﾝｽ収入
を対価に算入 

東 京 地 裁
16.1.30 

200 億円 200 億円 
(請求額) 

50％ 単独 
(404
特許) 

相当の対価＝売上高×利益率20％×貢献
度 50％＝604 億円、請求額 200 億円の
満額判決 

(2)日亜 
 
 
 東京高裁和

解、17.1.11
201 億円 和解金6億

円 
95％ 5％ 相当の対価は利益の 5％ 

総ての知的財産について 
(3)日亜中間
判決 

東 京 地 裁
14.9.19 

持分の確
認 

職 務 発 明
と認定 

  特許を受ける権利の譲渡は黙示で足り
る 

(4)中央建鉄 東 京 地 裁
15.11.26 

約4298万
円 

120 万円、売上×
1.5％×5％×50％ 

二人 自社実施のみはﾗｲｾﾝｽ収入を仮定し、売
上の 1.5％とする 

(5)日立金属 東 京 地 裁
15.8.29 

8975 万円 1233 万円 90％ 単独 ﾗｲｾﾝｽ収入とし、控訴審ではその後の収
入分 136万円を追加 

(6)ｵﾘﾝﾊﾟｽ 最高裁 
平 15.4.22 

2 億円 228.9 万円 40％ 60％ 特許法 35 条は強行規定、原告特許は諸
隈特許(光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ基本特許)の関連特許
と認定 

(7)育良精機 水 戸 地 裁
15.4.10 

5 億円 譲渡：1708 万円(売上高の
0.5％)、職務発明：200万 

持参して入社した考案は無償でない、黙
示約束は有効、 

(8)日立製作
所 

東 京 地 裁
14.11.29 

予備的に 
9 億円 

合計 
3507 万円

80％ 三人 日本のﾗｲｾﾝｽ収入 
属地主義を採用 

(9)㈱三徳 大 阪 地 裁
14.5.23 

3000 万円 200 万円 50％ 単独 真正発明者の補正、子会社の実施を職務
発明の対価とする 

(10)日中医薬 東 京 地 裁
16.7.23 

231 万円 
特許権の
移転 

192 万円 40％ 60％ 実施が無くとも、研究助成金 400万円が
対価対象となる 
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第第 1155..７７講講  職職務務発発明明、、変変貌貌すするる判判例例  
 

１．職務発明の対価に関する判例の変貌 

  雇用主      判決日     判決の要点 
(10) 味の素事件・・・ H16.2.24：属地主義を否定し、内外のﾗｲｾﾝｽ収入を職務発明の対価に算入する。 

(11) 日亜事件 ・・・・H16.1.30：利益率を 20％と推定し、利益の 50％を職務発明の対価とする。 

(12) 日亜事件東京高裁・H17.1.11：発明者の寄与度 5％、職務発明の対価 6 億円、延滞金 2.4 億円で和解 

(13) 日亜事件中間判決・H14.9.19：特許を受ける権利の譲渡は黙示で足りる。 

(14) 中央建鉄事件・・ H15.11.26：自社実施のみの場合の対価は、ﾗｲｾﾝｽ収入を仮定して定める。 

(15) 日立金属事件・・・H15.8.29：対価の対象をﾗｲｾﾝｽ収入とする。東京地裁後の収入も加算する。 

(16) ｵﾘﾝﾊﾟｽ事件 ・・・H15.4.22：特許法 35 条 3 項、4 項は強行規定、相当な対価は発明の価値とする。 

(17) 育良精機事件・・・H15.4.10：請われて入社したときの黙示の約束は有効、知的財産権に無償はない。 

(18) 日立製作所事件・・H14.11.29：職務発明の対価は属地主義である。海外からのﾗｲｾﾝｽ収入は除外する。 

(10) 三徳事件・・・・H14.5.23：子会社の実施も職務発明の対価の対象とする。 
 

２．変貌の要点 

   従来の考え方            新しい判例 
              
 
                   
             
 
 
                 
 
  
 
 
              
 
 
                 
 
 
 
 

対価は当該会社の実施を基

に勤務規則等で定める。 
(9)子会社の実施も対価に算入する。 
(8)対価の算定は属地主義とし、国内のライセンス
収入を基に算定する。 

(1)属地主義を否定し、外国に於けるライセンス収入も対価に算入する。 

勤務規則等により一旦支

払われた対価(褒賞)は確
定している。 

契約は明文の書面が必要

である。 
(7)黙示の約束は有効、知的財産権に無償はない 
(3)特許を受ける権利の譲渡は黙示で足りる。 

(6)特許法 35条 3項、4項は強行規定である。相当
の対価は発明の価値とし、訴があれば判決による。 

(5)対価の対象範囲はライセンス収入とし、その額
を基により相当の対価を算定する。 

社内の実施は会社の通常

実施権による。職務発明

の対価は褒賞で足りる。 

(4)ライセンス契約を仮定して対価を算定する。 
(2)事業利益率を 20％と想定し、その 50％を職務発
明の対価とする。 
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３３．．各各事事件件おおけけるる判判決決のの概概要要  

  

請求と判決 貢献度 事件の当事

会社 

判決日 

平成 請求額 判決額 会社 発明者

職務発明の対象 

その他の重要な判示 

(1)味の素 東 京 地 裁

16.2.24 

内金 

20 億円 

1.9 億円 95％ 二人 属地主義を否定し、国内外のﾗｲｾﾝｽ収入

を対価に算入 

(2)日亜 東 京 地 裁

16.1.30 

 

東京高裁 

和解 17.1.11 

200 億円 

 

 

201 億円 

200 億円 

(請求額) 

 

和解6億円

高 裁 の 提

示金額 

50％ 

 

 

95％ 

単独 

(404

特許) 

共同発

明を含

む 

相当の対価＝売上高×利益率20％×貢献

度 50％＝604 億円、請求額 200 億円の

満額判決 

発明者の貢献度を 5％とし、遅延損害金

2.4 億円を含め、8.4 億円で和解成立 

(3)日亜中間

判決 

東 京 地 裁

14.9.19 

持分の確

認 

職 務 発 明

と認定 

  特許を受ける権利の譲渡は黙示で足り

る 

(4)中央建鉄 東 京 地 裁

15.11.26 

約4298万

円 

120 万円、売上×

1.5％×5％×50％ 

二人 自社実施のみはﾗｲｾﾝｽ収入を仮定し、売

上の 1.5％とする 

(5)日立金属 東 京 地 裁

15.8.29 

8975 万円 1233 万円 90％ 単独 職務発明の対象をﾗｲｾﾝｽ収入とする。控

訴審ではその後のﾗｲｾﾝｽ収入分 136 万円

を追加 

(6)ｵﾘﾝﾊﾟｽ 最高裁 

平 15.4.22 

2 億円 228.9 万円 40％ 60％ 特許法 35 条は強行規定、原告特許は諸

隈特許(光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ基本特許)の関連特許

と認定 

(7)育良精機 水 戸 地 裁

15.4.10 

5 億円 譲渡：1708 万円(売上高の

0.5％)、職務発明：200万 

原告が持参して入社した考案に無償は

あり得ない。黙示の約束は有効 

(8)日立製作

所 

東 京 地 裁

14.11.29 

予備的に 

9 億円 

合計 

3507 万円

80％ 三人 日本のﾗｲｾﾝｽ収入を対価の対象とする。

属地主義を採用 

(9)㈱三徳 大 阪 地 裁

14.5.23 

3000 万円 200 万円 50％ 単独 真正発明者の補正を認める。子会社の実

施を職務発明の対価とする 
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判決の注目点 事件番号 判決の概要 出典 

(1)味の素の元研究
所長成瀬昌芳氏が
職務発明の対価を
113 億円とし、そ
の内金20億円の支
払いを請求した事
件で、約10％の1.9
億円が容認された
事例 

特許権持分移転登録手
続等請求事件、東京地裁
平 14(ﾜ)20521 号、平
16.2.24、民 47部判決、
一部容認、一部棄却､(控
訴) 

人口甘味料ｱｽﾊﾟﾙﾁｰﾑの特許発明者が職務発明の対
価の内金 20億円を請求した事件において、判決は、
特許法 35 条には属地主義が認めず、海外メーカか
らのﾗｲｾﾝｽ収入を味の素の排他的独占権による収入
79.7 億円とし、会社の寄与度を 95％、共同発明者
の寄与度を 50％とし、既払いの 1000 万円を差引い
た 1.9 億円の支払いを命じた。厚生年金による原告
の利益は考慮されなかった。 

判例時報 
No.1853 
平 16.6.11 

(2)日亜の元従業員
中村氏が訴えた職
務発明の対価の支
払いを求めた裁判
において、原告の
請求通り 200 億円
の支払いを命じた
事例 

特許権持分確認等請求
事 件 、 東 京 地 裁 平
13( ﾜ )17772 号 、 平
16.1.30 民 46 部判決、
一部容認、一部棄却(控
訴) 
( 中間判決：平 14.9.19、
民 46部中間判決) 
 
17.1.11 東京高裁にて、
高裁指導で和解 

青色発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞの特許発明について、元主任研究
者中村修二博士は特許第 2628404 号の職務発明の
対価 200億円を請求する裁判において、判決は、被
告会社の本件特許権による利益を 1208 億円と認定
し、その半分の 604億円が相当の対価である。但し
原告の請求は 200億円であるから、職務発明の対価
として 200億円の支払いを命じた。 
和解条件：中村博士の寄与度 5％、職務発明の対価
=6億円、延滞損害金=2.4 億円 

判例時報 
中間判決 
No.1802 
平 15.1.21 
本判決 
No.1852 
平 16.6.1 

(3)日亜の元従業員
中村氏が訴えた特
許権の共有持分の
移転登録請求が中
間判決により職務
発明であるとして
否認された事例 
(2)の中間判決 

特許権持分確認等請求
事 件 、 東 京 地 裁 平
13( ﾜ )17772 号 、 平
14.9.19、民 46部中間判
決 
 

青色発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞの特許発明について元主任研究者
中村氏は社命に反する「自由発明」であるとして、
○1 共有部分の移転登録を求める、○2 付帯的に職務発
明の対価 200 億円を求める裁判において、判決は、
押印欠落の鉛筆書き譲渡証書を有効と認め共有部
分の移転登録を否認する中間判決をした。又職務発
明の対価は職務発明であることが確定した後審理
するとし、相当の対価は強行規定であるから裁判所
により確定すると中間判示した。 

判例時報 
No.1802 
平 15.1.21 

(4)中央建鉄の社内
実施のみの実用新
案権の職務発明の
対価について、他
へ実施させた場合
の実施料相当額を
対価と判示した(東
京方式)事例 

実用新案権報酬金請求
事 件 、 東 京 地 裁 平
13( ﾜ )20929 号 、 平
15.11.26、民 29部判決、
一部容認、一部棄却､(確
定) 

他からのﾗｲｾﾝｽ収入等がない社内実施のみの場合に
おける職務発明に対する対価の算定方式には東京
方式と大阪方式がある。中央建鉄の元従業員伊奈潔
氏は環境予測システムの全体の売上高も基に対価
(4298 万円余)の請求をした。判決は、本件考案の売
上増への寄与分を 1.5％と算定し、それを他に実施
許諾した場合の実施料率 5％、貢献度 50％として相
当額(120 万円)を職務発明の対価として支払うよう
命じた。 

判例時報 
No.1846 
平 16.4.1 

(5)日立金属事件判
決において、職務
発明の対価はﾗｲｾﾝ

「窒素磁石」に係る発明
の対価請求事件、東京地
裁平 14(ﾜ)16635 号、平

日立金属の元従業員で「窒素磁石」の発明者(原告)
が受取った職務発明の対価 103.7 万円を不服とし
て不足額8,974.9万円の支払いを請求した事件であ

判例時報 
No.1835 
平 15.12.11 
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ｽ収入等の排他独
占権の利益から必
要経費を控除した
額を基に算定す
る、と判示された
事例 

15.8.29 民 47 部判決、
一部容認、一部棄却(控
訴) 

る。原告の要求は排他独占権による会社の収入(約 2
億円)から特許取得諸経費を除外した額を相当の対
価と主張し、会社はｷｬｯｼｭﾌﾛｰを主張した。判決は、
会社側に会社の寄与度を 90％とし、差引不足額
1,232.5 万円の支払いを命じた。なお本件に関する
控訴審である東京高裁の判決が平成 16 年 4 月 27
日にあり、第一審後の確定した実施料が発生してい
るとして、その分の対価 136 万 2千円の追加支払い
を命じた。 

(6)ｵﾘﾝﾊﾟｽ事件最高
裁判決において、
職務発明対価の不
足額の請求権と時
効不成立が認めた
られた事例 

損害賠償請求事件、最高
裁平 13(受)1256 号、
平.15.4.22、最高裁小法
廷判決、上告棄却､一審
東京地裁平7(ﾜ)3841号、
平 11．4.16 判決、二審
東京高裁平 11(ﾈ)3208
号、平 13.５,22 判決 

ｵﾘﾝﾊﾟｽの元従業員は職務発明について同社の規定
により受取った対価 21 万円を不服として 2 億円の
対価を請求した事件であり、1 審、2 審とも不足対
価 228.9 万円の支払いを命じた。会社側が控訴した
最高裁において、判決は、一審、ニ審を支持し、不
足額 228.9 万円の支払いを命じ、時効成立も否認し
た。但し包括ｸﾛｽﾗｲｾﾝｽに於ける本件発明の実施状況
や公知例の存在も勘案された。 

判例時報 
No.1822 
平 15.8.11 
参考： 
No.1690 
(１審) 
No.1753 
(2 審) 

(7)元技術部長坂本
氏は請われて個人
名義の実用新案登
録出願を持参し育
良精機に入社し、
同考案商品化を事
業化した事件にお
いて、同登録実用
新案の対価と職務
発明の対価が容認
された事例 

契約代金等請求事件、水
戸 地 裁 土 浦 支 部 平
8(ﾜ)202 号、兵 15.4.10
判決、一部容認、一部棄
却(控訴) 

元技術部長坂本氏が「油圧作動カッター」の実案出
願をもって育良精機に入社し、同考案と氏のノウハ
ウを用いて商品化した。同社は他に職務発明対象の
特許 1件、実案 2件、意匠 6件を取得した。坂本氏
が持参した実案について、契約書も対価の記載も無
く、職務発明の対価の約束もなかった。坂本氏はそ
れらの対価として約 5億円を請求した。判決は無名
契約であっても知的財産権に対する対価に支払い
は当然であるとし、持参実案の譲渡対価と職務発明
の対価の合計として、1908 万円の支払いを被告ら
に命じた。 

判例時報 
No.1857 
平 16.7.21 

(8)CD ﾌﾟﾚｰﾔｰの発
明者である米澤氏
が職務発明の対価
として、90.7 億円
を請求した事件に
おいて、両事件合
計 3489 万円の支
払いを命じた事例 

保証金請求事件、東京地
裁平10(ﾜ)16832号(甲事
件)、同平 12(ﾜ)5572 号
(乙事件)、平 14.11.29 民
29 部判決、一部容認、
一部棄却(控訴) 

日立製作所の元主任研究員米澤成二氏は職務発明
の対価として甲事件(光ﾃﾞｽｸﾌﾟﾚｰﾔｰ主発明)では予備
的に 9 億円、乙事件(関連発明)では 7060 万円を請
求した。国内外の日立の生産及びﾗｲｾﾝｽ(包括を含む)
収入に対する職務発明の対価が争われた。判決は、
発明の経緯、共同発明者、特許発明の力、ﾗｲｾﾝｽ等
を審理し、属地主義に立脚し、日立の収入を 2.5 億
円とし、日立の貢献度を 80％、共同発明者の貢献
度を 30％とし、甲事件は 3494 万円弱、乙事件は
13万円強の支払いを命じた。 

判例時報 
No.1807 
平 15.3.11 

(9)経済・技術の両
面で従属関係にあ
る会社が行った特
許出願の発明者を
真正者に補正し、

売買代金等請求事件、大
阪地裁平 11( ﾜ )12699
号、平 14.5.23、民 21
判決、一部容認、一部棄
却(控訴＜和解＞) 

下請関係の親会社の技術により有用元素の回収を
行う子会社が特許性に疑義あるとして発明者を冒
認する特許出願した。その特許権について親会社の
真正発明者滝川修氏が補正と職務発明の対価を求
める訴訟において、判決は、発明者掲載権により真

判例時報 
No.1825 
平 15.9.11 
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職務発明の対価を
容認した事例 

正発明者名の補正を容認し、従業者ではない真正発
明者に対する法の類推解釈により職務発明の対価
200万円の支払い命じた。 

一審東京地裁にお
ける職務発明対価
200 億円の判決の
控訴審において、
和解勧告があり、
対価 6 億円、延滞
損害金 2.3 億円で
和解が成立した事
例 

特許権持分移転手続等
請求控訴事件、特許権持
分移転手続等請求附帯
控訴事件、東京高裁平
16(ﾈ)962 号・2177 号、
平 17.1.11、知財部部、
和解 

青色発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞの特許発明に関する職務発明の対
価等に関する訴訟(原告中村修二、被告日亜)に於い
て、一審東京地裁は 200億円の判決があり、被告が
控訴した。二審東京高裁は、404特許を含む登録特
許 191 件、登録実用新案 4 件、継続中の特許出願
112件及びこれらに関連するノウハウ、営業秘密等
を包括した対価として 6億円、延滞損金 2.3 億円と
する和解勧告を示し、両者共同意した。 

判例時報 
No.1879 
平 17.3.1 
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第第 1155..７７講講  職職務務発発明明、、変変貌貌すするる判判例例  
 
判示の要点 事件番号 判決の要点 出典 

人材派遣会社の元
従業員が派遣社員
をつれて競業会会
社を設立した場合
の顧客情報、派遣
社員情報が営業秘
密と認定されなか
った事例 

損害賠償等請求事件、東
京地裁平 15(ﾜ)10721 号
平16.4.13民47部判決、
棄却(確定) 

派遣業をスピンアウトして競業新会社を設立し、顧
客情報、派遣アルバイター等の情報を利用して事業
を開始した事案における営業秘密の条件が争われ
た。判決は、顧客情報、派遣アルバイター等の情報
は会社のパソコンに入力され、パスワードはなく、
誰でアクセス可能であり、印刷物の枚数管理、管理
教育もなく、「社外秘」ファイルも施錠管理されてい
ない等の理由で営業秘密の条件を満足したいない、
と判示した。 

判例時報 
No．1862 
平 16.9.11 

ｽｲｽの印刷会社が
昭和 30 年代から
42 年までに販売し
た印刷機に関する
営業秘密が否定さ
れた事例 

秘密保持義務存在確認
等請求控訴請求事件、東
京高裁平 12(ﾈ)4119 号､
平14.5.29民13部判決、
控訴棄却 (確定)、1 審
東京地裁昭和 60 年
(ﾜ)4131 号、平 12.4.26

極めて古い時期に販売した印刷機に対する平成 2年
改正不正競争防止法による「営業秘密」の存在が争
われ、判決は、売買契約書には秘密保持義務の明示
が不明確であり、公知の技術情報や控訴人が秘密と
して管理していない技術情報は営業秘密とは認めら
れない、と判示した。 

判例時報 
No．1795 
平 14.11.11 

元従業員により営
業秘密が不正に取
得されたとする事
件で不競法２条１
項 4 号の営業秘密
に該当しないとさ
れた事例 

不正競争行為差止等請
求事件、東京地裁平
11( ﾜ )19224 号 ､ 平
12.12.7 民 46 部判決、
棄却(控訴＜控訴取下＞)

車両運行管理会社の元従業員が当該会社の営業秘密
を不正取得されたとされる事件で、同法の営業秘密
の条件である｢秘密として管理されている｣状態が認
められず、また元従業員が作成していた資料は前の
会社の資料以外も相当数含み、かつ不正取得をうか
がわせる事情も無いとして請求を棄却 

判例時報 
No．1771 
平 14.3.11 

放射線測定機械器
具販売会社の保有
する情報は不競法
２条１項 4 号の営
業秘密に該当する
とし差止請求が容
認された事例 

損害賠償請求(甲事件)、
営業行為差止等請求事
件(乙事件))、東京地裁平
10(ﾜ)4447 号(甲)・13585
号(乙)平 12.10.31 民 46
部判決、一部容認、一部
棄却(控訴＜控訴棄却＞)

左記条文における営業秘密の秘匿性はﾌﾛｯﾋﾟｰﾃﾞｽｸに
保管され、ｱｸｾｽ者が限られ、社内規則があれば｢秘｣
の明示がなくても足りる。元社員は元の会社の顧客
情報等を作成してこれをコピーして持ち出し、その
情報をも基づく営業行為の損害賠償を容認し、営業
行為の差止と同資料の廃棄を命じた。 
 
 

判例時報 
No．1768 
平 14.2.11 

元従業員により持
出された医療用機
械器具輸入会社の
情報は不競法２条
１項 4 号の営業秘
密に該当しないと
して損害賠償請求
が棄却された事例 

損害賠償請求事件、東京
地裁平 8(ﾜ)15112 号平
12.9.28 民 46 部判決、
棄却(確定) 

原告会社の情報は左記条文における営業秘密の法的
要件に該当する秘匿保管(ｱｸｾｽ者の制限、｢秘｣の明
示、施錠管理)が行なわれていなかったと判示した。
また元従業員による営業秘密の不正取得の有無につ
いても原告の売上減のみでは裏付不足であり、被告
の営業努力を容認し、営業秘密の不正取得を理由と
する損害賠償請求を棄却した。 

判例時報 
No．1764 
平 14.1.1 
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ｴﾙﾒｽのﾊﾞｯｸﾞを模
造して製造販売し
ている原告は他の
模造者を不競法の
利益を享受できな
いとされた事例 

損害賠償請求事件、東京
地裁平 8(ﾜ)15112 号平
12.9.28 民 46 部判決、
棄却(確定) 

本件判決は、不競法２条１項３号所定の商品形態の
模倣行為に対する同法 4項による損害賠償請求権を
有する者は当該商品を開発し市場においた者に限ら
れると判示し、模造者である原告は同様に模造者で
ある被告に対する損害賠償を否定した。営業秘密に
対する請求も棄却した。 

判例時報 
No．1760 
平 13.11.21 

 


